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評価調査結果要約表 
 

 
１．案件の概要 
国名：ボリビア 案件名：ボリビア農業総合試験場（第 1フェーズ）

 
分野：農業開発／農村開発－農業開発 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：農村開発部第二グループ 協力金額（評価時点）： 

(R/D): 
(全体): 

先方関係機関：農民問題農牧省 

(延長): 日本側協力機関：ボリビア農業総合試験場国内委員
会 

(F/U) : 

 
 
協力期間 

(E/N)（無償） 
他の関連協力：ボリビア肉用牛改善計画（96.7.1～
01.6.30）、ボリビア小規模農家向け優良稲種子普及計
画（00.8.1～05.7.31） 

１－１ 協力の背景と概要 
 ボリビア農業総合試験場の当初の目的は、「オキナワとサンファン両移住地における日本人
移住者の営農の安定とその振興を図る」ことにあった。しかし時代の変遷に伴い、両移住地が
ボリビア国有数の農業生産地へと発展し、サンタクルス県を代表する農業先進地となるに従い、
試験場の活動も徐々に変化してきた。1980年代後半からは、直接あるいは間接的に周辺のボリ
ビア国社会をも対象に含めて事業を行ってきている。 
 国際協力事業団（JICA）は、オキナワ､サンファン両移住地の発展の状況から判断して、ボ
リビア農業総合試験場が JICA 直轄の試験場としての一定の役割は終了したと判断した。ボリ
ビア農業総合試験場がこれまで両移住地のみならず周辺地域に対する技術指導を行ってきたこ
ともあり、ボリビア農業総合試験場をサンタクルス県における営農技術改善と普及の拠点とし
て確立させ、サンタクルス県の農業生産を安定維持させるためのプロジェクト方式技術協力と
して継続させる必要があると判断した。これに基づき、JICAはボリビア政府関係機関と協議を
行い、プロジェクト実施の合意内容は、2001 年 2月 21日にボリビア農牧地域開発省（現農民
問題農牧省）、財務省、サンタクルス県と JICAの間でミニッツとして署名された。 

 
１－２ 協力内容 
(1) 上位目標 
 サンタクルス県に適した農業技術の改善と普及、研修の拠点として適切に運営され、同
地域の農業生産の安定が維持される。 
 

(2) プロジェクト目標 
サンタクルス県における営農技術改善と普及の拠点機能の基盤が確立される。 
 

(3) 成果 
1. 改良肉用牛の生産配布体制が確立される。 
2. 地力維持増進技術を普及する体制が確立される。 
3. 低コスト・環境保全型営農技術を普及する体制が確立される。 
4. 試験場の営農サービス、技術訓練機能を強化する体制が確立される。 
 

(4) 投入（評価時点） 
日本側： 
長期専門家派遣 16名 機材供与 0.60億円 
短期専門家派遣 5名 ローカルコスト負担 1.81億円 
研修員受入 8名 

相手国側： 
カウンターパート配置 
土地・施設提供 366ha 
特権免除等 
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２．評価調査団の概要 
調査者 ①総  括 古賀 重成 JICA農村開発部 部長 

②協力評価 高田 宏仁 JICA農村開発部 第二 G 畑作地帯第一 T チーム長 
③協力計画 野口 伸一 JICA農村開発部 第二 G 畑作地帯第二 T 
④評価分析 西谷 光生 日本技研株式会社 環境開発部 課長 

調査期間 
 

2004年 11月 03日～2004年 12月 12日 
（全体調査期間） 

評価種類：運営指導調査（終了時評価）

３．評価結果の概要 
３－１ 実績の確認 
 投入については、その量、質、時期についてほぼ計画通り実施されたと判断される。専門家
派遣については、日本人専門家が派遣され、適切な方法で技術移転がなされた。土地や施設、
資機材については、プロジェクト開始以前からあった既存のものも有効に活用することができ
た。 
 畜産、土壌、作物、普及の各部門に関する所定の活動は、概ね計画通り実施されたと判断さ
れる。 
 全体として、期待された成果が概ね得られたものと判断される。 

・成果 1「改良肉用牛の生産配布体制の確立」については、牛肉価格の低迷の影響を受けて
若干の遅れが見られるが、期待されたレベルまでに達成されつつある。すなわち、ネロー
レ種の血液の雌牛率の著しい向上、子牛生産率と出荷時の枝肉重量の向上などが確認され
た。ただし、指標の一つに設けているブルセラ病に関しては、一般農家では撲滅には至っ
ていない。 

・成果 2「地力維持増進技術の普及体制の確立」については、展示圃場が設置されて輪作技
術や防風林設置などが指導されたことにより、オキナワ地区では達成された。しかし、営
農形態の違いの影響により、サンファン地区では未達成である。 

・成果 3「低コスト技術の普及」については、効果的な防除指針が作成されたものの、農家
レベルにおいては農産物価格や病虫害などの外部条件が大きく影響し、成果の達成に支障
をきたす結果である。 

・成果 4「営農サービス・技術訓練機能の強化」については、所定の成果が認められる。 

 プロジェクト目標である「サンタクルス県における営農技術改善と普及の拠点機能の基盤の
確立」について、地力維持増進技術の普及に関してはサンファン地区で営農体系の違いにより
不十分であったが、全体としてはほぼ達成に近づいていると考えられる。 

 
３－２ 評価結果の要約 
(1) 妥当性 
     プロジェクトの妥当性は、調査時点においても概ね高く維持されていると判断される。
本プロジェクト目標は、農牧業の生産性と競争力の向上を目指すという、ボリビア国の農
業開発政策と整合している。ターゲットグループのニーズとも整合性があり、また、日本
の国別事業実施計画との妥当性も確保されている。 
 

(2) 有効性 
     プロジェクトの効率性は、全体として概ね高いと判断される。前述のように「改良肉用
牛の生産配布体制の確立」、「地力維持増進技術の普及体制の確立」、「低コスト技術の普
及」、「営農サービス・技術訓練機能の強化」という 4つの成果が概ね達成されつつあり、
その結果としてプロジェクト目標がほぼ達成される見込みである。 
 

(3) 効率性 
     プロジェクトの効率性は、高いと判断される。前述のように投入は適正に実施され、成
果の達成に向けて有効に活用された。関連機関との共同研究も実施され、関係者の能力向
上に貢献した。 
 

(4) インパクト 
 上位目標である「サンタクルス県における農業の振興」に関連する、インパクトが期待
される。また、生産者に対する技術的・経済的なインパクトや、一般市民に対する技術の
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波及インパクト、ボリビア政府機関などへの技術交流インパクトなど、総じて正のインパ
クトが認められる。負のインパクトは特に認められない。 
 

(5) 自立発展性 
     2010年 3月に試験場を移管する方針を受け、2005年度からの 5年間は、第 2フェーズ協
力プロジェクトの実施が計画されている。このプロジェクト実施期間中に、移管後のボリ
ビア農業総合試験場の運営体制をどの様にするのか、その具体像の検討が求められている。
中でも財務面での強化が重要である。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 
(1) 計画内容に関すること 
     ボリビア農業総合試験場は、技術協力プロジェクトに移行する以前から試験研究と運営
の実績を積み重ねてきており、また専門家についても継続的に派遣されていたことから、
全体として実現性のある計画策定が策定されていた。 
 

(2) 実施プロセスに関すること 
 プロジェクトの実施プロセスに関し、日本側とボリビア側双方で合意がなされた計画に
沿って円滑に進めることができた。プロジェクト実施期間中、毎年 JICA 本部より運営指
導調査団が派遣され、本試験場の活動状況を確認して、調整が行われ、その結果は、ボリ
ビア政府側にも報告された。 
 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
(1) 計画内容に関すること 
 本件対象地域のオキナワとサンファン移住地とでは営農形態が異なるため、共通した成
果の指標を設定することが困難であった。また、成果の指標のいくつかは、農産物価格の
変動、予想外の病虫害の発生、営農形態の変化などの外的要因に大きく影響された。この
ように指標の設定と外部条件の記載範囲に困難があったことが認められる。 
 

(2) 実施プロセスに関すること 
     実施プロセスに関して、ボリビア農業総合試験場の位置するオキナワ地区に対する協力
活動に比べ、地理的に離れている（車で約 2時間）サンファン地区に対しては協力の頻度
が少なかったことが認められる。 
 

３－５ 結論 
 本プロジェクトは、計画通りの投入がなされ、確実に活動を進めた結果、終了時においてほ
ぼ所定の成果・目標が達成しうるものと認められた。 
 5 項目評価の視点からは、妥当性、有効性、効率性、インパクトの評価においては概ね満足
のいく内容となっている。ただし、自立発展性に関しては、組織面、財政面の点でいくつかの
課題が認められた。 
 ただし、プロジェクト終了時までにプロジェクトは目標をほぼ達成することが期待できるこ
とから、本運営指導（終了時評価）調査団は、計画通り 2005年 3月をもって本プロジェクトを
終了すべきと結論づけた。 

 
３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
①プロジェクトチームは、成果をより高めるために、残されている活動を引き続き実施する
こと。 
②プロジェクトチームは、以下の課題に焦点を当てた後継プロジェクトの実行計画を準備す
ること。 
a) より多くの農家に開発された技術を普及する 
b) 試験・研究結果を実用的なものにまとめる 
c) ボリビア農業総合試験場がサンタクルス県の農業開発の中心的センターとして整備さ 
れる 

③サンタクルス県の農業開発促進のために、プロジェクトチームと農民問題農牧省関係機関
との協調をより強化すること。 
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３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、
運営管理に参考となる事柄） 

①PDMの指標については、ターゲットエリアとターゲットグループの多様性を勘案して適切
に設定すべきであり、設定された指標に関する基本データや情報を定期的に確認すること
が、プロジェクトを評価するために重要と言える。 
 

３－８ フォローアップ状況 
 第 1フェーズ協力終了後、2005年 4月から 5年間の期間で第 2フェーズ協力の実施を計画し
ている。この期間、2010年 3月末に日系農協に試験場を移管する方針の下、中でも試験場の自
立発展性の確保を考え、プロジェクトを実施する。 
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第１章 運営指導調査（終了時評価）の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

１－１－１ 経緯 

（パラグアイ農業総合試験場第 1フェーズ運営指導調査（終了時評価）報告書「1-1-1」

を参照のこと） 

 

１－１－２ 派遣の目的 

（パラグアイ農業総合試験場第 1フェーズ運営指導調査（終了時評価）報告書「1-1-2」

を参照のこと） 

 

１－２ 調査団構成と調査期間 

（パラグアイ農業総合試験場第 1 フェーズ運営指導調査（終了時評価）報告書「1-2」

を参照のこと） 

 

１－３ 対象プロジェクトの概要 

１－３－１ 基本計画 

  ボリビア農業総合試験場第 1 フェーズプロジェクトの基本計画は以下のとおりで

ある。 

(1) 上位目標 

       サンタクルス県に適した農業技術の改善と普及、研修の拠点として適切に運

営され、同地域の農業生産の安定が維持される。 

(2) プロジェクト目標 

       サンタクルス県における営農技術改善と普及の拠点機能の基盤が確立される。 

(3) 成果 

1. 改良肉用牛の生産配布体制が確立される。 

2. 地力維持増進技術を普及する体制が確立される。 

3. 低コスト・環境保全型営農技術を普及する体制が確立される。 

4. 試験場の営農サービス、技術訓練機能を強化する体制が確立される。 

(4) 活動 

1. 改良肉用牛の生産配布体制の確立 

1-1 農家が活用できる改良型飼養管理技術（有畜複合含む）の開発・展示

を行う。 

1-2 改良肉用牛の生産を行う。 

1-3 肉牛農家の貸付等を行う。 
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2. 地力維持増進技術の普及体制の確立 

2-1 重粘土及び塩類集積土壌の改善技術（耕種法）の開発・展示を行う。 

2-2 移住地を中心とする土壌の地力評価を行う。 

2-3 防風林の樹種の選定及び植林の普及を行う。 

3. 低コスト・環境保全型営農技術の普及体制の確立 

3-1 大豆、稲等の主要害虫の防除指針を策定する。 

3-2 大豆、稲、小麦等の主要病害の防除指針を策定する。 

3-3 大豆、稲、小麦等の雑草防除指針を策定する。 

4. 試験場の営農サービス、技術訓練機能を強化する体制の確立 

4-1 研修・講習会等を通じて開発技術を普及する。 

4-2 種子・種苗等及び種雄牛､優良雌牛の配布・貸付等のサービスを拡充 

する。 

4-3 土壌・飼料等の分析・診断及び病害虫の同定・診断等の技術サービス 

を拡充する。 

4-4 関係者の人材を育成する。 

 

１－３－２ 投入計画 

  プロジェクト計画書による日本側、ボリビア側の投入計画は以下の通りである。 

(1) 日本側 

1. 専門家派遣 

長期専門家 

 場長/チーフアドバイサー、次長/調整員、飼養管理、家畜育種改良、土壌

肥料、診断・評価（飼料・土壌他）、植物病理、害虫管理 

短期専門家 

  必要に応じ派遣 

2. 研修員受入 

ボリビア農業総合試験場（以下「CETABOL」）現地職員、コロニアオキナワ

農牧総合協同組合（以下「CAICO」）、サンファン農牧総合協同組合（以下

「CAISY」）の技術スタッフを対象として、必要に応じ実施する 

3. 機材供与 

     専門家の業務に必要な携行機材 

4. ローカルコスト負担（プロジェクト実施に必要な経費） 

5. プロジェクト要員の配置 

6. 建物、施設 
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(2) ボリビア側 

1. C/P の配置  

     CAICO、CAISY の畜産分野、病害虫分野、土壌肥料分野スタッフ 

2. 専門家に対する特権免除の付与､機材の通関 

3. オキナワ第 2 移住地による土地の無償貸与 
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第２章 終了時評価の方法 

 

２－１ PDMe（評価用プロジェクト・デザイン・マトリックス） 

 第 1 フェーズ開始当時は、PDM が設定されていなかったが、その後 2002 年 4 月に

PDM 案が作成され、2002 年 10 月に JICA と相手国政府との間で合意され、ミニッツ

として署名がなされた。  

 本評価のために、以下に示す点について、一部修正を加えた評価用 PDMe を作成し

た。ただし、指標の変更は行っていない。  

• 西文、英文、和文で作成された PDM に一部齟齬がみられることから、統一した。  

• CETAPAR 職員はプロジェクト要員、カウンターパートは日系農協および中央会  

の役職員であると明確に定義した。  

• 投入部分について、再整理した。  

 

２－２ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

 終了時評価に関する主な調査項目は次のとおりである。 

(1) 実績： 

   技術協力の開始から調査時点までの実績と計画達成度について確認する。 

(2) 実施プロセス： 

     技術協力の開始から調査時点までの実施プロセスについて確認する。 

(3) 妥当性： 

     相手国側のニーズとの整合性を確認するとともに、日本の援助事業としての妥      

当性について資料を検証して整理する。 

(4) 有効性： 

     調査時点でプロジェクト目標の達成度について確認し、プロジェクトが有効で     

あったかどうかを、資料を検証して整理する。 

(5) 効率性： 

     成果の達成度や投入の活用度などについて確認し、効率的であったかどうか検   

討する。 

(6) インパクト： 

     プロジェクトの実施によって、間接的な、あるいは波及的なインパクトはあっ   

たかどうか、検証する。 

(7) 自立発展性： 

     第 1 フェーズ終了後も効果が持続していくかについて、組織面、財務面、技術   

面において検討する。 

 

それぞれの評価項目に関する情報・データの種類と調査方法を、下表に示す。 
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評価項目 調査項目 必要な情報・デー

タ 

情報源 調査方法 

上位目標の達成度

（見込み）  
• PDM 指標の確認 • プロジェクト • 事前資料の検証 

プロジェクト目標

達成度  
• PDM 指標の確認 • プロジェクト • 事前資料の検証 

成果の達成度  • PDM 指標の確認 • プロジェクト • 事前資料の検証 

実績 

投入の実績  • 投入実績の確認  • プロジェクト • 事前資料の検証 
活動の進捗状況 • 活動実績の確認 • プロジェクト 

• 各報告書など 
• 事前資料の検証 実施プロセ

ス 

受益者の事業への

関わり方 

• 日系農協などの
参加の度合い 

• ジェンダー配慮
をしているか 

• プロジェクト • 事前資料の検証 

上位目標と相手国

側の開発政策との

整合性が維持され

ているか 

• 相手国の開発政
策など 

• 関係者 • 事前資料の検証 
• 事前確認調査 

プロジェクト目標

はターゲットグル

ープのニーズに合

致しているか 

• 対象農作物の需
給状況 

• 対象農家の意向 

• 関係者 • インタビュー調
査 

• 資料レビュー 

プロジェクト目標

は農協のニーズに

合致しているか 

• 農協の事業計画 
• 組合員の意向 

• 関係者 • 事前確認調査 
• 事前確認事項 

妥当性 

 

被援助国の
ニーズとの
整合性、日
本の援助事
業としての
妥当性があ
るか？ 

プロジェクト目標

は日本の援助政

策・国別事業実施

計画の一環か 

• 国別援助政策、
JICA 国別事業実

施計画での農業

開発の位置づけ 

• 国別援助政策 
• JICA 国別事業実
施計画 

• 資料レビュー 

プロジェクト目標

は達成の見込みが

あるか 

• 指標の確認 • 事前資料 
• プロジェクト 

• 事前資料の検証 有効性 

 

プロジェク
トの実施に
より、期待
される効果
が得られる
か？プロジ
ェクトは有
効であった
といえる
か？ 

プロジェクト目標

達成に至るまでの

外部条件に変化は

あったか 

• 各外部条件の検
証 

• 事前資料 
• プロジェクト 

• 事前資料の検証 

成果は達成される

見込みがあるか 

• 各指標の確認 • 事前資料 
• プロジェクト 

• 事前確認調査 

日本側・相手国側

双方の投入は適正

であったか 

• 投入はタイミン
グよく実施され

たか 

• 投入は成果を上
げるために十分

活用されたか 

• 事前資料 
• プロジェクト 

• 事前資料の検証 
• 事前確認調査 

活動から成果に至

るまでの外部条件

に変化はあったか 

• 各外部条件の検
証 

• 事前資料 
• プロジェクト 

• 事前確認調査 

効率性 

 

プロジェク
トは効率的
であった
か？ 

前提条件の影響は

あったか 

 

 

• 各前提条件の検
証 

• 事前資料 
• プロジェクト 

• 事前確認調査 
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評価項目 調査項目 必要な情報・デー

タ 

情報源 調査方法 

プロジェクト実施

によるインパクト

の兆しはあるか 

• 予期しなかった
プラス、マイナス

の影響はあるか 

• 事前資料 
• プロジェクト 

• 事前確認調査 インパクト 

 

プロジェク
ト実施によ
り間接的・
波及的効果
はあるか？ 

上位目標に至るま

での外部条件に変

化はあったか 

• 各外部条件の検
証 

• 事前資料 
• プロジェクト 

• 事前確認調査 

組織面：運営管理

能力は備わってい

るか 

• 試験場の運営体
制 

• 対象農協の組織
と運営の概要 

• プロジェクト • 事前確認調査 

財政面：財務的な

自立を目指した取

り組みは順調か 

• 事業の収支 • プロジェクト • 事前確認調査 

自立発展性 

 

協力終了後
も効果が持
続していく
か？ 

技術面：普及され

た技術は対象地域

で適用可能か 

• 対象地域での技
術の定着状況 

• プロジェクト 
• 対象地域の農家 

• インタビュー調
査 

 

 調査の方法は、事前資料の検証（事前に収集、現地調査時）、インタビュー調査（現

地調査時）、直接観察調査（現地調査時）などの組合せとした。現地調査に先立ち、事

前確認調査（事前に問いかけ、調査時に回収）を行うべきところではあったが、時間

的制約から、現地調査時にインタビューと直接観察を行うことで、これを補うことと

した。 
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第３章 調査結果 

 

３－１ 現地調査結果 

 現地調査期間には、以下の調査を実施した。 

• プロジェクトの事前資料の確認 
• CETAPAR 内関係施設・設備の確認 

• 追加資料の収集と整理・分析 

• プロジェクト専門家とプロジェクト班長へのインタビュー 
• 関係農協の訪問調査 

• 地域内農家の視察とインタビュー 

 それらの調査を通じて、プロジェクトの実績・プロセスの確認、評価 5 項目の視点

からの評価に必要な情報・データを収集し、それらを整理・分析した。 

 

３－２ プロジェクトの実績 

３－２－１ 投入実績 

  投入については、その量、質、時期についてほぼ計画通り実施されたと判断され

る。専門家派遣については、日本人専門家が派遣され、適切な技術移転がなされた。

土地や施設、資機材については、プロジェクト開始以前からあった既存のものも有

効に活用された。 

  各項目について概要を以下に述べるが、詳細は別添資料 4「実績表、評価表」を

参照されたい。 

(1) 日本側投入 

     1) 専門家派遣 

• 長期専門家は延べ 16 名が派遣された。分野は、場長／チーフアドバイザ  

ー、次長／業務調整、家畜飼養管理、家畜育種改良、土壌肥料、診断・評

価、植物病理、害虫管理の 8 分野であり、計画通りであった。 

• 短期専門家は必要な分野において延べ 5 名派遣された。  

• それぞれ十分な専門能力をもつ人材が、適切な時期に派遣されたと判断さ   

れた。  
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表 専門家派遣実績 

専門分野  専門家氏名  派遣期間  

場長／チーフアドバイザー  利光 浩三  2001 年 05 年 09 日～ 2003 年 05 月 08 日  
場長／チーフアドバイザー  高木 繁  2003 年 10 年 29 日～ 2005 年 03 月 31 日  
次長／業務調整  佐佐木 健雄  2001 年 07 年 16 日～ 2004 年 04 月 22 日  
次長／業務調整  小林 伸行  2004 年 04 年 11 日～ 2006 年 04 月 10 日  
家畜飼養管理（家畜飼育）  小林 進介  1995 年 12 月 16 日～ 2001 年 12 月 15 日  
家畜飼養管理  西村 博  2000 年 06 月 30 日～ 2002 年 06 月 29 日  
家畜飼養管理  坂口 功  2002 年 11 年 10 日～ 2004 年 11 月 09 日  
家畜育種改良  田口 本光  1999 年 10 月 13 日～ 2001 年 10 月 12 日  
家畜育種改良  中川 明  2001 年 11 年 21 日～ 2003 年 11 月 20 日  
土壌肥料  田中 実秋  2000 年 09 月 04 日～ 2002 年 09 月 03 日  
土壌肥料  久保田 大輔  2003 年 03 年 21 日～ 2005 年 03 月 31 日  
診断・評価  田村 良文  2002 年 04 年 01 日～ 2004 年 03 月 31 日  
植物病理  匠原 監一郎  2001 年 01 年 09 日～ 2003 年 01 月 08 日  
植物病理  河野 満  2003 年 03 年 30 日～ 2005 年 03 月 31 日  
害虫管理（病害虫防除）  持田 作  1999 年 09 月 30 日～ 2001 年 09 月 05 日  
害虫管理  河村 暢宏  2001 年 10 年 22 日～ 2004 年 10 月 21 日  
農薬の適正使用  浅山 哲  2000 年 10 月 23 日～ 2001 年 04 月 22 日  
普及・企画  吉原 安之  2001 年 09 月 02 日～ 2002 年 02 月 28 日  
診断・評価  小林 進介  2001 年 12 年 16 日～ 2002 年 04 月 30 日  
畑地灌漑  山本 幸弘  2002 年 11 年 22 日～ 2003 年 01 月 19 日  
雑草管理  井上 信彦  2003 年 03 年 12 日～ 2003 年 09 月 10 日  

 

     2) 研修員受入 

• 植物保護のための総合防除、飼料分析、飼料作物生産・利用技術、土壌診  

断環境保全、虫害管理、農協運営分野に関して 7 コースの研修が日本で行

われ、5 名の CETABOL スタッフと 3 名の関係農協職員の計 8 名の技術向上

がはかられた。  

• 日本での研修は研修生に技術面や運営管理面において大きな刺激を与え、 
有効であったと判断される。 

 

表 カウンターパート研修受入実績 

研修員氏名  受入期間  協力分

野  
研修内容／受入機関  

エルネスト・ミラ

ンダ  
2001年 05月 28日
～  
2001年 09月 10日

作物分野 植物保護のための総合防除／  
神戸大学  

ツカヤマ・トモヒ

デ  
2002年 08 月 11日
～  
2002年 08月 28日

 農協運営／  
宮崎県  

比嘉・シルビア  2002年 09月 29日
～  
2002年 11月 28日

畜産分野 飼料分析／  
帯広畜産大学  

マルコ・バルガス  2003年 03月 29日
～  
2003年 08月 10日
 

畜産分野 飼料作物生産・利用技術／  
家畜改良センター本所（福島）  

アブドン・シレス  2003年 05月 18日
～  
2003年 08月 20日
 

作物分野 土壌診断環境保全（集団コース）／  
帯広畜産大学  
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研修員氏名  受入期間  協力分

野  
研修内容／受入機関  

宮里 幸広  2004年 06月 21日
～  
2004年 09月 21日

作物分野 虫害管理／  
東京農業大学、果樹研究所、九州沖縄農業研

究ｾﾝﾀｰ  
米倉 博文  2004年 06月 21日

～  
2004年 07月 17日

 農協運営／  
三ヶ日町農業協同組合  

具志堅 俊  2004年 06月 21日
～  
2004年 07月 17日

 農協運営／  
三ヶ日町農業協同組合  

 

     3) 資機材 

• 専門家の携行機材として、2000 年度から 2003 年度までに Bs. 4,532,966（現  

在レート換算で約 5984 万円）の機材が配置された。  

• ほぼ適切な資機材が適切な時期に供与された。  

 

表 資機材供与実績 

年度 主要資機材名 金額(円) 

2000 年度  土壌硬度計、電子てんぴん、コンピュータ、バキュームシーラー、

NIR システムなど  
15,073,080

2001 年度  トラック、ワゴン車、簡易土壌分析器、実体顕微鏡、サブソイラー、

牽引グレーダー、電子印刷機、家畜計量体重計、など  
13,868,171

2002 年度  トラクター、ワゴン車、原子吸光分光光度計、自記気象観測装置、

超音波洗浄機、マルチスプレイヤー、電気溶接機、など  
8,817,666

2003 年度  大型農薬散布機、コンバイン、ワゴン車、サイロ詰め込み機、フレ

ールハーベスター、ロールベーラーなど  
22,076,234

2004 年度   
合計   59,835,151

 

     4) ローカルコスト負担 

• ローカルコスト負担（プロジェクト運営費）として、2000 年度から 2003 

年度までに Bs. 13,687,257（現在レート換算で約 1 億 8067 万円）投入され

た。  

• プロジェクトの年間計画に従い適切に投入された。  

 

表 ローカルコスト（プロジェクト運営費）負担実績 

（単位：Bs.（約 13.2 円））  
 2000 年

度  
2001 年
度  

2002 年
度  

2003 年
度  

2004 年
度  

備 考  

海外技術協力事業費    
 調査諸費（現地調査費）  0 0 0 2,680  調査団の受

け入れ等  
 派遣諸費（携行機材費）  1,141,900 1,050,619 668,005 1,672,442  機材の購入

等  
 現地業務費  2,687,609 3,022,978 3,714,573 4,203,743  人件費、消

耗品、通信

運搬費、燃

料代等  
 実施計画諸費  
（一般事業運営費）  

20,482   
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 2000 年
度  

2001 年
度  

2002 年
度  

2003 年
度  

2004 年
度  

備 考  

人材養成確保費（研修諸費） 0 0 12,192 23,001  インターン
の受け入れ

等  
合計  3,829,509 4,073,597 4,415,252 5,901,865   

 

     5) プロジェクト要員配置 

• CETABOL 職員として現在 17 名配置され、その数はプロジェクトを運営す   

る為に適切であったと考えられる。  

• 開始当初より適切な人材が安定的に配置された。  

 

表 プロジェクト要員配置実績（2004 年 12 月現在）  
班 氏  名 

作物班 宮里 幸広、エドワルド・コンド、エディ・アファチョ、 

ルシア・デ・アセーニャス、エルネスト・ミランダ、ダイニイ・センテーノ、

アブドン・シーレス 

畜産班 大田 勉、友利 聡、マルコ・バルガス、比嘉・シルヴィア 

企画・調整班 ブラボ・研治、リカルド・アセーニャス、諸見里 マキ 

総務班 恩河 和美、真栄城 健、知花 優 

 

     6) 建物、施設 

• CETABOL の建物、施設が継続的に使用できた。  

  （事務所、宿舎、研修棟、倉庫、車庫、車庫、分析・実験室、ガラス網室、  

種子選別舎、サイロ、コラール、農機具庫、など）  

• 開始当初より適切な建物、施設が使用できた。  

 

(2) ボリビア側投入 

     1) C/P の配置  

• プロジェクト活動の進捗に応じて、CAICO と CAISY から対象とした技術に   

応じた人員が配置された。  

• C/P の配置計画があれば、より望ましかった。  

     2) 特権免除等 

• ミニッツに従い必要な措置が問題なくとられた。 

 3) 土地 

• オキナワ第 2 移住地にある従来からの CETABOL の土地が継続的に使用で   

きた。  
• プロジェクトの活動を実施するのに十分な土地が確保された。 
   総面積  366 ha 
   施設用地  11 ha 
   放牧地  210 ha 
   畑作試験用地  35 ha 
   果樹・植林展示圃場  10 ha 
   原始林及び圃場内道路等  100 ha 
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• 開始当初より適切な土地が使用できた。 
 

３－２－２ 成果の達成度 

  成果の達成度は中程度と判断される。各成果の達成度を示す指標について以下に

述べるが、詳細については別添資料 4「実績表、評価表」を参照されたい。 

「成果 1：改良肉用牛の生産配布体制の確立」については、牛肉価格の低迷の影

響を受けて遅れが見られるが、達成されつつある。ネローレ種の血液の雌牛率の

著しい向上、子牛生産率と出荷時の枝肉重量の向上などが確認された。ただし、

ブルセラ病に関しては、一般農家では撲滅には至っていない。 

指標：移住地内ネローレ系種繁殖雌牛群のネローレ種血液を 75％以上にする。 

• ネローレ種の血液の雌牛率は、23.3％（00 年）から 61.4％（04 年）と著し   

く上昇した。  

指標：移住地肉用雌牛の子牛生産率が 70％以上に、肥育牛では 24 カ月未満齢

仕上げで枝肉重量 225kg 以上に改良される。  

• 子牛生産率（分娩率）は 62.0％（00 年）から 68.4％（04 年）へと向上して  

いる。  

• 出荷時の枝肉重量とその月齢は、191.0kg・26.5 カ月（00 年）から 182.8kg・   

23.0 カ月（04 年）となり、目標の 225kg･24 カ月に近づいている。  

指標：移住地内牛群より牛ブルセラ症が撲滅される。  

• CETABOL からの貸し付け牛のブルセラ病陽性率（擬陽性）は、1.5％であ  

る。  

• しかしながら、地域におけるブルセラ病の撲滅は非常に達成困難な指標で  

あり、一般農家では撲滅には至っていない。  

  「成果 2：地力維持増進技術の普及体制の確立」については、展示圃場が設置さ

れて輪作技術や防風林設置方法などが指導されたことによりオキナワ地区では達

成されたものの、営農形態の違いによりサンファン地区では未達成である。 

指標：12 カ所の移住地農家圃場に展示圃が設営される。  

• 展示圃の設置は 2004 年度には 16 カ所となり、指標に達成している。  

指標：移住地農家戸数の 40%が輪作技術を実践する。  

• 輪作技術の実践度は、オキナワ地区では 18.5％から 49.1％へ上昇し目標を   

達成しているが、サンファン地区では営農形態の違いなどのため 4.2％から

13.5％への伸びにとどまっている。  

指標：移住地農家戸数の 70%が防風林等の植林を行う。  

• 防風林の導入率は、オキナワ地区では 64％から 79％へ上昇し目標を達成し   

ているが、サンファン地区では営農形態の変化などにより 10.5％にとどま

っている。  
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  「成果 3：低コスト技術の普及」については、効果的な防除指針が作成されたも

のの、農家レベルにおいては農産物価格や病虫害などの外部条件が大きく影響し、

成果の達成に支障をきたす結果となった。 

指標：移住地畑作農家の主要作物（オキナワ＝大豆、サンファン＝稲）に使用

する ha 当たりの農薬費が 2001 年度より 10％削減される。  

• 農家調査結果によると、オキナワ地区での大豆に対する農薬費が 32％増加   

した（US$92.8/ha→US$123.0/ha）。反面、サンファン地区での稲に対する農

薬費は 13.8％減少した（US$184.5/ha→US$158.9/ha）。  

• 農薬使用量は、病虫害の発生状況や生産物の価格予測に大きく影響された。 

  「成果 4：営農サービス・技術訓練機能の強化」については、所定の成果が認め

られる。 

指標：営農支援活動・技術訓練機能が 2000 年より 30％増加する。  

• 営農支援活動・技術訓練機能は十分に強化されており、その達成度は以下   

のとおりである。  

①論文研究生・実習生の受け入れ数：2 人（00 年度）→7 人（04 年度）  

②試験場公開日への一般参加者数：162 名（00 年度）→491 名（03 年度） 

③国内農業代表者向け研修への参加人数：計 89 名（02～04 年度）  

④試験場への視察者数：410 名（00 年度）→429 名（03 年度） 

 

３－２－３ プロジェクト目標の達成度 

  「サンタクルス県における営農技術改善と普及の拠点機能の基盤の確立」という

プロジェクト目標は、地力維持増進技術の普及に関してのみ、サンファン地区で営

農体系の違いにより不十分であったが、全体としてはほぼ達成に近づいていると判

断される。プロジェクト目標の各指標について以下に述べるが、詳細については別

添資料 4「実績表、評価表」を参照されたい。 

 

指標：移住地農家の 50％が有畜複合を含む地力維持増進技術を実践する。  

• 「移住地農家の地力維持増進技術の実践率」を、「輪作」、「有機物のすき込  

み」、「有機物被覆・緑肥の栽培」、「冬作のソルゴー栽培と肉用牛の放牧」

のいずれか 1 つを導入した農家の割合とした場合、日系移住地全体で 38％

まで増加した。  

• オキナワ地区では 71％と高い達成が認められたが、サンファン地区では水  

田の増大などのために 15％に止まった。  

指標：普及業務が基準年より活発化する。 

• 普及業務にかかる指標として以下を取り上げると、各指標はいずれも大き 
く増加している。 

①農業技術指導の回数：47 件（93 人）（00 年度）→63 件（91 人）（03 年度） 

②講習会等の回数：22 件（352 人）（00 年度）→27 件（1095 人）（03 年度） 
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③試験場公開日への参加人数：162 人（00 年度）→491 人（03 年度） 

④出版物の種類と発行数：10 種・1500 部（00 年度）→16 種・5790 部（03 

年度）  

 

３－２－４ 上位目標の達成度 

• 「サンタクルス県に適した農業技術の改善と普及、研修の拠点として適切に運   

営され、同地域の農業生産の安定が維持される」という上位目標に対する指標

を「2010 年以降、サンタクルス県の農業生産が 2000 年（基準年）より上位安

定する」としている。 

• サンタクルス県の主要農産物の生産状況についてプロジェクト開始当時と最  
近の比較を下表に示すが、大豆の生産は大きく増加している。ただし農産物の

生産量の推移には価格動向の影響が大きい。 

• 現時点では、上位目標達成の度合いを確認することは困難であると言える。 
 

表 サンタクルス県の主要農産物の生産 

作物／項目  2000 年冬作 2000/01 年夏作 2003 年冬作  2003/04 年夏作
生産量（ ton）  271,650 868,000 433,666 1,135,372
作付け面積（ ha）  116,400 490,500 194,100 602,000
単位収量（ ton/ha）  2.33 1.77 2.23 1.89

大豆  

価格（US$/ton）  135-145 135-145 160-170 220-240
生産量（ ton）  51,996 - 35,500 -
作付け面積（ ha）  32,000 - 26,600 -
単位収量（ ton/ha）  1.62 - 1.33 -

小麦  

価格（US$/ton）  160 - 200 -
生産量（ ton）  - 263,490 - 292,302
作付け面積（ ha）  - 101,143 - 108,260
単位収量（ ton/ha）  - 2.53 - 2.70

米  

価格（US$/ton）  - 141.65 - 200.00

出典：CAO、ANAPO 

 

３－３ プロジェクト実施のプロセス 

 プロジェクト実施における活動は、概ね計画通り実施されたと判断される。各活動

項目の実績について以下に述べるが、詳細については別添資料 4「実績表、評価表」

を参照されたい。 

(1) 改良肉用牛の生産配布体制の確立 

     肉用牛の生産支援のため、改良型飼養管理技術の開発・展示、改良肉用牛の生

産、肉牛農家の牛群改良に関する活動が実施された。飼養技術に関しては、畑地・

草地輪換体系の展示、季節繁殖の導入などが行われた。肉用牛として優れたネロ

ーレ種を選抜し、貸付け用として育成されている。また、農家の牛群改良の指導・

サービスがなされている。試験場の活動は計画に沿って進められたが、牛肉価格

の低迷を受けて、その際、農家においては技術の導入に消極的な面がみられた。 

    



 

Ⅳ－22 

1) 改良型飼養管理技術の開発・展示 

• 畑地・草地輪換体系については、その農家レベルでの導入に必要な技術を検

証し、移住地農協の圃場でそれら技術を展示し、試験場公開日にそれら技術

を紹介できるようになった。 

• 補助飼料や鉱塩の給与、季節繁殖の導入を通じた飼養管理の改善、乾季の飼

料不足対策について、試験を実施している。 

• 草地の利用管理技術では、アワフキムシの防除策を提示したほか、牧草の乾
物生産とその飼料成分の季節動向の試験を実施した。 

• 経済性を上げるための適切な繁殖技術については、季節繁殖による肉用牛群

の改良が進んだことから、受精卵移植の基礎技術の検証のみを行った。 

 2) 改良肉用牛の生産 

• 産肉能力に優れた肉用種雄牛（ネローレ種）を選抜するための検定試験の実
施を通じ、これら選抜法の有効性を確認した。選抜された種雄牛を活用して、

それらは貸付け用として本試験場で育成している。 

 3) 肉牛農家の牛群改良 

• 改良肉用牛の貸し付けを通じ、移住地内の肉用牛群の改良を進め、農協関係

者に対して優良牛の生産・普及方法を指導した。 

• 検証された飼養管理技術についても講習会や農事相談を通じて普及させた。 
• 肉牛農家に対する衛生対策指導と、ブルセラ病の血清抗体検査を行なってい

る。 

(2) 地力維持増進技術の普及体制の確立 

     地力維持増進技術として、重粘土及び塩類集積土壌の改善技術の開発・展示、

土壌の地力評価の実施、防風林の樹種の選定及び植林の普及に焦点を当てた活動

がなされた。オキナワ地区では計画通り進んだものの、近年水田化が進んでいる

サンファン地区では土壌改良・防風林技術の適用が遅れている。土壌分析・評価

については、計画通りの活動が実施された。 

  1) 重粘土及び塩類集積土壌の改善技術（耕種法）の開発・展示 

• 「重粘土における畑地・草地輪換体系」については、その適切な手法が検証
された。 

• 「有機物すき込みや播種機の改良による重粘土壌の改良技術」については、

関連する試験計画の不備から、試験の終了が遅れている。 

• 塩類集積土壌に対しては、耐塩性緑肥作物の導入による軽減効果が確認でき

た。 

• これら技術に関しては、試験実施中のものも含め、移住地内（展示圃等）で
の実証展示を行なうとともに、農場公開日等において関係者に紹介した。 
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2) 移住地を中心とする土壌の地力評価 

• 地力評価のための移住地の土壌マップを作成するとともに、可給態窒素等の

土壌分析技術についてはその簡便法の有効性を確認し、技術資料としてとも

に公表した。 

• 土壌マップをもとに必要な施肥指導を行なうべく、必要な試験を実施してい

る。 

  3) 防風林の樹種の選定及び植林の普及  

• 防風林の適正樹種につき、オキナワ地区では 4 樹種の選定を終え、選定樹種

の普及に取り組んでいるが、サンファン地区での適正樹種の選定は遅れてお

り、同地区内の圃場で試験を実施中である。  

(3) 防除指針の策定 

     対象地域内の主要経済作物として大豆、稲、小麦を取り上げ、それらに対する

主要害虫、主要病害、雑草の防除法に関する実証試験を実施し、その結果を防除

指針に取りまとめる活動が、計画に沿って実施された。 

   1) 大豆、稲、小麦等に対する主要害虫、主要病害、雑草の防除指針の策定 

• 主要害虫、主要病害、雑草の防除指針策定のための試験を行ない、その成果

に基づき防除指針（ダイズ、コムギ、イネ、マカデミア、柑橘類）を作成し、

移住地関係者及び関係機関（APIA、SENASAG）に同指針を紹介した。 

(4) 営農サービス・技術訓練機能の強化 

     試験場が研修・講習会等を開催し、技術の普及活動がなされた。また、種子・

種苗等及び種雄牛・優良雌牛の配布・貸付等のサービスが拡大された。土壌・飼

料等の分析・診断及び病害虫の同定・診断等の技術サービスについても拡充がな

された。さらに、関係者の人材育成として、論文研究生・実習生の受け入れ、農

家代表者に対する研修、国内関連機関との共同研究などが積極的に行われた。 

  1) 研修・講習会等を通じた開発技術の普及 

• 試験場内で実施する公開日や実証展示圃を活用した講習会等を通じて試験成

果の紹介を行なっている。紹介にあたっては日系農協の技術者と共同で行な

い、これら関係者への指導も合わせて行なった。 

 2) 種子・種苗等及び種雄牛・優良雌牛の配布・貸付等のサービス拡充 

• 防風林用樹種苗の配布や緑肥用種子の販売、種牛の貸し付けや販売といった、
本試験場の施設を活用したサービスの提供に取り組んだ結果、以下のとおり

実績を伸ばした。 

  ①種子・種苗の配布数：6424 本（01 年度）→25652 本（03 年度） 

  ②緑肥用種子の販売数：685kg（01 年度）→1120kg（03 年度）  

  ③種牛の貸し付け数：476 頭（雄 168 頭、雌 308 頭）（47 戸）  
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   3) 土壌・飼料等の分析・診断及び病害虫の同定・診断等の技術サービス拡充 

• 土壌・飼料分析や病害虫の診断・同定サービスの受け入れ数を拡充すべく、

移住地内関係者だけでなく外部への広報（サービス情報の提供）を行なった

結果、以下のとおり実績を伸ばした。 

  ①土壌分析依頼数：41 件（01 年度）→533 件（03 年度）  

  ②飼料分析依頼数：20 件（01 年度）→222 件（03 年度）  

  ③病害虫の診断・同定依頼数：15 件（01 年度）→40 件（03 年度）  

• これらサービスに関しては、日系社会のみならず、非日系社会からの依頼も

増えている。 

• サービスの提供による当試験場の収入も増加した。  

Bs. 125,971（99 年度）→Bs. 260,983（03 年度）  

  4) 関係者の人材育成 

• サンタクルス県を中心とした大学・短大等からの論文研究生・実習生の受け

入れを継続しているほか、国内各地からの農家代表者に対する研修を 2002 年

度より実施した。  

• 関係機関である国立牛改良センター（CNMGB）とは肉用牛の検定に供する種

雄牛の提供や飼料の分析等、熱帯農業研究センター（CIAT）とは稲病害の同

定や病害抵抗性にかかる試験の共同実施等を通じて、関連する人材の育成を

支援した。  
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第４章 評価結果 

 

４－１ 評価 5 項目の評価結果 

４－１－１ 妥当性 

  プロジェクトの妥当性は調査時点においても概ね高く維持されていると判断され

る。本プロジェクト目標は、農牧業における生産性と競争力の向上を含むボリビア

国の農業開発政策と整合している。ターゲットグループのニーズとも整合性があり、

日本の国別事業実施計画との妥当性も確保されている。 

 

相手国側の開発政策との整合性 

• 本プロジェクトは、ボリビア国の開発計画である「国家農牧農村開発計画」（2000

年 1 月）や「EBRP（貧困削減戦略ペーパーボリビア版）」（2001 年 7 月）にある

「競争力強化を通じた農村開発の振興」に沿ったものとして計画されたものであ

る。  

• 上位目標として挙げた「サンタクルス県における農業生産の安定」は、これらの
計画を受けた現行の短中期政策である「Plan Bolivia Agropecuaria」（2002 年 8 月）

に掲げられた「生産性の向上と競争力の強化」にも整合している。 

 

ターゲットグループのニーズとの整合性 

• ターゲットグループは「農協技術職員」であるが、これら技術職員の活動は彼ら

が主に対象とする「日系移住地の農家」のニーズに基づいて実施されている。本

プロジェクトは、日系移住地農家のニーズを反映して実施しており、そのためプ

ロジェクト実施の妥当性は概ね維持されていると考えられる。  

• 地力維持増進技術に関しては、オキナワ移住地において重粘土壌や塩類集積土壌
などの営農上の課題があり、ターゲットグループのニーズとの整合性が認められ

る。  

• 低コスト営農技術に関しては、ボリビア国のメルコスールへの本格加入を 2005

年に控え、他国農産物に対抗しうるだけの競争力のある農畜産物を低コストで生

産する必要があることから、両移住地において整合性が認められる。 

 

日本の援助事業としての妥当性 

• 本プロジェクトの実施機関である CETABOL は、1961 年の設立以来蓄積された

豊富な研究実績のうえに、新たな技術と知識を積み重ねることによって、より良

い技術が開発されてきており、それらを日系農家に限らず非日系農家にも提供す

ることは、サンタクルス県農業全体の底上げを図るうえで非常に合理的な援助手

法であったと考える。  

• 日系社会における優良な農協組織と豊富な営農経験を有する農家を援助リソー

スとして活用した技術協力を実施する意味からも妥当性があったといえる。  

• JICA の対ボリビア国別事業実施計画では、農業・農村開発セクターの協力重点
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項目として、1)熱帯湿潤地域の農業技術開発および普及システムの確立、2)非伝

統的作物導入および農業外収入の確保による現金収入の多様化を挙げている。本

プロジェクトは前者の課題に対する「熱帯湿潤地域農業技術普及プログラム」の

核となるプロジェクトのひとつであり、日本の援助事業としての妥当性が確保さ

れている。  

 

４－１－２ 有効性 

  プロジェクトの有効性は全体として概ね高いと判断される。4 つの成果が概ね達

成されつつあり、その結果としてプロジェクト目標がほぼ達成される見込みである。 

 

プロジェクト目標の達成見込み 

• 「移住地農家の地力維持増進技術の実践率」は、オキナワ地区では高いが、サン

ファン地区では水田化が近年推進されたことにより低く止まっている。 

• 「普及業務の活発化」については、農業技術指導の回数、講習会等の回数、試験

場公開日への参加人数、出版物の種類と発行数のいずれの面においても増加して

いることが確認された。 

• 以上から、プロジェクト目標はほぼ達成されるものとみられ、本プロジェクトは

有効であったと認められる。 

 

成果の目標達成に対する貢献 

• 改良肉用牛の生産配布体制が進められ、日系農家の肉用牛生産体制が改善されつ

つある。 

• 地力維持増進技術の普及体制が強化され、とくにオキナワ地区では改善が認めら

れる。 

• 低コスト技術の普及については、実践的な防除指針が作成され、普及されつつあ
る。 

• 普及・技術サービス分野については確実に成果が得られており、目標達成に向け

て貢献した。 

• 以上のことから、成果はプロジェクト目標の達成に向けて貢献したと認められる。 

 

４－１－３ 効率性 

  プロジェクト実施の効率性は、高いと判断される。投入は適正に実施され、成果

の達成に向けて有効に活用された。関連プロジェクトや関連機関との共同研究も実

施され、関係者の能力向上に貢献した。 

 

成果と投入の関連 

• 期待された成果は、一部遅れがみられるものの、全体として達成に向かっている
ことが確認された。 

• 投入は、量、質、時期ともに概ね適正であり、成果の達成に向けて有効に活用さ

れた。 
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投入の構成 

• 専門家派遣、研修員受入、機材供与、土地、施設、要員配置、運営経費からなる

投入の組み合わせは適正であり、成果の達成に向けて有効に活用された。 

• 海外移住専門家の活用を行なう等工夫したことは効果の発現を促進した。 
 

関連協力事業との関連 

• 「ボリビア肉用牛改善計画（96.7.1～01.6.30）」および「ボリビア小規模農家向け

優良稲種子普及計画（00.8.1～05.7.31）」と連携した業務を通じ、CETABOL プロ

ジェクト要員の能力向上などに貢献した。  

• 関係機関との連携としては、「国立牛改良センター（CNMGB）」とは肉用牛の検

定に供する種雄牛の提供や飼料の分析等、「熱帯農業研究センター（CIAT）」と

は稲病害の同定や病害抵抗性にかかる試験の共同実施等を通じて協力すること

で、関連する人材の育成を支援した。  

 

４－１－４ インパクト 

  日系移住地およびサンタクルス県における農業の振興に対するインパクトが期待

される。また、生産者に対する技術的なインパクトや、一般市民に対するインパク

ト、ボリビア政府機関などへのインパクトなど、総じて正のインパクトが認められ

る。負のインパクトは特に認められない。 

 

上位目標達成の見込み 

• サンタクルス県の主要農産物の生産状況について、プロジェクト開始当時と最近
のものを比較すると、大豆の生産は大きく増加していることがわかる。ただし農

産物の生産量の推移には価格動向の影響が大きく、本プロジェクトが上位目標の

達成に寄与する程度は今のところ明らかではない。 

 

生産者に対するインパクト 

• オキナワ農協産牛肉が高品質であることがサンタクルス市場で認められ、販路が
確保されている。 

 

ボリビア人に対するインパクト 

• 防風林樹種や緑肥作物の種子の移住地外農家からの購入が増加している。 

• 水田における施肥等に関する農薬会社からの講義依頼が増加している。 

• 移住地外において、日系農家の営農形態に倣った生計向上の方策が提案されるケ
ースが増えている。 

 

ボリビア組織に対するインパクト 

• 移住地外の関係機関（小麦油糧作物生産者協会（ANAPO）等）からの畑地・草

地輪換体系の導入にかかる講師派遣依頼が増加した。  

• 本試験場で生産した肉用種雄牛から検定機関（国立牛改良センター）の検定で優
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秀な成績を得るものが出て、同種雄牛がセブ牛生産者協会（ASOCEBU）の「優

秀種牛カタログ」に掲載された。  

• 現大統領が「ボリビア農牧業のモデルとしての日系移住地」に言及している。 

 

４－１－５ 自立発展性 

  2010 年 3 月に日系農協に移管されるまでの 5 年間を、第 2 フェーズ協力として、

プロジェクトの実施が計画されている。現在、移管後の運営に向けて必要な準備が

進められている。第 2 フェーズ協力では、移管後の CETABOL の運営体制について、

財務面も含めた具体的な検討が今後必要である。  

 

制度・組織面 

• 本プロジェクトは、2010 年 3 月に日系農協に移管・引継がれるという方針のも

と、試験研究課題のしぼりこみと、移管の方向性や対応策の協議を行なってきた。

今後の 5 年間に組織の自立発展性を高めるために更なる努力が必要である。  

• 自立発展のための組織能力や運営管理能力については、今後 CETABOL の活動業

務内容を確定しつつ、日系農協の役割を定義していく必要がある。 

 

財務面 

• 財務的自立性を育てるべく、各種サービス活動の強化による自己収入の増加に取
り組んできたが、2003 年度の自己収入は 1038 万円（Bs. 692,163）で、必要経費

8852 万円（Bs. 5,901,865）の 12％にすぎない。  

• 日系農協に移管後、財政的にひとり立ちできる体制を確立することが、最も重要
である。幅広い収入源を確保しながらも、体制をスリム化することによって支出

を抑えた事業計画を作成することが課題である。  

 
表  プロジェクトの収入実績  

                          （単位：Bs.（約 13.2 円））  

 項  目  2000 年度 2001 年度 2002 年度  2003 年度  
 種畜販売収入  0 0 0 0 
 種畜貸付収入  0 20,450 50,805 48,455 
 種子販売収入  0 6,758 162,581 4,730 
 作物販売収入  153,257 133,262  20,536 
 苗木販売収入  1,501 875  20,130 
 果実販売収入  282 2,358  3,637 
 機材利用収入  0 0 25 8,106 
 牛販売収入  139,027 98,985 90,564 105,689 
 分析収入  1,349 3,260 11,184 42,872 
 家賃収入  75,198 281,058 426,667 435,180 
 緑肥販売  0 0 0 6,597 
 書籍販売  0 0 0 231 
収入 計  370,615 547,006 741,825 696,163 
支出 計  3,829,509 4,073,597 4,415,252 5,901,865 
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技術面 

• プロジェクト要員は、移転された技術や、現プロジェクトの管理能力については、

そのほとんどを習得していると考える。また、施設や資機材の保守管理状況も良

好であり、今後の活用に支障はない。 

• 常に変化している営農課題を解決し新技術を導入するために、先進的な技術を有

する試験研究機関との連携や支援を得られる仕組みを維持することが必要であ

る。 

 

４－１－６ 阻害・貢献要因の総合的検証 

(1) 効果発現に貢献した要因 

       本件は、技術協力プロジェクトに移行する以前から試験場の試験研究と運営

の実績を積み重ねてきており、また専門家についても継続的に派遣されていた

ことから、実現性のある計画策定が可能であった。 

       プロジェクトの実施プロセスに関しては、日本側とボリビア側双方で合意が

なされた計画に沿って円滑に進めることができた。プロジェクト実施期間中、

毎年 JICA 本部より運営指導調査団が派遣され、本試験場本体の活動について

調整が行われ、ボリビア政府側にも報告がなされた。 

(2) 問題点及び問題を惹起した要因 

    本件対象地域のオキナワとサンファン移住地とでは営農形態が異なるため、

成果の指標の設定が困難であった。また、成果の指標のいくつかは、農産物価

格の変動、予想外の病虫害の発生、営農形態の変化などの外的要因に大きく影

響された。このように指標の設定と外部条件の記載範囲に困難があったことが

認められる。 

    実施プロセスに関して、CETABOL の位置するオキナワ地区に対しては密な

協力活動がなされたことと比較すると、地理的に離れている（車で約 2 時間）

サンファン地区に対してはその程度は小さかったと言える。  

 

４－２ 結論 

 本プロジェクトは、計画通りの投入がなされ、確実に活動を進めた結果、終了時に

おいてほぼ所定の成果・目標が達成しうるものと認められた。 

 5 項目評価の視点で、妥当性、有効性、効率性、インパクトの評価においては概ね

高い評価となった。自立発展性に関しては、組織面、財政面の点でいくつかの課題が

認められた。  

 プロジェクト終了時までにプロジェクトは目標をほぼ達成することが期待できるこ

とから、運営指導（終了時評価）調査団は、計画通り 2005 年 3 月末をもって本案件を

終了すべきと結論づけた。  
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第５章 提言と教訓 

 

５－１ 提言 

(1) プロジェクトチームは、成果をより高めるために、残されている活動を引き続

き実施すること。 

(2) プロジェクトチームは、以下の課題に焦点を当てた後継プロジェクトの実行計

画を準備すること。 

a) より多くの農家に、開発された技術を普及する 

b) 試験・研究結果を実用的なものにまとめる 

c) CETABOL がサンタクルス県の農業開発の中心的センターとして整備される 

(3) サンタクルス県の農業開発促進のために、プロジェクトチームと農牧省関係機

関との協調をより強化すること。 

 

５－２ 教訓 

(1) PDM の指標については、ターゲットエリアとターゲットグループの多様性を勘

案して適切に設定すべきであり、設定された指標に関する基本データや情報を定

期的に確認することが、プロジェクトをスムーズに評価するために重要と言える。 
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第６章 総括（まとめ） 

 

(1) パラグアイ農業総合試験場と同様、第 1 フェーズ協力は、農協活動を通じた周辺

地域の農業生産活動をはじめとする地域活性化事業として、『サンタクルス県におけ

る営農技術改善と普及の拠点機能の基盤が確立される』をプロジェクト目標に、4

つの課題について活動を行ってきた。  

(2) また、第 1 フェーズ協力は、将来の移管を念頭に、これまで JICA 主体で行って

きた活動と体制の整理を行なう期間と位置づけ、活動を行ってきた。  

(3) その結果、肉用牛の改善、地力維持、病虫害および営農普及という 4 課題に関す

る活動は計画通り進捗し、プロジェクト目標はほぼ達成されると見込まれることか

ら、2005 年 3 月 31 日をもって当初予定通り終了し、第 2 フェーズ協力へ移行する

ことが適当と判断した。  

(4) ボリビアにおいては，本第 1 フェーズ協力の開始前まで成果が出されていない活

動が見られたことから、本邦から 5 名の専門家を派遣し、第 1 フェーズの期間中に

移住地に対し成果を示すこととしていた。これについても、計画通り達成される見

込みである。  

(5) プロジェクト期間中に、本邦派遣の専門家および旧在外事務所スタッフであった

現地要員は、プロジェクト開始当初の 28 名から現在 22 名（派遣専門家 5 名，現地

スタッフ 17 名）となっており、ただし、試験場運営経費に年間約 5,700 万円（平成

16 年度実行計画）投じており、スリム化が進んでいるとは言いがたい。更なるスリ

ム化が必要である。  

(6) 機材はパラグアイ同様に、専門家の携行機材として整理している。また、施設に

ついても移住事業費で建設されたものが大半であるが、研修に関連する施設が技術

協力事業費で建設されたものもある。 

(7) ボリビアにおいて、サンファン移住地はイネとダイズの 2 毛作に果樹や養鶏など、

多角経営が基本である。一方、オキナワ移住地はダイズの 2 期作に一部牧畜が導入

されており、両移住地で営農形態が大きく異なる。これが、今後の試験場の活動に

大きく影響する。移管後、試験場にどのような機能を持たせるのか、両農協と十分

な協議が必要である。  
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ボリビア農業総合試験場プロジェクト第 1 フェーズ  
運営指導調査（終了時評価）  

別   添 資 料  
 

 

1．ミニッツ（英）   

2．ミニッツ（西）  

3．PDMe（和）  

4．実績表・評価表（和）  

5．専門家派遣実績（和）  

6．資機材リスト（和）  

7．カウンターパート研修受入実績（和）  

8．プロジェクトスタッフ（和）  

9．関係図・組織図（和）  

10．農業技術指導、講習会、出版物リスト（和）  

11．研究生、実習生受入リスト（和）  

 































































































































３．PDMe 

PDMe（CETABOLフェーズ１終了時評価） 

プロジェクト名：ボリヴィア農業総合試験場（CETABOL）計画 協力期間:Phase 1:2000年 4月 1日～2005年 3月 31日 
対象地域：日系移住地及びその周辺地域（サンタクルス県） ターゲットグループ：CETABOL現地職員及び農協技術職員 
 作成日：2004年 12月 9日 

プロジェクト要約 指  標 指標データ入手手段 外部条件 
上位目標 
サンタクルス県に適した農業技術の
改善と普及、研修の拠点として適切
に運営され、同地域の農業生産の安
定が維持される。 

 
2010年以降、サンタクルス県の農業生産が
2000年(基準年)より上位安定する。 

 
・CAOの情報 
・FEGASACRUZの情報 
・CAICO、CAISYに対する
調査 

 

 
・メルコスールによる
貿易自由化後でも畑
作物、牛、牛肉需要
が安定している。 
・畑作物、牛、牛肉の
価格が暴落しない。

プロジェクト目標（Phase 1） 
サンタクルス県における営農技術改
善と普及の拠点機能の基盤が確立さ
れる。 

 
移住地農家の 50％が有畜複合を含む地力
維持増進技術を実践する。 
普及業務が基準年より活発化する。 

 
・CAICO、CAISY に対する
調査 

・JICA農家経済調査 
・CETABOL年報 

 
・畑作の作付け面積、
肉牛飼養頭数が減少
しない。 

成果（Phase 1） 
1. 改良肉用牛の生産配布体制が確立さ 
れる。 

 
 
 
 
 
 
2. 地力維持増進技術を普及する体制が
確立される。 

 
 
 
 
3. 低コスト・環境保全型営農技術を普
及する体制が確立される。 

 
 
4. 試験場の営農サービス、技術訓練機
能を強化する体制が確立される。 

 
1-1 移住地内ネローレ系種繁殖雌牛群の 

ネローレ種血液を 75％以上にする。
1-2 移住地肉用雌牛の子牛生産率が 70％

以上に、肥育牛では 24カ月未満齢仕
上げで枝肉重量 225kg以上に改良さ
れる。 

1-3 移住地内牛群より牛ブルセラ症が撲
滅される。 

2-1 12カ所の移住地農家圃場に展示圃が
設営される。 

2-2 移住地農家戸数の 40％が輪作技術を
実践する。 

2-3 移住地農家戸数の 70％が防風林等の
植林を行う。 

3-1 移住地畑作農家の主要作物（オキナワ
＝大豆、サンファン＝稲）に使用する
ha当たりの農薬費が 2001年度より
10％削減される。 

4-1 営農支援活動・技術訓練機能が 2000
年より 30％増加する。 

 
・CAICO、CAISYの調査 
 
・CETABOLの調査 
 
 
 
・CETABOLの調査 
 
・CAICO、CAISYの調査 
 
・CAICO、CAISYの調査 
 
・CAICO、CAISYの調査 
 
・CETABOLの調査 
 
 
 
・CETABOL年報 

 
・生産条件が悪化しな
い。 

・予期しない病害虫の
発生・異常気象が起
こらない。 

 
・ボリヴィア側の行政
当局の支援が得られ
る。 

・ボリヴィア側の関係
諸機関（CIAT等）の
支援が得られる。 

 
 
 
 
 
 
 

活動（Phase 1） 
1-1 農家が活用できる改良型飼養管理

技術（有畜複合含む）の開発・展
示を行う。 

1-2 改良肉用牛の生産を行う。 
1-3 肉牛農家の牛群改良を行う。 
 
2-1 重粘土及び塩類集積土壌の改善技

術（耕種法）の開発・展示を行う。 
2-2 移住地を中心とする土壌の地力評

価を行う。 
2-3 防風林の樹種の選定及び植林の普

及を行う。 
 
3-1 大豆、稲等の主要害虫の防除指針

を策定する。 
3-2 大豆、稲、小麦等の主要病害の防

除指針を策定する。 
3-3 大豆、稲、小麦等の雑草防除指針

を策定する。 
 
4-1 研修・講習会等を通じて開発技術

を普及する。 
4-2 種子・種苗等及び種雄牛､優良雌牛

の配布・貸付等のサービスを拡充
する。 

4-3 土壌・飼料等の分析・診断及び病
害虫の同定・診断等の技術サービ
スを拡充する。 

4-4 関係者の人材を育成する。 

投  入
日本側 
1. 専門家派遣 
 場長/チーフアドバイサー、 

次長/調整員、飼養管理、 
家畜育種改良、土壌肥料、 
診断・評価（飼料・土壌他）、 
植物病理、害虫管理 

 （短期専門家：必要に応じ派遣） 
 
2. 研修員受入 
 CETABOL現地職員、CAICO、CAISY

の技術スタッフを対象として、必要に
応じ実施。 

 
3. 機材供与 
 専門家の業務に必要な携行機材 
 
4. 負担（プロジェクト実施に必要な経

費） 
 
5. 技術要員及び管理要員の配置 
 
 
 
注 
CETABOL：ボリビア農業総合試験場 
CAO：東部農牧会議所 
FEGASACRUZ：ｻﾝﾀｸﾙｽ県農牧連合会 
CAICO：コロニア沖縄農牧総合協同組合 
CAISY：サンファン農牧総合協同組合 

 
ボリビア側 
1. C/Pの配置 

CAICO  
CAISY  
（内訳） 
畜産分野  
病害虫分野  
土壌肥料分野  

 
2. 専門家に対する特権免
除の付与､機材の通関 

 
3. オキナワ日ボ協会によ
る土地の無償貸与 

 
 

前提条件 
 

・日系移住地のサンフ
ァン・オキナワを含
む地域の社会・経済
状態が安定してい
る。 

・技術改良及びこれに
関連する普及業務等
に従事する人員が確
保される。 
・致死率が高く伝染性
の強い悪性家畜疾病
の発生が無い 
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別添資料Ⅳ－３　PDMe（和）
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長方形



４．実績表、評価表 
 
投入 

項目 指標 データ 調査方法 評価結果 判定

投入 日本側     
J-1 専門家派遣     
J-1-1 量 投入記録 資料検査、 

インタビュー 
• 長期専門家は延べ 16名が派遣された。分野は、場長／ﾁｰﾌｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞ
ｰ、次長／業務調整、家畜飼養管理、家畜育種改良、土壌肥料、診

断・評価、植物病理、害虫管理の 8分野であり、計画通りである。
• 短期専門家は必要な分野において延べ 5名派遣された。 

高 

J-1-2 質、時期 J/E、C/P インタビュー • 十分な専門能力をもつ人材が、適切な時期に派遣されたと判断され
る。 

高 

J-2 C/P研修     
J-2-1 量 投入記録 資料検査、 

インタビュー 
• 植物保護のための総合防除、飼料分析、飼料作物生産・利用技術、
土壌診断環境保全、虫害管理、農協運営分野に関して 7コースの研
修が日本で行われ、5名の CETABOLスタッフと 3名の関係農協職
員の計 8名が参加した。 

高 

J-2-2 質、時期 J/E、C/P インタビュー • 日本での研修は研修生に技術面や運営管理面において大きな刺激
を与え、有効であったと判断される。 

高 

J-3 資機材     
J-3-1 量 投入記録 資料検査、 

インタビュー 
• 専門家の携行機材費として、2000年度から 2003年度までに Bs. 

4,532,966（現在レートで約 5,984万円）投入された。 
高 

J-3-2 質、時期 J/E、C/P インタビュー • ほぼ適切な資機材が適切な時期に供与された。 高 
J-4 ﾛｰｶﾙｺｽﾄ負担     
J-4-1 量 投入記録 資料検査、 

インタビュー 
• ローカルコスト負担（プロジェクト運営費）として、2000年度か
ら 2003年度までに Bs. 13,687,257（現在レートで約 1億 8,067万円）
投入された。 

高 

J-4-2 質、時期 J/E、C/P インタビュー • プロジェクトの年間計画に従い適切に投入された。 高 
J-5 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ要員配置     
J-5-1 量 投入記録 資料検査、 

インタビュー 
• CETABOL職員として現在 17名配置され、その数はプロジェクト
を運営するのに適切であったと考えられる。 

高 

J-5-2 質、時期 J/E、C/P インタビュー • 開始当初より適切な人材が安定的に配置された。 高 
J-6 建物、施設     
J-6-1 量 投入記録 資料検査、 

インタビュー 
• CETABOLの建物、施設が継続的に使用できた。 高 

J-6-2 質、時期 J/E、C/P インタビュー • 開始当初より適切な建物、施設が使用できた。 高 
 ボリビア側     
B-1 C/Pの配置     
B-1-1 量 投入記録 資料検査、 

インタビュー 
• プロジェクト活動の進捗に応じて、CAICOと CAISYから人員が配
置されたが、その数が少なかった。 

中 

B-1-2 質、時期 J/E、C/P インタビュー • プロジェクト活動の進捗に応じて、CAICOと CAISYから対象とし
た技術に応じた人員が配置された。 

• ただし、C/Pの配置計画があればより望ましかった。 

中 

B-2 特権免除等     
B-2-1 内容 J/E、C/P インタビュー • ミニッツに従い必要な措置が問題なくとられた。 高 
B-3 土地     
B-3-1 量 投入記録 資料検査、 

インタビュー 
• CETABOLの土地が継続的に使用できた。 
• プロジェクトの活動を実施するのに十分な土地が確保された。 

高 

B-3-2 質、時期 J/E、C/P インタビュー • 開始当初より適切な土地が使用できた。 高 
 投入の達成度の総合判定 高 
 投入の達成度の要約 

投入については、その量、質、時期についてほぼ計画通り実施されたと判断される。専門家派遣については、日本人専門家

が派遣され、適切な技術移転がなされた。土地や施設、資機材については、プロジェクト開始以前からあった既存のものも

有効に活用された。 
 

注：判定（高、中、低）は、読者の理解を助けるためのものである。 
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活動 
項目 指標 データ 調査方法 評価結果 判定

1-1 農家が活用できる

改良型飼養管理技

術（有畜複合含む）

の開発・展示を行

う。 

試験場資料、 
J/E、C/P 

資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 畑地・草地輪換体系については、その農家レベルでの導入に必要な
技術を検証し、移住地農協の圃場でそれら技術を展示し、試験場公

開日にそれら技術を紹介できるようになった。 
• 補助飼料や鉱塩の給与、季節繁殖の導入を通じた飼養管理の改善、
乾季の飼料不足対策についても、関連する試験をいまだ実施中であ

るものの、経済性を考慮した適切な飼養法が検証され、日系農協技

術職員を含む関係者に対してその概要を説明した。 
• 草地の利用管理技術では、アワフキムシの防除策を提示したほか、
牧草の乾物生産とその飼料成分の季節動向の試験を実施した。 

• 経済性を上げるための適切な繁殖技術については、季節繁殖による
肉用牛群の改良が進んだことから、受精卵移植の基礎技術の検証の

みを行った。 

中高

1-2 改良肉用牛の生産

を行う。 
同上 同上 • 産肉能力に優れた肉用種雄牛（ネローレ種）を選抜するための検定

試験の実施を通じ、これら選抜法の有効性を確認した。選抜された

種雄牛を活用して、貸し付け用として本試験場で育成している。 

高 

1-3 肉牛農家の牛群改

良を行う。 
同上 同上 • 改良肉用牛の貸し付けを通じ、移住地内の肉用牛群の改良を進め、

農協関係者に対して優良牛の生産・普及方法を指導した。 
• 検証された飼養管理技術についても講習会や農事相談を通じて普
及させた。 

• 肉牛農家に対する衛生対策指導と、ブルセラ病の血清抗体検査を行
なっている。 

高 

2-1 重粘土及び塩類集

積土壌の改善技術

（耕種法）の開

発・展示を行う。 

同上 同上 • 「重粘土における畑地・草地輪換体系」については、その適切な手
法が検証された。 

• 「有機物すき込みや播種機の改良による重粘土壌の改良技術」につ
いては、関連する試験計画の不備から、試験の終了が遅れている。

• 塩類集積土壌に対しては、耐塩性緑肥作物の導入による軽減効果が
確認できた。 

• これら技術に関しては、試験実施中のものも含め、移住地内（展示
圃等）での実証展示を行なうとともに、農場公開日等において関係

者に紹介した。 

中高

2-2 移住地を中心とす

る土壌の地力評価

を行う。 

同上 同上 • 地力評価のための移住地の土壌マップを作成するとともに、可給態
窒素等の土壌分析技術についてはその簡便法の有効性を確認し、技

術資料としてともに公表した。 
• 土壌マップをもとに必要な施肥指導を行なうべく、必要な試験を実
施している。 

高 

2-3 防風林の樹種の選

定及び植林の普及

を行う。 

同上 同上 • 防風林の適正樹種につき、オキナワ地区では 4樹種の選定を終え、
選定樹種の普及に取り組んでいるが、サンファン地区での適正樹種

の選定は遅れており、同地区内の圃場で試験を実施中である。 

中高

3-1 大豆、稲等の主要

害虫の防除指針を

策定する。 

同上 同上 • 主要害虫の防除指針策定のための試験を行ない、その成果に基づき
防除指針（ダイズ、コムギ、イネ、マカデミア、柑橘類）を作成し、

移住地関係者及び関係機関（APIA、SENASAG）に同指針を紹介し
た。 

高 

3-2 大豆、稲、小麦等

の主要病害の防除

指針を策定する。 

同上 同上 • 主要病害の防除指針策定のための試験を行ない、その成果に基づき
防除指針（ダイズ、コムギ、イネ、マカデミア、柑橘類）を作成し、

移住地関係者及び関係機関（APIA、SENASAG）に同指針を紹介し
た。 

高 

3-3 大豆、稲、小麦等

の雑草防除指針を

策定する。  

同上 同上 • 雑草防除指針策定のための試験を行ない、その成果に基づき防除指
針（ダイズ、コムギ、イネ、マカデミア、柑橘類）を作成し、移住

地関係者及び関係機関（APIA、SENASAG）に同指針を紹介した。

高 

4-1 研修・講習会等を

通じて開発技術を

普及する。 

同上 同上 • 試験場内で実施する公開日や実証展示圃を活用した講習会等を通
じて試験成果の紹介を行なっている。紹介にあたっては日系農協の

技術者と共同で行ない、これら関係者への指導も合わせて行なっ

た。 

高 

4-2 種子・種苗等及び

種雄牛､優良雌牛

の配布・貸付等の

サービスを拡充す

る。 

同上 同上 • 防風林用樹種苗の配布や緑肥用種子の販売、種牛の貸し付けや販売
といった、本試験場の施設を活用したサービスの提供に取り組んだ

結果、以下のとおり実績を伸ばした。 
①種子・種苗の配布数 25,652本（03年度）←6,424本（01年度）
②緑肥用種子の販売数 1,120kg（03年度）←685kg（01年度） 
③種牛の貸し付け数 476頭（雄 168頭、雌 308頭）（47戸） 

高 
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項目 指標 データ 調査方法 評価結果 判定

4-3 土壌・飼料等の分

析・診断及び病害

虫の同定・診断等

の技術サービスを

拡充する。 

同上 同上 • 土壌・飼料分析や病害虫の診断・同定サービスの受け入れ数を拡充
すべく、移住地内関係者だけでなく外部への広報（サービス情報の

提供）を行なった結果、以下のとおり実績を伸ばした。 
①土壌分析依頼数 533件（03年度）←41件（01年度） 
②飼料分析依頼数 222件（03年度）←20件（01年度） 
③病害虫の診断・同定依頼数 40件（03年度）←15件（01年度）

• これらサービスに関しては、日系社会のみならず、移住地外からの
依頼が増えている。 

• サービスの提供による当試験場の収入も増加した。 
Bs. 260,983（03年度）←Bs. 125,971（99年度） 

高 

4-4 関係者の人材を育

成する。 
同上 同上 • サンタクルス県を中心とした大学・短大等からの論文研究生・実習

生の受け入れを継続しているほか、国内各地からの農家代表者に対

する研修を 2002年度より実施した。 
• 関係機関である国立牛改良センター（CNMGB）とは肉用牛の検定
に供する種雄牛の提供や飼料の分析等、熱帯農業研究センター

（CIAT）とは稲病害の同定や病害抵抗性にかかる試験の共同実施等
を通じて、関連する人材の育成を支援した。 

高 

 活動の達成度の総合判定 高 
 活動の達成度の要約 

活動は概ね計画通り実施されたと判断される。 
改良肉用牛の生産配布体制の確立については、牛肉価格の低迷を受けて技術の導入に消極的な面がみられた。地力維持増進技

術の普及体制の確立については、オキナワ地区では計画通り進んだものの、近年水田化が進んでいるサンファン地区では技術

の適用が遅れている。防除指針の策定は計画通り進んでいる。営農サービス・技術訓練機能の強化についても、計画通りの実

施が認められる。 
 

注：判定（高、中、低）は、読者の理解を助けるためのものである。 
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成果 
項目 指標 データ 調査方法 評価結果 判定

1-1 移住地内ネ
ローレ系種繁殖雌

牛群のネローレ種

血液を 75％以上に
する。 

試験場資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• ネローレ種の血液の雌牛率は、23.3％（00年）から 61.4％（04
年）と著しく上昇した。 

中 

1-2 移住地肉用
雌牛の子牛生産率

が 70％以上に、肥
育牛では 24カ月未
満齢仕上げで枝肉

重量 225kg以上に
改良される。 

試験場資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 子牛生産率（分娩率）は 62.0％（00年）から 68.4％（04年）
へと向上している。 

• 出荷時の枝肉重量とその月齢は、191.0kg・26.5カ月（00年）
から 182.8kg・23.0カ月（04年）となり、目標の 225kg･24カ
月に近づいている。 

中 

１  改良肉
用牛の生産

配布体制が

確立され

る。 

1-3 移住地内牛
群より牛ブルセラ

症が撲滅される。 

試験場資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• CETABOLからの貸し付け牛のブルセラ病陽性率（擬陽性）は、
まだ 1.5％である。 

• しかしながら、地域におけるブルセラ病の撲滅は非常に達成
困難な指標であり、一般農家では撲滅には至っていない。 

中 

2-1 12カ所の移
住地農家圃場に展

示圃が設営され

る。 

試験場資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 展示圃の設置は 2004年度には 16か所となり、指標が達成さ
れている。 

高 

2-2 移住地農家
戸数の 40％が輪作
技術を実践する。 

試験場資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 輪作技術の実践度は、オキナワ地区では 18.5％から 49.1％へ
上昇し目標を達成しているが、サンファン地区では営農形態

の違いなどのため 4.2％から 13.5％への伸びにとどまる。 

中 

２ 地力維

持増進技術

を普及する

体制が確立

される。 

2-3 移住地農家
戸数の 70%が防風
林等の植林を行

う。 

試験場資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 防風林の導入率は、オキナワ地区では 64％から 79％へ上昇し
目標を達成しているが、サンファン地区では営農形態の変化

などにより 10.5％にとどまる。 

中 

３ 低コス

ト・環境保

全型営農技

術を普及す

る体制が確

立される。 

3-1 移住地畑作
農家の主要作物

（オキナワ＝大

豆、サンファン＝

稲）に使用する ha
当たりの農薬費が

2001年度より 10％
削減される。 

試験場資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 農家調査結果によると、オキナワ地区での大豆に対する農薬
費が 32％増加した（US$123.0/ha←US$92.8/ha）反面、サンフ
ァン地区での稲に対する農薬費は 13.8％減少した
（US$158.9/ha←US$184.5/ha）。 

• 農薬使用量は、病虫害の発生状況や生産物の価格予測に大き
く影響された。 

中 

４ 試験場

の営農サー

ビス、技術

訓練機能を

強化する体

制が確立さ

れる。 

4-1 営農支援活
動・技術訓練機能

が 2000年より
30％増加する。 

試験場資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 営農支援活動・技術訓練機能は十分に強化されており、その
達成度は以下のとおりである。 
①論文研究生・実習生の受け入れ数 
7人（04年度）←2人（00年度） 
②試験場公開日への一般参加者数 
491名（03年度）←162名（00年度） 
③国内農業代表者向け研修への参加人数 
計 89名（02～04年度） 
④試験場への視察者数 
429名（03年度）←410名（00年度） 

高 

 成果の達成度の総合判定 中 
 成果の達成度の要約 

成果の達成度は中程度と判断される。 
改良肉用牛の生産配布体制の確立については、牛肉価格の低迷の影響を受けて遅れがあるが、達成されつつある。地

力維持増進技術の普及体制の確立については、営農形態の違いによりオキナワ地区では達成されたものの、サンファ

ン地区では未達成である。低コスト技術の普及については、農産物価格や病虫害などの外部条件が成果の達成に大き

く影響した。営農サービス・技術訓練機能の強化については、所定の成果が認められる。 
 

注：判定（高、中、低）は、読者の理解を助けるためのものである。 
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プロジェクト目標 
項目 指標 データ 調査方法 評価結果 判定

移住地農家の 50％
が有畜複合を含む

地力維持増進技術

を実践する。 

試験場資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 「移住地農家の地力維持増進技術の実践率」を、「輪作」「有機物
のすき込み」「有機物被覆・緑肥の栽培」「冬作のソルゴー栽培と

肉用牛の放牧」のいずれか１つを導入した農家の割合とした場

合、移住地全体で 38％まで増加した。 
• オキナワ地区では 71％と高い達成が認められたが、サンファン
地区では水田の増大などのために 15％に止まった。 

中 プロジェ

クト目

標：サン

タクルス

県におけ

る営農技

術改善と

普及の拠

点機能の

基盤が確

立され

る。 

普及業務が基準年

より活発化する。 
試験場資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 普及業務にかかる指標として以下を取り上げると、各指標はいず
れも大きく増加している。 
①農業技術指導の回数； 
 63件（91人）（03年度）←47件（93人）（00年度） 
②講習会等の回数； 
 27件（1,095人）（03年度）←22件（352人）（00年度） 
③試験場公開日への参加人数； 
 491人（03年度）←162人（00年度） 
④出版物の種類と発行数： 
 16種・5,790部（03年度）←10種・1,500部（00年度） 

高 

 プロジェクト目標の達成度の総合判定 中高

 プロジェクト目標の達成度の要約 
「サンタクルス県における営農技術改善と普及の拠点機能の基盤の確立」というプロジェクト目標は、地力維持増進技術

の普及に関してはサンファン地区で営農体系の違いにより不十分であったが、全体としてはほぼ達成に近づいていると判

断される。 
 

注：判定（高、中、低）は、読者の理解を助けるためのものである。 
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評価 5項目 
項目 指標 データ 調査方法 評価結果 判定

相手国側の開発

政策との整合性 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 本プロジェクトは、ボリビア国の開発計画である「国家農牧農村
開発計画」（2000年 1月）や「EBRP（ボリビア版 PRSP）」（2001
年 7月）にある「競争力強化を通じた農村開発の振興」に沿った
ものとして計画されたものである。 

• 上位目標として挙げた「サンタクルス県における農業生産の安定」
は、そうした計画を受けた現行の短中期政策である「Plan Bolivia 
Agropecuaria」（2002年 8月）に掲げられた「生産性の向上と競争
力の強化」にも整合したものと考えられる。 

高 

ﾀｰｹﾞｯﾄｸﾞﾙｰﾌﾟのﾆ

ｰｽﾞとの整合性 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• ターゲットグループである「農協技術職員」のニーズについては、
これを職員の活動の主たる対象である「日系移住地の農家」のニ

ーズとして考えた場合、本プロジェクトの妥当性は概ね維持され

ている。 
• 地力維持増進技術に関しては、オキナワ移住地において重粘土壌
や塩類集積土壌などの営農上の課題があり、ターゲットグループ

のニーズとの整合性が認められる。サンファン移住地では水田化

が進められており、異なる技術も求められている。 
• 低コスト営農技術に関しては、ボリビア国のメルコスールへの本
格加入を 2005年に控え、他国農産物に対抗しうるだけの競争力の
ある農畜産物を低コストで生産する必要があることから、両移住

地において整合性が認められる。 

中高

日本の援助事業

としての妥当性 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 本プロジェクトの実施機関である CETABOLは、1961年の設立以
来蓄積された豊富な研究実績のうえに、新たな技術と知識を積み

重ねることによって、より良い技術が開発さてきており、それら

を日系農家に限らず非日系農家にも提供することは、サンタクル

ス県農業全体の底上げを図るうえで非常に合理的な援助手法であ

ったと考える。 
• 日系社会における優良な農協組織と豊富な営農経験を有する農家
を援助リソースとして活用した技術協力を実施する意味からも妥

当性があったといえる。 
• 日本の国別事業実施計画との妥当性も確保されている。 

高 

妥当性の総合判定 高 

妥当性 

妥当性の要約 
プロジェクトの妥当性は調査時点においても概ね高く維持されていると判断される。 
本プロジェクト目標は農牧業における生産性と競争力の向上を含むボリビア国の農業開発政策と整合している。ターゲッ

トグループのニーズとも整合性があり、日本の国別事業実施計画との妥当性も確保されている。 
 

プロジェクト目

標の達成見込み 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 「移住地農家の地力維持増進技術の実践率」は、オキナワ地区で
は高いが、サンファン地区では水田化が近年推進されたことによ

り低く止まっている。 
• 「普及業務の活発化」については、農業技術指導の回数、講習会
等の回数、試験場公開日への参加人数、出版物の種類と発行数の

いずれの面においても増加していることが確認された。 
• 以上から、プロジェクト目標はほぼ達成されるものとみられ、本
プロジェクトは有効であったと認められる。 

中高

成果の目標達成

に対する貢献 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 改良肉用牛の生産配布体制が進められ、日系農家の肉用牛生産体
制が改善されつつある。 

• 地力維持増進技術の普及体制が強化され、とくにオキナワ地区で
は改善が認められる。 

• 低コスト技術の普及については、実践的な防除指針が作成され、
普及されつつある。 

• 普及・技術サービス分野については確実に成果が得られており、
目標達成に向けて貢献した。 

• 以上のことから、成果はプロジェクト目標の達成に向けて貢献し
たと認められる。 

中高

有効性の総合判定 中高

有効性 

有効性の要約 
プロジェクトの有効性は全体として概ね高いと判断される。 
4つの成果が概ね達成されつつあり、その結果としてプロジェクト目標がほぼ達成される見込みである。 
 

Ⅳ－106



項目 指標 データ 調査方法 評価結果 判定

成果と投入の関

連 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 期待された成果は、一部遅れがみられるものの、全体として達成
に向かっていることが確認された。 

• 投入は、量、質、時期ともに概ね適正であり、成果の達成に向け
て有効に活用された。 

高 

投入の構成 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 専門家派遣、研修員受入、機材供与、土地、施設、要員配置、運
営経費からなる投入の組み合わせは適正であり、成果の達成に向

けて有効に活用された。 
• 海外移住専門家の活用を行なう等工夫したことは効果の発現を促
進した。 

高 

関連協力事業と

の関連 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 「ボリビア肉用牛改善計画（96.7.1～01.6.30）」および「ボリビア
小規模農家向け優良稲種子普及計画（00.8.1～05.7.31）」と連携し
た業務を通じ、CETABOL職員の能力向上などに貢献した。 

• 関係機関との連携としては、「国立牛改良センター（CNMGB）」と
は肉用牛の検定に供する種雄牛の提供や飼料の分析等、「熱帯農業

研究センター（CIAT）」とは稲病害の同定や病害抵抗性にかかる
試験の共同実施等を通じて協力することで、関連する人材の育成

を支援した。 

高 

効率性の総合判定 高 

効率性 

効率性の要約 
プロジェクトの効率性は、高いと判断される。 
投入は適正に実施され、成果の達成に向けて有効に活用された。関連プロジェクトや関連機関との共同研究も実施され、

関係者の能力向上に貢献した。 
 

上位目標達成の

見込み 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 農産物の生産量の推移には価格動向の影響が大きく、本プロジェ
クトが上位目標の達成に寄与する程度は今のところ明らかではな

い。 

中 

生産者に対する

インパクト 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• オキナワ農協産牛肉が高品質であることがサンタクルス市場で認
められ、販路が確保されている。 

高 

ボリビア人に対

するインパクト 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 防風林樹種や緑肥作物の種子の移住地外農家からの購入が増加し
ている。 

• 水田における施肥等に関する農薬会社からの講義依頼が増加して
いる。 

• 移住地外において、日系農家の営農形態に倣った生計向上の方策
が提案されるケースが増えている。 

高 

ボリビア組織に

対するインパク

ト 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 移住地外の関係機関（小麦油糧作物生産者協会（ANAPO）等）か
らの畑地・草地輪換体系の導入にかかる講師派遣依頼が増加した。

• 本試験場で生産した肉用種雄牛から検定機関（国立牛改良センタ
ー）の検定で優秀な成績を得るものが出て、同種雄牛がセブ牛生

産者協会（ASOCEBU）の「優秀種牛カタログ」に掲載された。
• 現大統領が「ボリビア農牧業のモデルとしての日系移住地」に言
及している。 

高 

インパクトの総合判定 高 

インパ

クト 

インパクトの要約 
日系移住地およびサンタクルス県における農業の振興に対するインパクトが期待される。また、生産者に対する技術的な

インパクトや、一般市民に対するインパクト、ボリビア政府機関などへのインパクトなど、総じて正のインパクトが認め

られる。負のインパクトは特に認められない。 
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項目 指標 データ 調査方法 評価結果 判定

制度・組織面 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 本プロジェクトは、2010年 3月に日系農協に移管・引継がれると
いう方針のもと、試験研究課題のしぼりこみと、移管の方向性や

対応策の協議を行なってきた。今後の 5年間に組織の自立発展性
を高めるために更なる努力が必要である。 

• 自立発展のための組織能力や運営管理能力については、今後
CETABOLの活動業務内容を確定しつつ、日系農協の役割を定義
していく必要がある。 

中 

財務面 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• 日系農協に移管後、財政的にひとり立ちできる体制を確立するこ
とが、最も重要である。幅広い収入源を確保しながらも、体制を

スリム化することによって支出を抑えた事業計画を作成すること

が課題である。 

中 

技術面 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ資料、

J/E、C/P 
資料の検証、

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 
• プロジェクト要員は、移転された技術や、現プロジェクトの管理
能力については、そのほとんどを習得していると考える。また、

施設や資機材の保守管理状況も良好であり、今後の活用に支障は

ない。 
• 常に変化している営農課題を解決し新技術を導入するために、先
進的な技術を有する試験研究機関との連携や支援を得られる仕組

みを維持することが必要である。 

高 

自立発展性の総合判定 中 

自立発

展性 

自立発展性の要約 
2010年 3月に日系農協に移管されるまでの 5年間のプロジェクトの実施が計画されている。現在のところ、移管後の運営
に向けて必要な準備が進められている。次のプロジェクトでは、移管後の CETABOLの運営体制について、財務面も含め
た具体的な検討が今後必要である。 
 

注：判定（高、中、低）は、読者の理解を助けるためのものである。 
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５．専門家派遣実績 

 

長期専門家 

専門家氏名 指導科目 派遣期間 派遣前の所属 

小林 進介 家畜飼育 1995年 12月 16日～ 
2001年 12月 15日 

所属先なし 

持田 作 病害虫防除 1999年 09月 30日～ 
2001年 09月 05日 

所属先なし 

田口 本光 家畜育種改良 1999年 10月 13日～ 
2001年 10月 12日 

アイ・シー・ネット（株） 

西村 博 家畜飼養管理 2000年 06月 30日～ 
2002年 06月 29日 

農林水産省 

田中 実秋 土壌肥料 2000年 09月 04日～ 
2002年 09月 03日 

所属先なし 

匠原 監一郎 植物病理 2001年 01年 09日～ 
2003年 01月 08日 

（社）日本植物防疫協会 

利光 浩三 場長／チーフアドバイザー 2001年 05年 09日～ 
2003年 05月 08日 

国際協力事業団 

佐佐木 健雄 次長／業務調整 2001年 07年 16日～ 
2004年 04月 22日 

国際協力事業団 

河村 暢宏 害虫管理 2001年 10年 22日～ 
2004年 10月 21日 

（社）農林水産航空協会 

中川 明 家畜育種改良 2001年 11年 21日～ 
2003年 11月 20日 

所属先なし 

田村 良文 診断・評価 2002年 04年 01日～ 
2004年 03月 31日 

農業技術研究機構 
東北農業研究センター 

坂口 功 家畜飼養管理 2002年 11年 10日～ 
2004年 11月 09日 

ボリビア農業総合試験場 

久保田 大輔 土壌肥料 2003年 03年 21日～ 
2005年 03月 31日 

所属先なし 

河野 満 植物病理 2003年 03年 30日～ 
2005年 03月 31日 

三重県農業大学校 

高木 繁 場長／チーフアドバイザー 2003年 10年 29日～ 
2005年 03月 31日 

国際協力機構 

小林 伸行 次長／業務調整 2004年 04年 11日～ 
2006年 04月 10日 

国際協力機構 

 

 

短期専門家 

専門家氏名 指導科目 派遣期間 派遣前の所属 

浅山 哲 農薬の適正使用 2000年 10月 23日～ 
2001年 04月 22日 

宮崎県 

吉原 安之 普及・企画 2001年 09月 02日～ 
2002年 02月 28日 

所属先なし 

小林 進介 診断・評価 2001年 12年 16日～ 
2002年 04月 30日 

所属先なし 

山本 幸弘 畑地灌漑 2002年 11年 22日～ 
2003年 01月 19日 

緑資源公団 

井上 信彦 雑草管理 2003年 03年 12日～ 
2003年 09月 10日 

所属先なし 
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６．資機材リスト 

 

年度 取得年月 機材名 メーカー タイプ 金額 
(千円) 

所属 配置 状況 

2001 2001 実体顕微鏡 OLYMPUS SZX12-3131 788 畜産 ラボ A 
2001 2002.01 コピー機 CANON NP 6416 330 畜産 事務室 A 
2001 2002.02 デスクトップコンピュ

ーター 
COMPAQ  172 作物 PC室 A 

2001 2002.02 デスクトップコンピュ

ーター 
COMPAQ  82 畜産  A 

2001 2002.02 デスクトップコンピュ

ーター 
COMPAQ  162 畜産  A 

2001 2002.02 デスクトップコンピュ

ーター 
COMPAQ  180 企画 PC室 A 

2001 2002.02 デスクトップコンピュ

ーター 
COMPAQ 7476 81 総務 事務室 A 

2001 2002.02 デスクトップコンピュ

ーター 
COMPAQ  172 分析 ラボ A 

2001 2002.02 ノートブックコンピュ

ーター 
COMPAC 1245 180 企画 図書室 A 

2001 2002.02 家畜計量体重計 Iconix FX-1  348 畜産  A 
2001 2002.02 家畜計量体重計 Iconix FX-1  348 畜産  A 
2001 2002.02 家畜計量体重計 Iconix FX-1  348 畜産  A 
2001 2002.02 家畜計量体重計 Iconix FX-1  348 畜産  A 
2001 2002.02 家畜計量体重計 Iconix FX-1  348 畜産 農機具庫 A 
2001 2002.03 ETタンク DRIC DR30-6ET 415 畜産 コラル A 
2001 2002.03 簡易土壌分析器 HACH  970 作物 CAISYに

貸出中 
A 

2001 2002.03 牽引グレーダー STARA STARPLAN3000 714 畜産 農機具庫 A 
2001 2002.03 コンプレッサー SHULTZ MSV10VL/200 83 総務 車庫 A 
2001 2002.03 サイレージ用アタッチ

メント 
STARA GDSH8000 186 畜産 農機具庫 A 

2001 2002.03 サブソイラー CULTIVI  666 作物 農機具庫 A 
2001 2002.03 シュピーゲルレラスコ

ープ 
SPIEGEL 
RELASKOP 

No.172305 165 企画 事務室 B 

2001 2002.03 保定枠 PANTANERA  241 畜産  A 
2001 2002.03 保定枠 PANTANERA  241 畜産  A 
2001 2002.03 保定枠 PANTANERA  241 畜産  A 
2001 2002.03 保定枠 PANTANERA  241 畜産 農機具庫 A 
2001 2002.03 保定枠 PANTANERA  241 畜産 農機具庫 A 
2001 2002.03 デシケーター TOYO LIVING SD266-05 131 作物 病害虫ラボ

（会議室） 
A 

2001 2002.03 デジタルビデオカメラ 
8mm 

Sony Digital 8 
DCR-TRV520 

 企画 編集室 A 

2001 2002.03 電子印刷機 RICOH JP1250  601 企画 講堂 A 
2001 2002.03 トラック NISSAN 7.5ｔ 4,869 畜産 車庫 A 
2001 2002.03 ハーフトラック TOYOTA Hi-Lux（Blanco） 3,427 作物 車庫 A 
2001 2002.03 ビデオ（6mm） Sony DHR-1000  企画 編集室 A 
2001 2002.03 プリンター CANON LBP1000 総務 事務室 A 
2001 2002.03 胞子収集機 IKEDA  271 作物 病理ラボ

（会議室） 
B 

2001 2002.03 マクロカメラ MACROMAX HMB135 作物 事務室 A 
2001 2002.03 溶接機 LINEAR 340 TELWIN 99 総務 車庫 A 
2001 2002.03 ロータリーカッター 

（2ボディー） 
TATU RO2-3101 290 畜産 農機具庫 A 
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年度 取得年月 機材名 メーカー タイプ 金額 
(千円) 

所属 配置 状況 

2001 2002.03 ロータリーカッター 
（2ボディー） 

BALDAN RPDＬ-3000 作物 農機具庫 A 

2001 2002.03 ワゴン車 TOYOTA Landcruiser（Negra） 総務  A 
2002 2002.08 マルチスプレイヤー MARUYAMA MRS 30-130 462 作物 作物班倉庫 A 
2002 2003.02 液晶プロジェクター ３M 7740i 401 企画 PC室 A 
2002 2003.02 ダンプ式トレーラー STARA REBOKE 8000F 376 畜産 農機具庫 A 
2002 2003.02 プリンター HPLASER JET4300 244 企画 事務室 A 
2002 2003.02 レーザープリンター HEWLETPACKA

RD 
JET4300 244 作物 PC室 A 

2002 2003.03 HUB N-LINK SWITCH 16PORT 51 企画 編集室 A 
2002 2003.03 HUB N-LINK SWITCH 16PORT 51 作物 事務室 A 
2002 2003.03 MIG電気溶接機 BAMBOZZI TMC 325 S 386 畜産 農機具庫 A 
2002 2003.03 PHメーター SCOTTO AP5345 113 分析 ラボ 

（天秤室） 
A 

2002 2003.03 原子吸光分光光度計 BUCK 
SCIENTIFIC 

ACCUSYS 211 1,775 分析 ラボ 
（機器室） 

A 

2002 2003.03 コピー機 CANON NP7210 400 総務 事務室 A 
2002 2003.03 コピー機 CANON NP7210 400 作物 台所 A 
2002 2003.03 サーバー用パソコン COMPAC ML330G2 189 企画 PC室 A 
2002 2003.03 自記気象観測装置 DAVIS VANTAGE PRO 363 作物 病理温室 A 
2002 2003.03 自記気象観測装置 DAVIS VANTAGE PRO 623 作物 病理ラボ A 
2002 2003.03 超音波洗浄機 ColeParmer CDL08895-68 590 畜産 ラボ A 
2002 2003.03 電気伝導度計 SCOTTO LF11/613T 219 分析 ラボ A 
2002 2003.03 電子天秤 OHAUS AdventurerARD110 170 分析 ラボ 

（天秤室） 
A 

2002 2003.03 トラクター MASSEY 
FERGUSON 

5310 3,265 作物 農機具庫 A 

2002 2003.03 農機具運搬車 VICTOR SRV-LW02150621B 作物 農機具庫 A 
2002 2003.03 農機具洗浄機 WAP DX800 237 作物 作物班倉庫 A 
2002 2003.03 農薬散布機 JACTO CONDOR M-12/75 264 作物 農機具庫 A 
2002 2003.03 無停電電源装置 TRIPLITE 

SMART 
ＩＮＴ3000 182 企画 PC室 A 

2002 2003.03 無停電電源装置 TRIPP-LITE  作物 事務室 
（台所） 

A 

2002 2003.03 ワゴン車 TOYOTA Landcruiser（Plateado） 2,912 総務 車庫 A 
2003 2004.02 テントセット 8×12m Tolders 8×12m 263 企画 農機具庫 A 
2003 2004.03 穴掘り機 SUPER TATU PS 126 企画 農機具庫 A 
2003 2004.03 大型農薬散布機 SPRA-COUPE ESP 3640 7,424 作物 農機具庫 A 
2003 2004.03 オートピペット Finnpipette 2-10ml 52 畜産 ラボ A 
2003 2004.03 オートピペット Finnpipette 2-10ml 52 畜産 ラボ A 
2003 2004.03 オートピペット Finnpipette 1-5ml 52 畜産 ラボ A 
2003 2004.03 オートピペット Finnpipette 1-5ml 52 畜産 ラボ A 
2003 2004.03 オートピペット Finnpipette 0.01-0.1ml 52 畜産 ラボ A 
2003 2004.03 オートピペット Finnpipette 0.01-0.1ml 52 畜産 ラボ A 
2003 2004.03 オートピペット Finnpipette 0.1-1ml 52 畜産 ラボ A 
2003 2004.03 オートピペット Finnpipette 0.1-1ml 52 畜産 ラボ A 
2003 2004.03 カラー印刷機 RICOH Aficio CL5000 498 企画 事務室 A 
2003 2004.03 簡易土壌分析装置 RQ-REFLEX  141 作物 ラボ（土壌

物理室）？ 
A 

2003 2004.03 柑橘用農薬散布機 JACTO 2000EXPORT SP-II 782 企画 農機具庫 A 
2003 2004.03 携帯型気象観測装置 Vantage Pro 438 作物 病理ラボ

（会議室） 
A 

2003 2004.03 携帯型気象観測装置 Vantage Pro 438 作物 病理ラボ

（会議室） 
A 
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年度 取得年月 機材名 メーカー タイプ 金額 
(千円) 

所属 配置 状況 

2003 2004.03 携帯型無線機 YAESU Vertex VX-160 26 作物 事務室 A 
2003 2004.03 携帯型無線機 YAESU Vertex VX-160 26 作物 事務室 A 
2003 2004.03 携帯型無線機 YAESU Vertex VX-160 26 作物 事務室 A 
2003 2004.03 携帯型無線機 YAESU Vertex VX-160 26 作物 事務室 A 
2003 2004.03 携帯型無線機 YAESU Vertex VX-160 26 作物 事務室 A 
2003 2004.03 携帯型無線機 YAESU Vertex VX-160 26 畜産 事務室 A 
2003 2004.03 携帯型無線機 YAESU Vertex VX-160 26 畜産 事務室 A 
2003 2004.03 コンバイン MASSEY 

FERGUSON 
5650 ADVANCED 7,407 作物 農機具庫 A 

2003 2004.03 車両用無線機 YAESU FT-2800M 28 作物 事務室 A 
2003 2004.03 車両用無線機 YAESU FT-2800M 28 作物 事務室 A 
2003 2004.03 種子選別機のモーター Weg  251 作物 種子選別工

場 
A 

2003 2004.03 種子選別機のモーター Weg  251 作物 種子選別工

場 
A 

2003 2004.03 種子選別機のモーター Weg  251 作物 種子選別工

場 
A 

2003 2004.03 種子選別機のモーター Weg  251 作物 種子選別工

場 
A 

2003 2004.03 種子選別機のモーター Weg  251 作物 種子選別工

場 
A 

2003 2004.03 種子選別機のモーター Weg  251 作物 種子選別工

場 
A 

2003 2004.03 飼料用天秤 FILIZOLA ID-M 150/4 48 畜産 飼料庫 A 
2003 2004.03 水田造成用排土板 TALLER AGRO 

FIERRO 
 261 作物 農機具庫 A 

2003 2004.03 水田用揚水ポンプ MENONITA HERICOIDAL 20" 156 作物 農機具庫 A 
2003 2004.03 走行誘導装置 GPS Centerline 

Teejet 
 688 作物 事務室 A 

2003 2004.03 走行誘導装置 GPS Centerline 
Teejet 

 688 作物 事務室 A 

2003 2004.03 炭酸ガス式携帯型農薬

散布機 
Propeleufe CO2  182 作物 病害虫 A 

2003 2004.03 炭酸ガス式携帯型農薬

散布機 
Propeleufe CO2  182 作物 病害虫 A 

2003 2004.03 地勢測量用測定機 Sokkia C330  94 企画 事務室 A 
2003 2004.03 デジタルカメラ Sony DSC-P10 56 企画 事務室 A 
2003 2004.03 デジタルカメラ Sony DSC-F717 111 企画 事務室 A 
2003 2004.03 ブッシュカッター STIHL FS 450 79 畜産 農機具庫 A 
2003 2004.03 ブッシュカッター STIHL FS 450 79 畜産 農機具庫 A 
2003 2004.03 ブッシュカッター STIHL FS 450 79 畜産 農機具庫 A 
2003 2004.03 プラスチックサイロ詰

め込み機 
RICHIGER EGH98GA 1,365 畜産 農機具庫 A 

2003 2004.03 フレールハーベスタ MAINERO U-150B 1,258 畜産 農機具庫 A 
2003 2004.03 レーザー式水平機 EAGL 20 OMNY 7 543 作物 事務室 A 
2003 2004.03 ロータリーカッター 

（横型） 
TATU ROP2 1500 240 企画 農機具庫 A 

2003 2004.03 ロールべーラー MAINERO 5870 1,458 畜産 農機具庫 A 
2003 2004.03 ワゴン車 TOYOTA Landcruiser (Beige) 3,962 総務 車庫 A 
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７．カウンターパート研修受入実績 

 

研修員氏名 受入期間 協力分野名 研修内容／ 
受入機関 

当時の役職 現在の役職 

エルネスト・ミラン

ダ 
2001年 05月 28日～ 

2001年 09月 10日 

作物分野 植物保護のための

総合防除／神戸大

学 

作物班職員 作物班職員 

ツカヤマ・トモヒデ 2002年 08月 11日～ 

2002年 08月 28日 

 農協運営／宮崎県 オキナワ農牧

総合協同組合

理事（CAICO） 

オキナワ農牧

総合協同組合

理事（CAICO）

比嘉・シルビア 2002年 09月 29日～ 

2002年 11月 28日 

畜産分野 飼料分析／帯広畜

産大学 
畜産班職員

（分析担当） 
畜産班職員 

（分析担当） 

マルコ・バルガス 2003年 03月 29日～ 

2003年 08月 10日 

畜産分野 飼料作物生産・利

用技術／家畜改良

センター本所（福

島） 

畜産班職員 畜産班職員 

アブドン・シレス 2003年 05月 18日～ 

2003年 08月 20日 

作物分野 土壌診断環境保全

（集団コース）／

帯広畜産大学 

作物班職員

（分析担当） 
作物班職員 

（分析担当） 

宮里 幸広 2004年 06月 21日～ 

2004年 09月 21日 

作物分野 虫害管理／東京農

業大学、果樹研究

所、九州沖縄農業

研究センター 

作物班班長 作物班班長 

米倉 博文 2004年 06月 21日～ 

2004年 07月 17日 

 農協運営／三ヶ日

町農業協同組合 
ｻﾝﾌｧﾝ農牧総

合協同組合監

事（CAISY） 

ｻﾝﾌｧﾝ農牧総

合協同組合監

事（CAISY） 

具志堅 俊 2004年 06月 21日～ 

2004年 07月 17日 

 農協運営／三ヶ日

町農業協同組合 
オキナワ農牧

総合協同組合

理事（CAICO） 

オキナワ農牧

総合協同組合

理事（CAICO）
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別添資料Ⅳ－７　カウンターパート研修受入実績（和）

y.okada
長方形



８．プロジェクトスタッフ 

 

2004年 12月現在 

 氏  名 専門分野 備  考 

1 宮里 幸広 作物  

2 アブドン・シーレス 分析ラボ  

3 エディ・アファチョ 土壌肥料  

4 エドワルド・コンド 栽培  

5 エルネスト・ミランダ 病害虫  

6 ルシア・デ・アセーニャス 病害虫  

7 ダイニイ・センテーノ 植物病理  

8 大田  勉 畜産  

9 マルコ・バルガス 畜産  

10 友利  聡 畜産  

11 比嘉・シルヴィア 分析ラボ  

12 恩河 和美 総務  

13 真栄城 健 総務  

14 知花  優 総務  

15 リカルド・アセーニャス 企画  

16 諸見里 マキ 企画  

17 ブラボ・研治 企画  
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９．実施機関関係図および実施機関組織図 
 
① 実施機関関係図 
 
 

 
 
 
 
 

ボリビア農業総合

試験場

（CETABOL） 

ボリビア農牧省 
（MACA） 

国際協力機構 
（JICA） 
ボリビア事務所 

サンタクルス県 

オキナワ農牧総合協

同組合（CAICO） 

ｻﾝﾌｧﾝ農牧総合協同

組合（CAISY） 

小規模農家向け優良稲種

子普及計画（DISAPA） 

肉 用 牛 改 善 計 画

（CNMGB） 

連携機関 

技術指導
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別添資料Ⅳ－９　関係図・組織図（和）

y.okada
長方形



 

② 実施機関組織図 
 
 

 
 
 
 
 
 

ボリビア農業総合試験場 
（CETABOL） 

場長/チーフ
アドバイザ

次長/業務調整 

管理部門 

研究普及部門 

総務班 

企画・調整班

畜産班 

作物班 

技術協力専門家 
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１０．農業技術指導、講習会、出版物リスト 
 
① 農業技術指導 
年度 指導内容 対象地域 実施

回数

対象

人数

備考 

01 畜産班 飼養管理 ｵｷﾅﾜ、ｻﾝﾌｧﾝ移住地 6 7 飼養管理、季節繁殖 

  飼料・草地 ｵｷﾅﾜ移住地 1 1 牧草品種 

  衛生 ｵｷﾅﾜ、ｻﾝﾌｧﾝ移住地 9 22 ブルセラ予防ワクチン､採血法

  個体管理 ｵｷﾅﾜ、ｻﾝﾌｧﾝ移住地 5 33 子牛個体管理 

  その他 ｵｷﾅﾜ移住地 8 9 種雌牛選抜法、人工授精、 
牛貸付、改良、去勢 

 作物班栽培 作物栽培管理 ｵｷﾅﾜ移住地 1 6 野菜栽培 

 作物班病害 穀類病害 ｵｷﾅﾜ移住地 7 7 コムギ、ダイズ 

  蔬菜病害 ｵｷﾅﾜ移住地 1 1 カボチャ 

 作物班永年作 永年作の病害 ｻﾝﾌｧﾝ移住地 3 3 パパイヤ、マカダミア 

 作物班 その他 ｵｷﾅﾜ移住地 3 3 マンゴ接木、ニンの移植、 
土壌サンプリング法 

 分析 土壌診断 ｵｷﾅﾜ移住地 4 7 土壌養分、可給態窒素 

02 畜産班 飼養管理 ｵｷﾅﾜ、ｻﾝﾌｧﾝ移住地 12 12 牛集合場、保定枠、 
ブレッテ設置 

  飼料・草地 ｵｷﾅﾜ移住地 1 1 サイレージ生産 

  衛生 ｵｷﾅﾜ、ｻﾝﾌｧﾝ移住地 3 7 予防接種、ブルセラ症、 
牛狂犬病 

  その他 ｵｷﾅﾜ移住地 2 2 育種改良 

 作物班栽培 緑肥栽培 ｵｷﾅﾜ移住地 2 2  

 作物班病害 穀類病害虫 ｵｷﾅﾜ移住地 9 12 コムギ病虫害、ダイズ病害、 
牧草 

  イネ病虫害 ｻﾝﾌｧﾝ移住地 1 1  

  病害虫 ｻﾝﾌｧﾝ移住地 2 4 植物に対する病害虫について 

  その他 ｵｷﾅﾜ移住地 1 1  

 作物班永年作 永年作の病害 ｻﾝﾌｧﾝ移住地 1 2 マカダミア、柑橘 

 その他  タリハ 1 1  

 分析 土壌診断 ｻﾝﾌｧﾝ移住地 1 6  

03 畜産班 飼養管理 ｵｷﾅﾜ、ｻﾝﾌｧﾝ移住地 6 6 牛群管理、雑種、 
コラールの設置 

  衛生 ｵｷﾅﾜ、ｻﾝﾌｧﾝ移住地 5 5 イボの治療 

  繁殖 ｵｷﾅﾜ、ｻﾝﾌｧﾝ移住地 2 2 妊娠鑑定 

  その他 ｵｷﾅﾜ、ｻﾝﾌｧﾝ移住地 4 4 貸付、輪換体系展示圃 

 作物班栽培 緑肥栽培 ｵｷﾅﾜ移住地 1 1  
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年度 指導内容 対象地域 実施

回数

対象

人数

備考 

 作物班病害 病害虫 ｵｷﾅﾜ、ｻﾝﾌｧﾝ移住地 32 54 コムギ、ダイズ、ソルゴ、 
ヒマワリ  

  イネ病害虫 ｻﾝﾌｧﾝ移住地 4 4  

  その他 ｵｷﾅﾜ移住地 2 5 収穫前の調査、種子消毒 

 企画班 永年作 ｵｷﾅﾜ移住地 6 8 マンゴー、ニーム、オリーブ 

  育苗場 ｵｷﾅﾜ移住地 1 2 育苗場の設置 

 
② 講習会 
No. 実施期間 内容 講師名・所属 場所 人数

2001年度 

1.  01.04.16、
17 

農薬の適正使用による雑草防除の対策と

なる草の種類と防除の考え方 浅山専門家 CAICO1,2,3 24

2.  01.05.11 マンゴーの接木法 ｱｾﾆｬｽ CETABOL 2

3.  01.06.27 害虫による冬作・夏作大豆の減収量の推定 持田専門家 CETABOL 11

4.  01.07.20 コムギイモチ病に関して ｴｽﾋﾟﾉｻ CAICO 1 10

5.  01.07.25 子牛の育成期における補助飼料給与の経

済効果 田口専門家 CETABOL 14

6.  
01.08.03 
01.08.23 

肉用牛の飼養管理 
畜産班職員・専門家

第２青年会館 
CAISY 

26

7.  01.08.22 2000年度試験結果発表会 畜産・作物班職員 CETABOL 10

8.  
01.08.27 
01.08.28 

ボリビア国サンタクルス州の 2 つの日系
移住地における作物保護に関する 2 年間
の調査研究 

持田専門家 
CETABOL 
CAISY 

19

9.  01.09.12 緑肥について 田中専門家 CETABOL 9

10.  
01.10.01 
01.10.04 

ミネラル塩給与による栄養改善効果他 
田口専門家 

CETABOL 
CAISY 

26

11.  01.10.09 大豆の播種期に注意すること 田中専門家 CAICO 1 17

12.  01.10.23 土壌地力維持の有畜及び緑肥に関して 畜産・作物班職員 CETABOL 12

13.  
01.10.24 
01.11.06 

オキナワ移住地における作物生産と施肥 
小林専門家 CAICO1,2,3 23

14.  01.11.14 普及について 吉原専門家 CETABOL 4

15.  
02.01.30 
02.02.26 

農業簿記 
吉原専門家 CAICO 1 

14
5

2002年度 

16.  02.04.24、
25 小林専門家帰国報告会 小林専門家・畜産班

CAICO 
CAISY 

6
18

17.  
02.04.30、
02.05.01～
28 

貸付牛飼養管理実体調査・指導 畜産班 
サンファン 
オキナワ 

13
18
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18.  02.05.07、
24 マンゴー接木講習会 

八田勇作・CAISY 
R.ｱｾﾆｬｽ・企調班 

CETABOL 
CETABOL 

17
25

19.  02.05.10 腹足類の防除について 河村専門家・作物班 CETABOL 12

20.  02.05.25 稲もみ枯細菌病に関して 匠原専門家・作物班 CAISY 20

21.  
02.06.03、 
06 

ブラジル国飼養管理技術視察報告会、 
牛の狂犬病、畑地草地輪換体系の収益性 

畜産班 
CAISY 
CETABOL 

17
14

22.  02.06.19 ブラジル国重粘土壌改良技術視察報告 作物班 CETABOL 14

23.  
02.06.20、 
25 

西村専門家帰国報告会「交雑牛、マメ科

牧草の有効性、牛の栄養状況」 西村専門家・畜産班
CAISY 
CETABOL 

13
6

24.  02.06.20 小麦のイモチ病について I.ｴｽﾋﾟﾉｻ・作物班 CAICO 16

25.  02.07.11 畜産班試験場公開「乾季対策の飼養管理」 畜産班 CETABOL 28

26.  
02.07.16、 
18 

農薬の使用と安全性について 河村専門家・作物班
CAISY 
CAICO 

13
14

27.  
02.07.16、 
24 

小松専門家帰国報告会「除草剤の適正使

用について」 小松専門家・作物班
CAISY 
CETABOL 

10
12

28.  02.08.15 作物班試験圃場公開 作物班 CETABOL 13

29.  02.08.20 柑橘類の接木講習会 R. Azeñas・企調班 CETABOL 10

30.  
02.08.22、 
27 

田中専門家帰国報告会「水稲の施肥、土

壌の改善について」 田中専門家・作物班
CAISY 
CETABOL 

21
7

31.  02.08.30 試験結果概要発表会 作物・畜産班 CETABOL 6

32.  02.09.17 肉用牛飼養管理、アワフキ生態及び防除 畜産・作物班 CAISY 8

33.  02.09.26 柑橘、マカダミアの病害虫 匠原・河村専門家・

作物班 CAISY 19

34.  02.10.04 マンゴ苗木生産に関して 太田職員・企調班 CETABOL 17

35.  02.10.24 大豆の病害虫 匠原・河村専門家・

作物班 CAISY 24

36.  02.10.24 昆虫について L. Azeñas・作物班
オキナワ第一

移住地小中学

校 
80

37.  02.10.25 大豆うどん粉病について 
Miranda職員・ 
作物班 

CAICO 20

38.  
02.10.29、 
30、31 

防風林植樹技術に関して R. Azeñas・企調班
オキナワ第 1、 
2、3移住地 

46

39.  
02.11.05、 
6 

トマトの病害虫に関して 匠原・河村専門家・

作物班 
San Isidro 
Comarapa 

107

40.  02.11.22 第一回試験結果発表会 作物・畜産班 Hotel los 
Tajibos 43

41.  02.12.05 イネの病害虫について 匠原・河村専門家・

作物班 CAISY 13

42.  02.12.10 コムギとダイズの病害について 匠原専門家・作物班 CETABOL 7

43.  
03.01.17、 
20、23 

食品加工について 佐佐木次長・企調班
オキナワ第 1、 
2、3移住地 

62
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44.  03.01.28 乾季の補助飼料給与（糖蜜・尿素混合液

利用）・牧草のアワフキムシ防除 
大田・E.ﾐﾗﾝﾀﾞ職員
畜産・作物班 

CAISY 12

45.  03.01.28 山本専門家帰国報告会「畑地灌漑につい

て」 山本専門家 CETABOL 11

46.  
03.03.18、 
20 

人工授精講習会 畜産班 CAICO牧場 7

47.  
03.03.19、 
26 

マンゴーの接ぎ木実習 
太田、Azeñas・ 
企調班 

CETABOL 14

2003年度 

48.  
03.04.02
～ 
03.05.21 

第 4～9回マンゴの接ぎ木実習 R. Azeñas・企調班 CETABOL 32

49.  03.05.06 食品加工実習 佐佐木次長・企画班 オキナワ第 3 12

50.  03.05.15 塩類集積土壌改善技術、緑肥導入輪作技

術及び重粘土改良技術展示圃結果説明 

E. Ajhuacho, E. 
Mercado・ 
作物班 

オキナワ第 1、
3 9

51.  03.05.29 移住地肉用牛の将来展望 冨永専門家 CAICO－2 19

52.  
03.05.30 
03.06.04 
03.06.11 

育苗床の設備について R. Azeñas・企調班
CAICO－3 
CAICO－2 
CAICO－1 

31

53.  
03.06.25 
03.06.27 

肉用牛飼養管理講習会 畜産班 
サンファン公

民館 
CETABOL 

12
10

54.  03.07.04 サトウキビの品種及び栽培 
Ing. Carlos Costa・
CITTCA 
E. Condo・作物班 

オキナワ第 3 18

55.  03.08.16 Dia Nacional del trigoでの発表 
R.ｴｽｺﾊﾞﾙ 
E. ﾒﾙｶﾄﾞ 

オキナワ第 1 300

56.  03.08.26 
CAICO輪換体系実証展示穂の 
普及公開日 

畜産班・作物班・企

画班・CAICO普及員 オキナワ第 2 40

57.  03.08.27 2002年度試験結果概要発表会 畜産班・作物班・企

画班 CETABOL 7

58.  03.08.29 育苗管理について 企画班 CETABOL 10

59.  03.09.03 
帰国報告会“農薬の安全適正使用”につ

いて。“日本の水稲作における病害虫雑

草” 
井上専門家 

CETABOL 
San Juan 

15

60.  03.09.12 大豆生産性向上セミナ－ 
E. ｱﾌｧﾁｮ 
M. ﾊﾞﾙｶﾞｽ 

ANAPO 110

61.  03.09.17 土壌学会セミナ－ 
E. ｱﾌｧﾁｮ 
M. ﾊﾞﾙｶﾞｽ 

Los Tajibos 70

62.  03.10.28 緑肥の栽培と活用について E.ｱﾌｧﾁｮ・作物班 オキナワ第 3 6

63.  03.11.04 土壌診断結果の読み方と施肥設計につい

て 田村専門家・作物班 San Juan 13
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64.  03.11.13 帰国報告会“ネロ－レ牛の繁殖” 中川専門家 
CETABOL 
San Juan 

13
13

65.  03.11.27 CETABOL、普及の日 畜産班・作物班・企

画班 CETABOL 45

66.  
04.01.08 
04.01.09 

ワークショップ 吾郷専門家 ｻﾝﾌｧﾝ文化交流

会館 28

67.  
04.01.13 
14、15 

第 2回国内小規模農家農業視察研修  
CETABOL 
CAICO、ﾐﾈﾛ、
ﾓﾝﾃﾛ、ｻﾏｲﾊﾟﾀ 

25

68.  04.01.23 Gira técnica sobre la enfermedad de la 
roya en soya E.ﾐﾗﾝﾀﾞ Okinawa 12

69.  04.01.23 接ぎ木について R.ｱｾﾆｬｽ 
PRODISA 
BELGA 
（Portachuelo） 

35

70.  04.01.29 土壌分析の重要性について A.ｼﾚｽ 文化交流会館 

71.  

04.02.07 
04.02.08 
04.02.17 
04.02.25 
04.03.11 
04.03.24 

食品加工実習 
佐佐木次長 
加藤ｲﾝﾀｰﾝ 

ｵｷﾅﾜ第 3移住
地公民館 
ｵｷﾅﾜ第 1移住
地公民館 
ｵｷﾅﾜ第 1移住
地文化交流会

館 
ｵｷﾅﾜ第 1移住
地文化交流会

館 
ｵｷﾅﾜ第 1移住
地文化交流会

館 

26
27
9

33
6

12

72.  04.03.12、
17 田村専門家帰国報告会 田村専門家 

Okinawa 
サンファン 

23

73.  
04.03.24 
04.03.30 

大豆サビ病の防除 E.ﾐﾗﾝﾀﾞ 

CAICO Día 
de campo – 
Ok1 
ANAPO  
Día de campo 
– Ok1 

50

15

74.  04.03.31 CETABOL展示圃場説明会 E.ｱﾌｧﾁｮ・ｺﾝﾄﾞ  17

2004年度 

75.  04.04.08 食品加工実習 
佐佐木次長 ﾇｴﾊﾞ・ｴｽﾍﾟﾗﾝｻ

日語校 60

76.  04.06.02 
ﾏｶﾀﾞﾐｱ立ち枯れ症調査結果報告会 河村・河野 

久保田専門家 
ｻﾝﾌｧﾝ 

30

77.  04.06.09 普及の日 
畜産班 CAICO展示圃

場（Ok2） 53

78.  04.06.25 Dia de Campo L.ｱﾛﾖ・R.ｴｽｺﾊﾞﾙ CAICO試験圃
場（Ok1） 60

79.  04.07.08 大豆のｳﾄﾞﾝｺ病とｻﾋﾞ病の防除について 河野専門家・E.ﾐﾗﾝ
ﾀﾞ 

ｻﾝﾌｧﾝ 22
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80.  04.07.14 肉用牛管理技術 坂口専門家 ｻﾝﾌｧﾝ 17

81.  04.07.20 肉用牛管理技術 坂口専門家 CETABOL 14

82.  04.07.22 
防除指針・アンケート調査結果 河村専門家、 

E.ｱﾌｧﾁｮ 
L.ｱﾛﾖ・K.ﾌﾞﾗﾎﾞ 

ｵｷﾅﾜ第 1 
15

83.  04.07.27 大豆のｳﾄﾞﾝｺ病とｻﾋﾞ病の防除に関する現

状とその問題点 E.ﾐﾗﾝﾀﾞ ｵｷﾅﾜ第 1 12

84.  04.07.29 普及の日 作物班 CETABOL 54

85.  04.08.10 防除指針 河村専門家・L.ｱﾛﾖ ｻﾝﾌｧﾝ 10

86.  04.08.13 

コムギの日に参加 E.ﾐﾗﾝﾀﾞ・D.ｾﾝﾃﾉ・
L.ｱﾛﾖ 
E.ｱﾌｧﾁｮ・A.ｼｰﾚｽ・
E.ｺﾝﾄﾞ 

ｵｷﾅﾜ第 1 

500

87.  04.09.01 日系移住地での土壌問題及び塩類集積土

壌の改善 E.ｱﾌｧﾁｮ・A.ｼｰﾚｽ ｻﾝﾀｸﾙｽ 20

88.  04.09.03 
防除指針 河村・河野専門家 

L.ｱﾛﾖ・E.ﾐﾗﾝﾀﾞ 
APIA・ 
SENASAG 

25

89.  04.09.10 
ｼﾞｬｶﾞｲﾓ及びﾄｳﾓﾛｺｼの施肥試験結果発表 久保田専門家・ 

E.ｱﾌｧﾁｮ 
TARATA 

40

90.  04.09.20 堆肥について 河村専門家 ｻﾝﾌｧﾝ 24

91.  04.09.21
～23 

第 3回植物防疫国内ｾﾐﾅｰ  L.ｱﾛﾖ・E.ﾐﾗﾝﾀﾞ ｻﾝﾀｸﾙｽ 80

92.  04.09.29 稲の病害虫防除について D.ｾﾝﾃﾉ DISAPA 25
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③ 出版物 
 
No. 出版物名 出版日 部数 担当班

2001年度 

1 子牛の飼養管理ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ（Manejo de las crías - Ganadería bovino de 
Carne） 2001.04  

2 CETABOL通信 No.4 2001.04  

3 試験場概要書 2001.06  

4 CETABOL通信 No.5 2001.07  

5 2000年度年報 2001.07  

6 ボリビア日系移住地における不耕起栽培圃場の土壌診断と対策に関す

る調査報告書 2001.09  

7 試験場概要（改訂版） 2001.09  

8 CETABOL通信 No.6 2001.09  

9 集約的飼養管理技術の確立 2002.02  

10 ボリビア日系移住地耕地の可給態窒素の評価 2002.02  

11 CETABOL通信 No.7 2002.02  

12 Guía de Día de Campo 2002 2002.02  

13 Temas de presentación del Día de Campo 2002.02  

14 Manejo del Hato 2002.02  畜産班

15 Evaluación de la fertilidad del nitrógeno en suelos de las colonias 
Okinawa（ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ） 2002.02  作物班

2002年度 

16 2000年度試験結果概要書（西語版） 2002.04.10 40 企画班

17 CETABOL通信第 8号 2002.04.22 250 企画班

18 試験場概要書 2002.05.20 20 企画班

19 CETABOL通信第 9号 2002.07.08 260 企画班

20 外部用報告書 No 1 2002.08.  企画班

21 2001年度試験結果概要書（スペイン語版） 2002.08.27 100 企画班

22 ボリビア農業総合試験場 年報 2001年度版（スペイン語） 2002.08.30 20 企画班

23 試験場概要書 2002.09  企画班

24 ボリビア農業総合試験場 年報 2001年度版（日本語） 2002.09.17 100 企画班

25 CETABOL 案内パンフレット 2002.09.30 500 企画班

26 CETABOL通信第 10号 2002.10.10 350 企画班

27 第一回試験結果発表会 発表要旨 2002.11.23 110 企画班

28 2001年度試験結果概要書 2002.12.24 100 企画班

29 CETABOL通信 11号 2003.02.07 360 企画班

30 Compendio（試験場公開日） 2003.02 300 企画班

31 塩害土壌改善技術（パンフレット） 2003.02  作物班
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No. 出版物名 出版日 部数 担当班

32 サンファン移住地土壌の理化学特性と肥沃性 2003.03.05 30 企画班

33 平成 14年度移住地農家経済調査の概要 2003.03.07 13 企画班

2003年度 

34 CETABOL通信第 12号 2003.04.28 360 企画班

35 外部用報告書 No.2 2003.06.23 300 企画班

36 2002年度ボリビア農業総合試験場年報（スペイン語版） 2003.06.24 80 企画班

37 オキナワ移住地土壌の理化学性と肥沃性（日本語版） 2003.07.11 10 企画班

38 CETABOL通信第 13号 2003.07.21 340 企画班

39 CETABOLパンフレット 2003.09.19 2000 企画班

40 試験場概要書 2003.10.27 50 企画班

41 CETABOL通信第 14号 2003.10.31 340 企画班

42 2002年度年報（日本語版） 2003.11.20 50 企画班

43 CETABOL通信 No.15 2004.02.04 340 企画班

44 Resumen de Resultados de las investigaciones de la gestión 2002 2004.02.09 50 企画班

45 Folleto “Roya de la soya” 2004.02.26 500 作物班

46 Folleto“Manejo reproductivo” 2004.02.26 500 畜産班

47 Folleto“Bases ecológicas para el control de chinches” 2004.02.26 500 作物班

48 Guía del Día de CETABOL 2004.02.26 300 企画班

49 Resumen de Resultados de las investigaciones de la gestión 2002 jp 2004.03 70 企画班

2004年度 

50 CETABOL通信第 16号 2004.05.17 340 企画班

51 平成 16年度（2003）移住地農家経済調査の概要 2004.06.17 20 企画班

52 CETABOL通信第 17号 2004.07.13 340 企画班

53 ﾀﾞｲｽﾞ、ｲﾈ、ｺﾑｷﾞ、ﾏｶﾀﾞﾐｱ、ｶﾝｷﾂ類の雑草病害虫防除指針 2004.07.29 147 作物班

54 ﾀﾞｲｽﾞ、ｲﾈ、ｺﾑｷﾞ、ﾏｶﾀﾞﾐｱ、ｶﾝｷﾂ類の雑草病害虫防除指針（改訂版） 2004.08.28 150 作物班

55 平成 15年度（2003）年報 2004.09.30 50 企画班
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１１．研究生、実習生受入リスト 
 
① 資格取得論文研究生（テシスタ）受入リスト 
 
No テシスタ氏名 調査研究テーマ 分野 出身大学 研修期間

1. エリザベット・フ

ロレス 
輪換放牧システムに於ける牧草の採食量とその

栄養価から見た乳牛産乳量の変動 畜産班 U.C.B. 01.04.02～
01.10.01 

2. ホルヘ・テラッサ 土壌水分と養分三要素（N P K）が耕起及び不耕
起ﾄｳﾓﾛｺｼの生育と収量に及ぼす影響 

作物班 
（土壌） U.A.G.R.M. 01.10.16～

02.03.17 

3. マグダレナ・ラソ オキナワ第二移住地における大豆及び稲の主要
四害虫に対する温度の生育に及ぼす影響 

作物班 
（害虫） U.E.B. 01.11.12～

02.05.31 

4. ヘラルド・カジェ 慣行型と改良型サブソイラ-による土壌物理性改
善効果と大豆収量に及ぼす影響 

作物班 
（土壌） U.M.S.A. 02.09.01～

03.05.31 

5. アレックス・クエ

ジャル 大豆への施肥による生育と収量の影響 作物班 
（土壌） U.A.G.R.M. 02.09.10～

02.11.08 

6. ジョニ・クルス 
異 な る大 豆播 種 期に よる 大 豆カ メムシ

（Piezosorus gildinii）の生態と発生量の変化の
検討 

作物班 
（病害虫）

U.E.B. 02.10.01～
03.08.15 

7. ホセ・ヌニェス 
｢ 不 耕 起 大 豆 栽 培 に お け る 根 粒 菌

（Bradyrhizobium japonicum）モリブデン、コ
バルト、添加による施肥効果｣ 

作物班 
（土壌） U.E.B. 02.11.01～

03.06.30 

8. アレクサンダー・

フェルナンデス 大豆サビ病の殺菌剤による防除試験 作物班 
（害虫） T.A.P. 03.11.10～

04.05.31 

9. ダビッド・ベラ 
オキナワ移住地を代表する3種類の土壌における
2種類のサブソイラーを用いた経済性に関する研
究 

作物班 
（土壌） U.A.G.R.M. 03.09.24～

04.06.24 

10. ホセ・アントニ
オ・ローハス サイレージ生産 畜産班 U.T.B. 04.09.01～

05.03.31 

11. トシミ・ヨザ 稲における施肥が土壌に及ぼす影響と経済性の

分析 
作物班 
（土壌） U.T.B. 04.09.01～

05.03.31 

12. メリッサ・ボルト
リーニ 

ダイズにおける施肥が土壌に及ぼす影響と経済

性の分析 
作物班 
（土壌） U.T.B. 04.09.01～

05.03.31 

13. ミゲール・エイナ
ル・レア 

ダイズカメムシ Piezodorus guildinii  
(Westwood) 及び他のカメムシ科の殺虫剤での防
除効果 

作物班 
（昆虫学）

U.T.B. 04.09.01～
05.03.31 

14. アレハンドロ・ム
ラカミ 

ダイズサビ病 (Phakopsora pachyrhizi Sydow) 
の殺菌剤での防除効果 

作物班 
（植物病理） U.T.B. 04.09.01～

05.03.31 

 
 
U.C.B.=ｶﾄﾘｶ・ﾎﾞﾘﾋﾞｱﾅ大学 U.A.G.R.M.＝ｶﾞﾌﾞﾘｴﾙ・ﾚﾈ・ﾓﾚﾉ大学 U.E.B.＝ｴﾊﾞﾝﾍﾘｶ・ﾎﾞﾘﾋﾞｱﾅ大学

U.M.S.A.＝ﾏｼﾞｮｰﾙ･ﾃﾞ・ｻﾝ・ｱﾝﾄﾞﾚｽ大学 T.A.P.＝ﾎﾟﾙﾀﾁｭｴｰﾛ農業短期大学 U.T.B.＝ﾍﾞﾆ技術大学 
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② 実習生（Practicante）受入リスト 
 

No 実習生氏名 実習テーマ 分野 出身大学 研修期間 

1. セルバ・ピザロ 作物班・害虫 病害虫 U.E.B. 01.06.06～01.09.05 

2. ホルヘ・テラッサ 作物班・土壌 土壌 U.E.B. 01.06.06～01.09.05 

3. マグダレナ・ラッソ 作物班・害虫 病害虫 U.A.G.R.M. 01.07.01～01.09.30 

4. アマード・バルハ 畜産班・肉用牛管理全般 畜産 U.A.G.R.M. 01.07.30～01.08.29 

5. フェルナンド・ルエダ 畜産班・肉用牛管理全般 畜産 U.A.G.R.M. 01.10.15～01.11.15 

6. カルラ・キンテラ 作物班・病害 病害虫 U.E.B. 01.12.17～02.03.17 

7. ルイス・リベラ 作物班・土壌 土壌 U.E.B. 01.12.17～02.03.17 

8. ホグレル・サルセ 作物班・植物病理 病害虫 T.A.P. 02.05.01～02.07.31 

9. ジェリィ・ハルディン 作物班・土壌学 土壌 T.A.P. 02.05.01～02.07.31 

10. ミゲル・シュミット 作物班・害虫 病害虫 T.A.P. 02.05.01～0207.31 

11. ヘラルド・カジェ 作物班・土壌学 土壌 U.M.S.A. 02.05.01～02.07.31 

12. アレックス・クエジャル 作物班・土壌学 土壌 U.A.G.R.M. 02.08.05～02.09.04 

13. ジョニ・クルス 作物班・害虫 病害虫 U.E.B. 02.08.05～02.09.04 

14. ラウル・ペドリエル 作物班・植物病理 病害虫 U.A.G.R.M. 02.08.07～02.09.06 

15. ホセ・ヌニェス 作物班・土壌学 土壌 U.E.B. 02.12.04～03.01.03 

16. ネリ・ノバ・センザノ 飼養管理技術 畜産 I.F.A.M.CH. 04.05.10～04.10..10

17. アルベルト・ガルシア・クルス 育苗場管理と果樹園設置 果樹 T.A.P. 04.09.13～04.12.13 

18. ウイルフレド・ベラ・バラス 一般肉牛生産 畜産 T.A.P. 04.10.01～04.12.31 

 

 
U.E.B.＝ｴﾊﾞﾝﾍﾘｶ・ﾎﾞﾘﾋﾞｱﾅ U.A.G.R.M.＝ｶﾞﾌﾞﾘｴﾙ・ﾚﾈ・ﾓﾚﾉ大学 

T.A.P.=ﾎﾟﾙﾀﾁｭｴｰﾛ農業短期大学 U.M.S.A.＝ﾏｼﾞｮｰﾙ･ﾃﾞ・ｻﾝ・ｱﾝﾄﾞﾚｽ大学 

I.F.A.M.CH.= ﾌｪ・ｲ・ｱﾚｸﾞﾘｱ・ﾏﾙｾﾘｰﾉ・ﾁｬﾝﾊﾟｸﾞﾅｯﾄ短期大学  
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第１章 調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

（パラグアイ農業総合試験場第 1 フェーズ運営指導調査（終了時評価）報告書「1-1」

を参照のこと） 

 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

（パラグアイ農業総合試験場第 1 フェーズ運営指導調査（終了時評価）報告書「1-2」

を参照のこと） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

Ⅴ－6 

第２章 要約 

 

本調査団は、2004 年 11 月 4 日から同年 11 月 16 日まで、及び 2004 年 12 月 4 日か

ら同年 12 月 10 日までの日程で、ボリビア国を訪問し、ボリビア農牧技術センター（ボ

リビア農業総合試験場第 2 フェーズ）協力に係る運営指導（計画策定）調査にあたっ

た。調査団は、ボリビア農民問題農牧省、オキナワ農協及びサンファン農協等関係者

とプロジェクトの内容に関して協議の上、プロジェクト名称を確定するとともに、プ

ロジェクトの骨子（案）及び活動計画（案）等を策定し、関係機関に説明を行った。

その合意結果は、討議議事録（M/M）としてまとめられ、2004 年 12 月 9 日に、ボリ

ビア側と署名を取り交わした。  

 本運営指導（計画策定）調査で決定されたプロジェクトの概要は以下のとおりであ

る。  

(1) プロジェクト名 

   ボリビア農牧技術センタープロジェクト 

   ＊本案件は、ボリビア農業総合試験場プロジェクト第 2 フェーズとしての位置付

けとなる 

(2) ボリビア関係機関 

農民問題農牧省、サンタクルス県、オキナワ農協、サンファン農協 

(3) 対象地域 

サンタクルス県 

(4) 協力期間 

   2005 年 4 月 1 日から 5 年間  

(5) 基本計画 

1）上位目標 

サンタクルス県の多湿な熱帯地域において持続的な農業技術が普及される。 

2）プロジェクト目標 

ボリビア農牧技術センターにボリビア国サンタクルス県の多湿な熱帯地域にお

ける営農技術改善と普及の拠点の基盤が整備される。 

 3）プロジェクトの成果 

1. 農業技術･情報を収集及び検証する体制が整備される。 

2. 検証された農業技術を普及実践する体制が整備される。 

3. 公的認証機関として検査・分析等を行える体制が整備される。 

4. 安定的な農業生産のための技術支援サービスの実施体制が整備される。 

 4）プロジェクト活動 

1-1 農業技術・情報を収集するための組織を構築する。 

1-2 病虫害・雑草防除技術情報の収集及び検証を行う。 
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1-3 土壌肥料に関する技術情報の収集及び検証を行う。 

1-4 肉用牛に関する技術情報の収集及び検証を行う。 

2-1 各種情報を普及するための手段･組織を構築する。 

2-2 病虫害・雑草防除指針を改訂する。 

2-3 土壌診断に基づいた施肥指導・農地の適正利用に関する情報を提供する。 

2-4 肉用牛に関する技術マニュアルを作成する。 

3-1 標準規格にあった分析が実施できるラボを整備する。 

3-2 分析方法及び安全対策のマニュアルを作成する。 

3-3 ラボ及び試験圃場を運営する人材を育成する。 

3-4 受け皿機関の認証取得の手続きを支援する。 

3-5 土壌・飼料・水質分析及び農薬効果試験等を行う。 

4-1 貸し牛制度の拡充と牛せり場の運営を行う。 

4-2 乳･肉牛の生産に関する受託サービスを実施する。 

4-3 農作業の受託サービスを実施する。 

(6) 長期専門家の分野 

①場長／チーフアドバイザー ②次長／業務調整 

(7) プロジェクトの実施体制 

試験場の運営については、 JICA 本部および JICA ボリビア事務所の管轄の下、ボ

リビア農民問題農牧省の各機関とサンタクルス県の連携・協力を得て実施する。試

験場は、オキナワ農牧総合協同組合とサンファン農牧総合協同組合に 2010 年 3 月

に移管される計画であり、第 2 フェーズ中は、日系農業協同組合はプロジェクトの

カウンターパートとして、試験場の運営・管理、各種課題の試験研究に関係する。

また、JICA の実施している関連プロジェクトとして、小規模農家向け優良稲種子普

及計画（2000年 8月～2005年 7月）、小規模畜産農家のための技術普及改善計画（2004

年 12 月～2008 年 12 月）との連携事業も実施する。  

(8) その他 

第 2 フェーズ実施中の試験場運営に日系農協の参画を求めることとし、技術部門

に加え運営管理に関わる人材の育成などを実施し、試験場の体制と機能強化を行な

い、2010 年のスムーズな移管を目指す。  
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第３章 案件の背景 

 

３－１ 経緯 

 ボリビア農業総合試験場（ 2005 年度から「ボリビア農牧研究センター」に改称、

CETABOL）の前身試験場の当初の目的は、「ボリビア国のオキナワとサンファン両移

住地における日本人移住者の営農の安定とその振興を図る」ことにあった。しかし時

代の変遷に伴い、両移住地がボリビア国有数の農業生産地へと発展し、サンタクルス

県を代表する農業先進地となるに従い、試験場の活動も徐々に変化してきた。1980 年

代後半からは、直接あるいは間接的に周辺のボリビア社会をも対象に含めた事業を行

ってきている。  

 国際協力事業団（ JICA）は、オキナワ､サンファン両移住地の発展の状況から判断

して CETABOL が JICA 直轄の試験場としての役割は終了したと判断した。一方、

CETABOL がこれまで両移住地のみならず周辺地域に対する技術指導を行ってきたこ

ともあり、CETABOL をサンタクルス県における営農技術改善と普及の拠点として確

立させ、サンタクルス県の農業生産を安定維持させるためのプロジェクト方式技術協

力として案件を実施することが望ましいと判断した。  

 2000 年度から 2004 年度にかけて、研究課題の絞込みを内容とする第 1 フェーズ協

力が実施され、その運営指導調査（終了時評価）において所定の協力の成果が認めら

れ、2005 年 3 月 31 日に予定通り終了することが両国間で合意された。さらに、2010

年 3 月に CETABOL を日系農協に移管するまでの 5 年間、これまでの研究成果のまと

めと普及、および移管後の自立発展性の確保を内容とする協力の実施が必要と認めら

れた。  

 

３－２ 相手国の国家計画等 

 ボリビア国の開発計画である「国家農牧農村開発計画」（2000 年 1 月発表）や「EBRP

（貧困削減戦略ペーパーボリビア版）」（2001 年 7 月制定）にある「競争力強化を通じ

た農村開発の振興」に寄与するものと考えられる。プロジェクトの上位目標として挙

げた「サンタクルス県における営農技術改善と普及」は、そうした計画を受けた現行

の短中期政策である「Plan Bolivia Agropecuaria」（2002 年 8 月）に掲げられた「生産

性の向上と競争力の強化」にも整合したものと考えられる。  

 

３－３ 日本の援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ 

 JICA 国別援助研究会報告書（2004 年 2 月）において、対ボリビア国農業セクター

への援助は、「貧困農村部の社会開発（生計維持・生活安全保障）」と「多湿な熱帯地

域における農産物の生産性向上・競争力強化」を基本のアプローチとすべきと指摘さ

れている。本案件は、両課題に関わる形で実施される予定である。  

 また、ボリビア国に対する援助実施計画を定めた JICA国別事業実施計画において、

同国の地域社会レベルでの農牧業の発展や生産・所得の拡大を通じた貧困削減（プロ

グラム名：農業を中心とした地域経済開発）が援助の重要課題とされており、本案件
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は、この実施計画に沿い実施することとする。  
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第４章 当該国関係機関の組織及び事業概要 

 

(1) 農民問題農牧省 

   大臣の下に 3 名の副大臣（農牧・灌漑担当、農民問題・農村開発担当及び代替開

発担当）が任命されている。農民問題農牧省は 8 局 2 室（ユニット）から構成され

ている。CETABOL が関係するのは農牧・灌漑担当副大臣の下にある農牧・灌漑サ

ービス総局の技術・衛生部及び水・土壌部である。また、CETABOL は、農民問題・

農村開発担当副大臣の下にある農村開発総局の地域生産開発部と連絡調整して（農

民問題農牧省の要請に基づいて開始した）国内小規模農家視察研修を実施している。 

(2) サンタクルス県 

サンタクルス県の農業部門は生産開発局 (Dirección Departamental de Desarrollo 

Productivo)の県農牧部（SEDAG：Servicio departamental de Agricultura y Ganadería）

が担当しており、職員は 41 名である。  

(3) コロニア沖縄農牧総合協同組合  

   コロニア沖縄農牧総合協同組合（CAICO、オキナワ農協）は、オキナワ移住地の

日系人農協で、1971 年に法定認可を受けた。2004 年 12 月現在、組合員はオキナワ

第 1、第 2、第 3 移住地の日系農家 131 名であり、農協職員は 133 名である。本部は

サンタクルス市のスーパーオキナワ内におかれ、ほかに第 1、第 2、第 3 の各移住地

及びコチャバンバに支所を有する。  

   事業内容は、信用事業、購買・販売事業、サイロ・大豆加工事業、スーパーオキ

ナワや直営牧場・試験場の運営、営農指導、さらに共済・奨学金事業などからなる。

試験場では大豆と小麦の品種選抜試験を実施している。営農指導にかかわる専任の

営農指導員は 1 名であるが、他の職員もこれを支援している。  

(4) サンファン農牧総合協同組合 

   サンファン農牧総合協同組合（CAISY、サンファン農協）は、1957 年に日系移住

者により任意組合として設立され、1971 年に法人格を取得した。本部はサンファン

日系移住地におかれ、ほかにサンタクルス支所とラパス支所をもつ。2004 年 12 月

現在、組合員は 106 名であり、農協職員は 84 名である。  

   主な業務として、1) 養鶏部では優良初生雛の供給と飼育指導など、2) 加工部で

は採卵鶏用の飼料の加工・供給と大豆の搾油など、3) 第一サービス部では籾の受

入・精米加工・販売など、4) 第二サービス部では営農資材などの販売や集卵と輸送・

販売、5) 開発研究部では稲・大豆・マカダミアナッツの試験栽培、種子･苗木の生

産と営農指導など、6) 販売部では日用品、営農資材（農薬、肥料など）の供給など、

7) 管理部では信用（貸付と預金）などを行っている。1985 年に JICA から運営を移

管された試験場は、現在開発研究部の 6 名の専属職員により運営されている。ブラ

ジルからの技師招聘、JICA シニアボランティアの果樹部門への受け入れ、草の根無

償による田植え機の導入など、工夫をこらした運営がなされている。  



 

Ⅴ－11 

第５章 当該国における他プロジェクト、他機関の状況 

 

５－１ 日本の他プロジェクトとの連携 

①小規模農家向け優良稲種子普及計画プロジェクト（2000 年 8 月～2005 年 7 月）  

  ボリビア国において、稲の作付面積および生産量は年々増加しているが、サンタ

クルス県の稲作農家戸数の 90％、生産量の 30％を占める小規模農家は、大規模農

家の平均収量（3.0t）と比して、低収量（1.5t）しか得られていない。このような背

景から、東部平原地域の小規模農家の所得向上と経営の安定および食糧の安定確保

に資すべく、稲の適応品種の更新、優良種子の増産・普及を図り、適応生産体系に

向けた研究協力体制を強化することを目的とした、稲の品種改良技術、種子栽培技

術、普及の各分野からなるプロジェクトを実施している。対象地域、およびプロジ

ェクト目標は以下のとおりである。  

 対象地域    ：ボリビア東部平原地域 

 プロジェクト目標：パイロット地域において小規模稲作農家向け優良種子普及シス

テムが確立する。 

②小規模畜産農家のための技術普及改善計画プロジェクト（2004 年 12 月～2008 年

12 月）  

  これまでわが国の協力によりボリビア国立家畜改良センターへ移転・蓄積された

技術を小規模畜産農家へも普及するために、対象地域で選定したモデルグループを

核に小規模経営向けの技術改良を行うとともに、普及員の能力向上と普及体制の強

化を行う。対象地域及びプロジェクト目標は以下のとおりである。 

 対象地域    ：内国移住政策実施地域で小規模畜産農家が多いイチロ郡ヤパカ

ニ地域南部 

 プロジェクト目標：イチロ郡ヤパカニ地域において小規模畜産農家に対する技術普

及モデルが構築される。 

 

５－２ 第三国機関（国際機関含む）との連携 

 現時点で、第三国機関との具体的な連携案は策定されていないものの、試験場には、

例えば、家畜育種改良、植物病理、病害虫管理などの分野で第三国機関と連携して試

験研究を行うだけの人材、機材を有している。 
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第６章 プロジェクトの枠組み 

 

６－１ プロジェクト目標 

 [プロジェクト目標] 

ボリビア農牧技術センターにボリビア国サンタクルス県の多湿な熱帯地域にお

ける営農技術改善と普及の拠点の基盤が整備される。 

 [指標] 

1. ボリビア農牧技術センターの業務実施規定及び管理運営計画（組織図、人員

の配置計画、予算書、収支計算書等）が策定される。 

2. 上記規定及び計画書が移管先機関に承認される。 

 [対象者] 

日系農協役職員、ボリビア農民問題農牧省職員、サンタクルス県職員、対象地域

主要農民 

 [対象地域] 

サンタクルス県 

 

６－２ 上位目標 

 [上位目標] 

サンタクルス県の多湿な熱帯地域において持続的な農業技術が普及される。 

 [指標] 

1. 2010 年以降、サンタクルス県の多湿な熱帯地域の農業生産が 2005 年（基準

年）より上位安定する。  

 

６－３ アウトプット、そのための活動、指標 

 [成果 1] 

1. 農業技術･情報を収集及び検証する体制が整備される。 

 [活動] 

1-1  農業技術・情報を収集するための組織を構築する。 

1-2  病虫害・雑草防除技術情報の収集及び検証を行う。 

1-3  土壌肥料に関する技術情報の収集及び検証を行う。 

1-4  肉用牛に関する技術情報の収集及び検証を行う。 

 [指標] 

1-1 収集情報データベースが毎月更新される。 

1-2 収集された技術情報の検討会が毎月開催される。 

  

[成果 2] 

2. 検証された農業技術を普及実践する体制が整備される。 

 [活動] 

2-1 各種情報を普及するための手段･組織を構築する。 
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2-2 病虫害・雑草防除指針を改訂する。 

2-3 土壌診断に基づいた施肥指導・農地の適正利用に関する情報を提供する。 

2-4 肉用牛に関する技術マニュアルを作成する。 

 [指標] 

2-1 情報収集リストが毎月配布される。 

2-2 農協の新聞に各種情報が掲載される。 

2-3 病虫害・雑草防除指針の改訂版が毎年作成される。 

2-4 土壌肥料に関する技術マニュアルが 2 種類以上作成される。 

2-5 肉用牛に関する技術マニュアルが 2 種類以上作成される。 

2-6 試験結果が毎年 CETABOL 公開日に発表される。 

2-7 毎年 30 回以上各種講習会等が開催される。  

 

 [成果 3] 

3. 公的認証機関として検査・分析等を行える体制が整備される。 

 [活動] 

3-1 標準規格にあった分析が実施できるラボを整備する。 

3-2 分析方法及び安全対策のマニュアルを作成する。 

3-3 ラボ及び試験圃場を運営する人材を育成する。 

3-4 受け皿機関の認証取得の手続きを支援する。 

3-5 土壌・飼料・水質分析及び農薬効果試験等を行う。 

 [指標] 

3-1 分析ラボの機材、設備、マニュアル、運営組織が公的認証機関としての要

求を満たす。 

3-2 ラボ及び試験圃場を運営する人材が技術講習会・研修に参加する。 

3-3 毎年 30 件以上の分析及び試験結果報告書が作成される。 

 

 [成果 4] 

4. 安定的な農業生産のための技術支援サービスの実施体制が整備される。 

 [活動] 

4-1 貸し牛制度の拡充と牛せり場の運営を行う。 

4-2 乳･肉牛の生産に関する受託サービスを実施する。 

4-3 農作業の受託サービスを実施する。 

 [指標] 

4‒1 毎年 50 頭以上の育成種雄牛の貸付けが行われる。 

4‒2 最終年において毎年 5 回以上の牛のせりが行われる。 

4-3 毎年 30 件以上の乳･肉牛に関する受託業務が実施される。 

4-4 毎年 200ha 以上の農作業の受託業務が実施される。 
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６－４ 投入 

① 日本側 

1. 専門家派遣 

長期専門家 

  場長／チーフアドバイザー、次長／業務調整 

短期専門家 

  必要に応じ 

2. 研修員受入本邦および第三国 

3. 機材供与携行機材として整備 

4. 施設 

本館、研修棟、網室、分析室、種子選別所、肉用牛検定施設、せり場、宿舎、

農機具舎、車庫、他 

5. プロジェクト要員の配置 

6. プロジェクト運営の経費 

② ボリビア国側 

1. カウンターパートの配置 

日系農協 

2. 専門家に対する特権免除の付与、機材の通関 

3. オキナワ第 2 移住地内の日ボ協会所有地の無償貸与 

 

６－５ プロジェクトの実施体制 

 ボリビア農牧技術センターは、下記に示す体制で実施する。  

 試験場の運営については、 JICA 本部および JICA ボリビア事務所の管轄の下、ボリ

ビア農民問題農牧省の各機関とサンタクルス県の連携・協力を得て実施する。試験場

は、オキナワ農牧総合協同組合とサンファン農牧総合協同組合に 2010 年 3 月に移管さ

れる計画であり、第 2 フェーズ中は、日系農業協同組合はプロジェクトのカウンター

パートとして、試験場の運営・管理、各種課題の試験研究に関係する。また、JICA の

実施している関連プロジェクトとして、小規模農家向け優良稲種子普及計画（2000 年

8 月～2005 年 7 月）、小規模畜産農家のための技術普及改善計画（2004 年 12 月～2008

年 12 月）との連携事業も実施する。  

 プロジェクトの運営に関して、合同調整委員会（ Joint Coordinating Committee、JCC）

を組織して調整を行う。委員会は原則として年 1 回の会合をもつこととし、ほかに必

要になれば臨時会合を開く。委員会の機能は、1)プロジェクトのフレームワークに基

づき年間活動計画を承認すること、2)年間活動計画の達成度とプロジェクト全体の進

捗を確認することである。委員長は農民問題農牧省副大臣、副委員長は CETABOL 場

長、ボリビア側メンバーは農民問題農牧省代表者、サンタクルス県代表者、オキナワ

農協とサンファン農協からなる CETABOL 移管準備委員会の代表者、日本側メンバー

は、プロジェクト派遣専門家、 JICA の指名者、 JICA ボリビア事務所所長とする。  
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表 プロジェクトの実施体制  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボリビア  
農業総合試験場  
（CETABOL）

ボリビア  
農民問題農牧省  
（MACA）  

国際協力機構  
（ JICA）  
本部  サンタクルス県 

県庁 

 ｵｷﾅﾜ農牧総合協同組合

（CAICO）  

ｻﾝﾌｧﾝ農牧総合協同

組合（CAISY）  

小規模農家向け  
優良稲種子普及計画  

（DISAPA）  

小規模畜産農家のため

の技術普及改善計画  
（CNMGB）  

連携機関・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

技術指導

国際協力機構  
（ JICA）  

ボリビア事務所  
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第７章 プロジェクト実施上の留意点 

 

(1) 第 1 フェーズとの継続性  

  2005 年 3 月に終了する「ボリビア農業総合試験場プロジェクト」第 1 フェーズの

成果と運営結果を考慮して、案件を実施することが重要である。なお、第 2 フェー

ズ協力期間においては、試験・研究活動を必要最小限に絞り、これまでの試験・研

究結果を農家への普及において実用的なものにとりまとめ、情報を発信する活動に

重点を置くこととする。 

(2) ボリビア側関係機関との協調 

   試験場で開発された技術をより多くの農家に普及し、広くサンタクルス県の農業

開発を促進するためには、試験場と農民問題農牧省関係機関との協調をより強化す

ることが重要である。加えて、試験場の活動を面的に拡大するには、ボリビア国あ

るいはサンタクルス県の関係機関と直接・間接的に連携することが有効である。 

(3) 日系農協との連携 

   試験場は 2010 年 3 月末に、オキナワ農牧総合協同組合とサンファン農牧総合協同

組合に移管される予定であることから、本プロジェクトでは両農協との連携を一層

深めていく必要がある。  

   両農協は、プロジェクトのカウンターパートとして位置づけられており、人員配

置などにおいて相応の負担をすることとなる。プロジェクトの中では、移管後の運

営にかかる人材を育成することも課題となっている。  

   なお、すでに両農協幹部をメンバーとする移管準備委員会が組織され、定期的な

会合が開かれている。ここで、移管後の運営方針などに加えて本プロジェクトの内

容についても議論されている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

Ⅴ－17 

第８章 評価 5 項目による評価 

 

８－１ 妥当性 

 本プロジェクトは以下の点から妥当性が高いと判断される。 

• ボリビア国は農業セクターの生産性向上を貧困削減の一戦略としており、農牧技

術センターが関わる農業生産に関する技術の普及は貧困削減の具体的な手段と

して位置づけられている。  

• JICA 国別援助研究会報告書（2004 年 2 月）では、わが国の農業セクターにおけ

る援助重点課題に湿潤熱帯地域における農産物の生産性向上・競争力強化を挙げ

ており、本件はこの課題に貢献する。  

• 本案件の活動の一部は、2010 年に CETABOL の移管先として計画されている日

系農協関係者のニーズを反映して設定されている。  

 

８－２ 有効性 

 本プロジェクトは以下の点から有効性が認められる。 

• CETABOL が日系農協に移管されることを前提条件に、かつ移管後の管理運営計

画の策定と承認をプロジェクト目標の達成度を測定する指標とすることで、

CETABOL に営農技術改善と普及の拠点基盤を整備するというプロジェクト目標

の到達点が明確に設定されている。  

• プロジェクトのアウトプット（成果）として、1)農業技術情報の収集・検証、2)

農業技術の普及、3)公的認証機関としての検査・分析、4)農業技術支援サービス

を実施できる体制を整備すること、を設定している。技術力の強化と、試験場の

運営能力強化という双方の強化が求められており、これらはプロジェクト目標を

達成するために必要な内容であると考えられる。  

• プロジェクトの外部条件である、「日系農協の協力が得られること」や「日系農

協の基本方針が変更されないこと」などについては、プロジェクト側と日系農協

とが密接な関係を維持していくことにより、満たされる可能性が高い。  

 

８－３ 効率性 

 本プロジェクトは以下の点から効率的な実施が見込める。 

• 本案件は、1961 年に開設された試験場を前身とする CETABOL におけるプロジ

ェクトである。既存の施設や資機材を有効に活用することができ、新規の設備投

資や大型機材供与を最小限にし、プロジェクト実施にかかる費用は低く抑えるこ

とができる。  

• CETABOL に蓄積されてきた試験・研究成果を、本プロジェクトでさらに普及員

や農家へ伝達・普及することを念頭におき、活動を整理していくことにより、技

術や知識が多くの普及関係者や農民に共有されることが期待される。  

• CETABOL はこれまでも国立牛改良センター（CNMGB）や熱帯農業研究センタ

ー（CIAT）などの国内関連機関との連携事業を実施してきており、このような
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活動を継続することは、関係者の人材育成の面で効率的であると考えられる。 

 

８－４ インパクト 

 本プロジェクトのインパクトは以下のように予測できる。 

• 協力終了後は、CETABOL を日系農協に移管し、日系農協関係者のニーズに従っ

た活動を実施できるよう、第 2 フェーズ協力期間内に人材育成や組織の整備など

の面において支援活動を行うこととしている。そのため、日系農家の生産活動に

対しても、直接的な効果を発揮するものと考えられる。  

• 日系農協に移管後、日系農家のみならず非日系農家に対しても技術支援サービス

を提供できるような体制を作るよう計画しており、地域経済への貢献を通じて、

日系・非日系社会間のつながりを強化する効果が期待できる。  

• 対象地域であるサンタクルス県は、ボリビア国内の農牧業セクターの中心地であ

り、本案件のサンタクスル県の農牧業開発に貢献するという上位目標は、ボリビ

アの農牧業に対して大きなインパクトがあると考えられる。  

• CETABOL が従来からの対象としている日系移住地の農牧業が大きな発展をみせ

ていることから、日系移住地はボリビアの農牧業開発のモデルとしてとらえられ

るようになってきている。CETABOL の日系移住地に対する活動を維持していく

ことは、サンタクルス県の、さらにはボリビア国の農牧業開発に貢献するものと

考えられる。 

 

８－５ 自立発展性 

 本プロジェクトの自立発展性の見込みは以下のように予測できる。 

• 制度的側面に関し、CETABOL は、本プロジェクト終了後の 2010 年 3 月に日系

農協に移管・引継がれる方針のもと、組織の自立発展性を高めるために一層の努

力をする必要が認められる。現在、CETABOL の日系農協への移管に関して移管

準備委員会が設立され、センター（試験場）の活動内容の検討が開始され始める

など、段階的な準備が進められている。自立発展のための組織能力や運営管理能

力については、今後移管後の CETABOL の活動業務内容を確定しつつ、オキナ

ワ・サンファン農協との関係を整理しながら、醸成していくことが課題となって

いる。  

• 財政的側面に関し、日系農協中央会に移管後、財政的にひとり立ちできる体制を
確立することが、最も重要であり、また困難を伴う点である。幅広い収入源を確

保しながらも、体制をスリム化することによって、支出を抑えた事業計画を作成

することが課題である。協力終了後の CETABOL の財務状況を可能な限り良好に

できるよう、自己収入の拡大を目指す活動を取り込んでいる。日系農協が試験場

の機能を可能な範囲で維持していけるよう、第 2 フェーズ協力期間内にセンター

の財務シュミュレーションを行う計画である。  

• 技術的側面に関し、プロジェクト要員は、各種試験研究技術とセンターの管理能

力について、そのほとんどを習得していると考える。また、施設や資機材の保守

管理状況も良好であり、今後の活用に支障はない。ただし、現地の営農上の課題
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や技術的ニーズは常に変化しており、これに応えるためには、先進的な技術を有

する試験研究機関との連携や支援を得られる仕組みを維持することが不可欠と

考えられる。  
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第９章 団長所感 

 

９－１ 第 2 フェーズ実施に向けて 

(1) ボリビアの日系移住地には、オキナワ移住地のオキナワ農協と、サンファン移

住地のサンファン農協の 2 つの日系農協しかなく、パラグアイ日系農協中央会の

様に日系農協の連合会組織は形成されていない。それぞれのボリビアの日系移住

地における、営農に対する考え方、経営作目が異なることもあり、センター（試

験場）活動として何に絞り込むべきか、決定に至っていない。この点は、パラグ

アイ農業総合試験場の状況と同様である。 

(2) サンファン農協は、1985 年に運営移管された元 JICA のサンファン試験場を、

約 30 万 US$の経費を投じて既に運営してきており、その上、今後、オキナワ移住

地に位置する本センターの維持管理経費という更なる負担が加わることに対し、

大きく懸念している。オキナワ農協との歩調は必ずしも一致しておらず、センタ

ーの課題や体制の計画を、直ぐに策定できない一因となっている。  

(3) しかしながら、サンファン農協が元 JICA のサンファン試験場を使って、実施

して営農技術サービスは、日系人のみならず周辺のボリビア内国移住者に対して

も行われており，将来の移管されたセンター（試験場）活動の姿とすることがで

きる。 

(4) 現在、両農協は協議を進め、ボリビア政府に認可の第 3 者機関の設立を計画し

ている。2010 年以降、試験場はこの第三者機関によって運営されるが、これは各

日系農協からの代表者で維持・管理される構想であり、JICA はその具体化を側面

から支援していく必要がある。 

(5) これまでのセンター（試験場）の重点活動は肉用牛雄牛の改良であったが、期

待された成果を得られたことから、その活動がほぼ終了した。その結果、種雄牛

の販売・貸し出しセンター機能に対する活動と、それに土壌分析や病虫害診断な

どの営農技術支援サービスを加えた活動に、地域社会のニーズと現実性があり、

両農協の合意を得て第 2 フェーズの活動として取りまとめた。なお、プロジェク

ト目標はパラグアイと同様に対象地域の『営農技術改善と普及の拠点整備』とし

た。  

 

９－２ 課題（パラグアイ、ボリビア共通） 

(1) 本運営指導調査（終了時評価および計画策定調査）の結果を、それぞれの国の

農牧省に、合同調整委員会の中で報告した。パラグアイ、ボリビア両政府とも、

本プロジェクトが日系移住者支援事業の延長線上にあること、2010 年 3 月に JICA

試験場が日系農協に移管されること、日系農協を通じた活動がそれぞれの国の地

域の活性化に有効であることなど、本プロジェクトの理解と後継協力実施への積

極的な支持を表明した。ただし、本プロジェクトの実施形態を技術協力プロジェ
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クトとしていることもあり、試験場は、相手国の試験研究機関や普及機関へも情

報を積極的に提供し、普及研修会への参加を呼びかけるなど、移管後の関係を見

据え、日系農協とこれらの機関との連携がはかられるような関係を構築しておく

ことが重要である。 

(2) これまで、試験場の現地スタッフをプロジェクトのカウンターパートと位置付

け、試験研究・普及活動を行ってきたが、厳密に言えばこれらのスタッフは JICA

側が雇用している要員である。そのため、農協によるカウンターパートの任命と、

その者の試験場への配置が求められる。特に、任命のためには、日系農協が移管

後の試験場において行う課題（テーマ）と、その活動を誰が担うのかを早急に決

定してもらうことが前提となるので、これらについては早急な対応が必要である。

なお、その結果、仮に試験場の現地スタッフ（の一部）が、日系農協によって 2010

年以降に雇用することが決定されれば、その決定時点で、その現地スタッフは技

術移転の対象となるカウンターパートである。試験場は、任命されたカウターパ

ートに対して、人材育成を行うことになる。 

(3) 以上の活動項目とそのスタッフを決めること以外にも、①財産としての試験場

を譲り受ける団体、②それを維持・管理する機関、③運営費の負担元（方法）な

どを決定する必要があり、日系農協側の決定を促進することが求められる。 

(4) パラグアイ農業総合試験場の土地と建物はともに JICA の所有であるが、ボリ

ビア農牧技術センターの建物は JICA の所有である一方、土地は日ボ協会から借

用しているものである。ボリビアに関して、農協が新設する機関が移管後の試験

場を運営する形態を想定しており、その借地契約についても支援する必要がある。 

(5) また、第 2 フェーズ協力期間中に移管後の活動内容、運営体制が決定されれば，

2010 年以降に必要となるスタッフと施設が明確になる。一部のスタッフについて

は在外事務所要員からプロジェクト要員に切り替えたときに、2010 年 3 月まで試

験場が存続することを前提とし、その期間までは退職者の補充はないとしても、

解嘱はできない。しかし、重要財産については取り壊しを含め、前倒し処分の可

能性も検討する必要がある。 

(6) 本プロジェクトが 2010 年に確実に移管され、移管後も持続的に活動が実施され

るためには、移管後の活動を日系農協が主体的に決めるような、農協の意識醸成

が重要である。 

(7) 試験場のスムーズな移管を達成するため、JICA 本部、事務所および試験場スタ

ッフは、2000 年 2 月の機関決定を遵守し、移管に関する意思の統一が不可欠とい

える。 
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第１０章 その他 

 

１０－１ 貧困 

 本案件は協力の対象者に地域農民を含めている。農業収入が少ないボリビアの農民

も対象とし、直接的な研修・講習会、技術サービスの提供を通じて、営農技術の指導

を行うことを計画している。 

 特に農牧技術センターが設置されているサンタクルス県内には、内国移住地（ボ国

の政策として、資源の少ないボリビア高地に住む人々を、生活向上を目的として国内

の低地へ計画的に移住させて形成した開拓地）が多く存在するが、内国移住者は必ず

しも成功している者ばかりではない。ボリビア政府は移住後の農民のフォローにまで

手が回らぬ状況である。これらの移住者は、慣れない熱帯湿潤低地で適切な技術指導

を受けられないまま、細々と農牧業に従事している。 

 本案件には、こうした貧困層への支援も含まれている。 

 

１０－２ 環境などへの配慮 

 2004 年度まで実施中のボリビア農業総合試験場プロジェクトでは、持続可能な農業

の技術開発のため、低コスト・環境保全型農業を課題に設定し、例えば農薬の使用量

を抑えた適正な病害虫・雑草防除法の開発を行い、指針を作成した。それを受けて本

案件（ボリビア農牧技術センタープロジェクト）では、その指針等を活用して、農民

への低コスト・環境保全型農業の普及を強化することとしている。また、地力維持増

進技術に関しても土壌肥料に関する技術マニュアルの作成を計画しており、土壌の劣

化を抑える技術普及に努めることとしている。  

 なお、試験場で行われるこれらの活動は、環境に配慮しつつ持続可能な農業を目標

したものであり、そのため環境へのマイナスの影響はないと考えられる。   
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ボリビア農牧技術センタープロジェクト第 2 フェーズ  
運営指導調査（計画策定）  

別   添 資 料  
 

 

 

 

1．ミニッツ（英）  

 

2．ミニッツ（西）  

 

3．PDM（和）  

 

4．活動計画（和）  

























































PDM 
 
プロジェクト名：ボリビア農牧技術センター（CETABOL）計画 フェーズ 2 国名：ボリビア共和国 
対象地域：サンタクルス県 協力期間：2005年 4月 1日～2010年 3月 31日 
ターゲットグループ：日系農協役職員、ボリビア農牧省職員、サンタクルス県職員、対象地域主要農民 作成日：2004年 12月 9日 

プロジェクトの要約 指  標 指標データ入手手段 外部条件 
上位目標 
サンタクルス県の多湿な熱帯地域において

持続的な農業技術が普及される。 

 
1. 2010年以降、サンタクルス県の多湿な
熱帯地域の農業生産が 2005年（基準 
年）より上位安定する。 

 
東部農牧会議所（CAO）
農業統計 

 
・ボリビアにおける農業政策

に大きな変更がない。 
・日系農協や関係機関の地域

農業振興に関する方針が大

きく変更されない。 
 

プロジェクト目標 
ボリビア農牧技術センターにボリビア国サ 
ンタクルス県の多湿な熱帯地域における営 
農技術改善と普及の拠点の基盤が整備され 
る。 

 
1. ボリビア農牧技術センターの業務実施
規定及び管理運営計画（組織図、人員

の配置計画、予算書、収支計算書等）

が策定される。 
2. 上記規定及び計画書が移管先機関に承
認される。 

 

 
1. ボリビア農牧技術セ 
ンターの業務実施規 
定及び管理運営計画 
書 

2. 移管関係会議議事録 

 
・日系農協の経営が悪化しな

い。 
・サンタクルス県の営農形態

が大きく変わらない。 

アウトプット 
1. 農業技術･情報を収集及び検証する体制が 
整備される。 

 
 
 
2. 検証された農業技術を普及実践する体制が 
整備される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3. 公的認証機関として検査・分析等を行える 
体制が整備される。 

 
 
 
 
 
 
4. 安定的な農業生産のための技術支援サー

ビスの実施体制が整備される。 

 
1-1 収集情報データベースが毎月更新さ
れる。 

1-2 収集された技術情報の検討会が毎月
開催される。 

 
2-1 情報収集リストが毎月配布される。
2-2 農協の新聞に各種情報が掲載される。
2-3 病虫害・雑草防除指針の改訂版が毎年
作成される。 

2-4 土壌肥料に関する技術マニュアルが 2
種類以上作成される。 

2-5 肉用牛に関する技術マニュアルが 2種
類以上作成される。 

2-6 試験結果が毎年CETABOL公開日に発
表される。 

2-7 毎年 30回以上各種講習会等が開催さ
れる。 

 
3-1 分析ラボの機材、設備、マニュアル、
運営組織が公的認証機関としての要

求を満たす。 
3-2 ラボ及び試験圃場を運営する人材が
技術講習会・研修に参加する。 

3-3 毎年 30件以上の分析及び試験結果報
告書が作成される。 

 
4-1 毎年 50頭以上の育成種雄牛の貸付け
が行われる。 

4-2 最終年において毎年 5回以上の牛のせ
りが行われる。 

4-3 毎年 30件以上の乳･肉牛に関する受託
業務が実施される。 

4-4 毎年 200ha以上の農作業の受託業務が
実施される。 

 

 
1-1 収集情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 
 
1-2 CETABOL月報 
 
 
2-1 情報収集リスト 
2-2 農協の新聞 
2-3 CETABOL年報、 
防除指針 

2-4 CETABOL年報、 
技術マニュアル 

2-5 CETABOL年報、 
技術マニュアル 

2-6 CETABOL年報 
 
2-7 CETABOL年報 
 
 
3-1 CETABOL年報、組
織図、分析方法・安

全対策マニュアル 
3-2 CETABOL年報、農
薬効果試験免許 

3-3 CETABOL年報 
 
 
4–1 CETABOL年報 
 
4–2 CETABOL年報 
 
4-3 CETABOL年報 
 
4-4 CETABOL年報 

 
・日系農協の基本方針が変更

されない。 
・日系農家の営農形態が大き

く変わらない。 
・認定制度に大きな変更がな

い。 
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y.okada
長方形



 
・日系農協の協力が得られる。

・ボリビア側の関係諸機関の協

力が得られる。 
・予想外の病虫害が発生しな

い。 
・異常気象が発生しない。 
・農産物の価格が予想外に悪化

しない。 
 
 
 
 
 
 
 
 

活動 
1-1 農業技術・情報を収集するための組織を

構築する。 
1-2 病虫害・雑草防除技術情報の収集及び検

証を行う。 
1-3 土壌肥料に関する技術情報の収集及び検

証を行う。 
1-4 肉用牛に関する技術情報の収集及び検証

を行う。 
 
2-1 各種情報を普及するための手段･組織を

構築する。 
2-2 病虫害・雑草防除指針を改訂する。 
2-3 土壌診断に基づいた施肥指導・農地の適

正利用に関する情報を提供する。 
2-4 肉用牛に関する技術マニュアルを作成す

る。 
 
3-1 標準規格にあった分析が実施できるラボ

を整備する。 
3-2 分析方法及び安全対策のマニュアルを作

成する。 
3-3 ラボ及び試験圃場を運営する人材を育成

する。 
3-4 受け皿機関の認証取得の手続きを支援す

る。 
3-5 土壌・飼料・水質分析及び農薬効果試験

等を行う。 
 
4-1 貸し牛制度の拡充と牛せり場の運営を行

う。 
4-2 乳･肉牛の生産に関する受託サービスを

実施する。 
4-3 農作業の受託サービスを実施する。 
 

投 入 
日本側 
1. 専門家派遣 
長期専門家 
場長／チーフアドバイザー 
次長／業務調整 

短期専門家 
必要に応じ 

2. 研修員受入 
本邦および第三国 

3. 機材供与 
携行機材として整備 

4. 施設 
本館、研修棟、網室、分析室、種子選

別所、肉用牛検定施設、せり場、宿舎、

農機具舎、車庫、他 
5. プロジェクト要員の配置 
6. プロジェクト運営の経費 

 
ボリビア側 
1. C/Pの配置 
 日系農協  名 
2. 専門家に対する特 
権免除の付与、機

材の通関 
3. オキナワ第 2移住 
地からの土地の無

償貸与 

前提条件 
 

・日系農協が CETABOLの移管
を引き受けることが変更さ

れない。 
・CETABOL計画の第 1フェー
ズが計画通りに終了する。 

 

注：プロジェクト名「ボリビア農牧技術センター計画」は「ボリビア農業総合試験場（CETABOL）計画 第 2フェーズ」と同義である。 
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ボリビア農牧技術センター計画 フェーズ 2 

活動計画表 

作成日：2004年 12月 9日 
活動期間（予算年度） 活動内容 

2005 2006 2007 2008 2009 
備  考 

 農業技術･情報を収集及び検証
する体制が整備される。 

      

1-1 農業技術・情報を収集するため
の組織を構築する。 

==============================   

1-2 病虫害・雑草防除技術情報の収
集及び検証を行う。 

================================================== 

1-3 土壌肥料に関する技術情報の収
集及び検証を行う。 

================================================== 

1-4 肉用牛に関する技術情報の収集
及び検証を行う。 
 

================================================== 

 検証された農業技術を普及実践
する体制が整備される。 

      

2-1 各種情報を普及するための手
段･組織を構築する。 

==============================   

2-2 病虫害・雑草防除指針を改訂す
る。 
 

================================================== 

2-3 土壌診断に基づいた施肥指導・
農地の適正利用に関する情報を

提供する。 

================================================== 

2-4 肉用牛に関する技術マニュアル
を作成する。 
 

==============================   

 公的認証機関として検査・分析

等を行える体制が整備される。 
      

3-1 標準規格にあった分析が実施で
きるラボを整備する。 

==============================   

3-2 分析方法及び安全対策マニュア
ルを作成する。 

==============================   

3-3 ラボ及び試験圃場を運営する人
材を育成する。 

========================================  

3-4 受け皿機関の認証を取得の手続
きを支援する。 

========================================  

3-5 土壌・飼料・水質分析及び農薬
効果試験等を行う。 
 

================================================== 

 安定的な農業生産のための技術
支援サービスの実施体制が整備
される。 

      

4-1 貸し牛制度の拡充と牛せり場の
運営を行う。 

================================================== 

4-2 乳･肉牛の生産に関する受託サ
ービスを実施する。 

================================================== 

4-3 農作業の受託サービスを実施す
る。 
 

================================================== 
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第１章 実施協議、事前評価調査 

 

 本案件の事前評価調査及び実施協議は、JICA ボリビア事務所によって 2005 年 2 月から同年 3

月にかけて実施された。 

 この一連の過程において、JICAボリビア事務所は、2004年 12月に実施された運営指導（計画

策定）調査の合意事項（ミニッツとして署名）を下に、ボリビア農民問題農牧省、日系農協等関

係者とプロジェクトの内容に関して協議し、意見を検討した上で、プロジェクトの骨子及び活動

計画等を取りまとめた。 

 その合意結果は、実施協議（R/D、付属資料）及び討議議事録（M/M、付属資料）としてまと

められ、2005年 3月 30日に、JICAボリビア事務所長を代表する日本側と、農民問題農牧省副大

臣を代表とするボリビア側と署名を取り交わした。 

 事前評価調査及び実施協議を通じて加筆、変更された点は以下のとおりである。 

 なお、これらの加筆、変更に伴い、英文、西文の書きぶりも変更したが、英語、西語の単語に

よっては変更せずに使えるものもあるため、一部は以前の文言のままとした。 

 
加筆・変更 
項目 

a）運営指導（計画策定）
時の記述 

2004年 12月 

b）実施協議時 
の記述 

2005年 3月 

変更理由 

ターゲットグループ 日系農協役職員、ボリビア

農牧省職員、サンタクルス

県職員、対象地域主要農民

日系農協役職員、対象地域

農牧業従事者、ボリビア農

牧省職員、サンタクルス県

職員 

・地域の農民を広く対象と

することから、書き振り

を「地域の農業従事者」

とした 
上位目標の指標 2010年以降、サンタクルス

県の多湿な熱帯地域の農

業生産が 2005年（基準年）
より上位安定する。 

2010年以降のサンタクルス
県の多湿な熱帯地域の農業

生産（量・額）が、常に 2005
年（基準年）の農業生産

（量・額）を超え、安定的

に維持される 

・曖昧であった点を明確に

記した 

プロジェクト目標 ボリビア農牧技術センタ

ーにボリビア国サンタク

ルス県の多湿な熱帯地域

における営農技術改善と

普及の拠点の基盤が整備

される。 

ボリビア農牧技術センター

がボリビア国サンタクルス

県の多湿な熱帯地域におけ

る営農技術改善と普及の拠

点として基盤整備される 

・文意は変えず、理解しや

すいように書き換えた 

プロジェクト目標の

外部条件 
・日系農協の経営が悪化し

ない。 
・サンタクルス県の営農形

態が大きく変わらない。

・サンタクルス県の営農形

態が大きく変わらない 
・適切でない事項を削除し

 た 

成果の外部条件 ・日系農協の基本方針が変

更されない。 
・日系農家の営農形態が大

きく変わらない。 
・認定制度に大きな変更が

ない。 

・ボリビア側の関係諸機関

の協力が得られる  
・ラボラトリーの認定制度

に大きな変更がない 

・適切でない事項を削除し

た上、目標達成にいたる

外部条件を再検討して、

再整理した 

活動 2-5 （記述なし） ・移住地及び現地のニーズ

に対応したセンターの運

営を行う 

・試験場の運営という活動

を加え、案件がすべき活

動を明確にした 
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活動の外部条件 ・日系農協の協力が得られ

る。 
・ボリビア側の関係諸機関

の協力が得られる。 
・予想外の病虫害が発生し

ない。 
・異常気象が発生しない。

・農産物の価格が予想外に

悪化しない。 

・日系農協の営農形態が変

わらない 
・想定外の病虫害が発生し

ない 
・異常気象が発生しない 
・農産物の価格が予想外に

悪化しない 

・適切でない事項を削除し

た上、成果達成にいたる

外部条件を再検討して、

再整理した 

前提条件 ・日系農協が CETABOLの
移管を引き受けること

が変更されない。 
・CETABOL計画の第 1フ
ェーズが計画通りに終

了する。 

・日系農協がボリビア農牧

技術センターの如何を引

き受けることが変更され

ない 

・適切でない事項を削除し

 た 

5項目評価（妥当性、
有効性、効率性、イ

ンパクト、自立発展

性） 

 評価結果を再整理した。そ

の結果は、付属資料「事業

事前評価表」を参照のこと

・重複、不足を確認して、

再整理した 
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第２章 プロジェクトの概要 

  

ボリビア関係機関との一連の協議結果を受けて、実施協議において決定されたプロジェクトの

概要は以下のとおりである。 

(1) プロジェクト名 

    ボリビア農牧技術センター 

    （*ボリビア農業総合試験場プロジェクト第 2フェーズとしての位置付けである） 

(2) ボリビア関係機関 

    農民問題農牧省、サンタクルス県、オキナワ農協、サンファン農協 

（3）対象地域 

     サンタクルス県 

（4）協力期間 

    2005年 4月 1日から 5年間 

(5) 基本計画 

  1）上位目標 

サンタクルス県の多湿な熱帯地域において持続的な農業技術が普及される 

  2）プロジェクト目標 

ボリビア農牧技術センターがボリビア国サンタクルス県の多湿な熱帯地域における営農

技術改善と普及の拠点として基盤整備される 

  3）プロジェクトの成果 

1. 農業技術･情報を収集及び検証する体制が整備される 

2. 検証された農業技術を普及実践する体制が整備される 

3. 公的認証機関として検査・分析等を行える体制が整備される 

4. 安定的な農業生産のための技術支援サービスの実施体制が整備される 

  4）プロジェクト活動 

1-1 農業技術・情報を収集するための組織を構築する 

1-2 病虫害・雑草防除技術情報の収集及び検証を行う 

1-3 土壌肥料に関する技術情報の収集及び検証を行う 

1-4 肉用牛に関する技術情報の収集及び検証を行う 

2-1 各種技術を普及するための手段･組織を構築する 

2-2 病虫害・雑草防除指針を改訂する 

2-3 土壌診断に基づいた施肥指導・農地の適正利用に関する情報を提供する 

2-4 肉用牛に関する技術マニュアルを作成する 

2-5 移住地及び現地のニーズに対応したセンターの運営を行う 

3-1 標準規格にあった分析が実施できるラボを整備する 

3-2 分析方法及び安全対策のマニュアルを作成する 
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3-3 ラボラトリー及び試験圃場を運営する人材を育成する 

3-4 受け皿機関の認証取得の手続きを支援する 

3-5 土壌・飼料・水質分析及び農薬効果試験等を行う 

4-1 貸し牛制度の拡充と牛せり場の運営を行う 

4-2 乳･肉牛の生産に関する受託サービスを実施する 

4-3 農作業の受託サービスを実施する 

(6) 長期専門家の分野 

①場長／チーフアドバイザー ②次長／業務調整 

(7) プロジェクトの実施体制 

     試験場の運営については、JICA本部および JICAボリビア事務所の管轄の下、ボリビア農

民問題農牧省の各機関とサンタクルス県の連携・協力を得て実施する。試験場は、オキナワ

農牧総合協同組合とサンファン農牧総合協同組合に 2010 年 3 月に移管される計画であり、

第 2フェーズ中は、日系農業協同組合はプロジェクトのカウンターパートとして、試験場の

運営・管理、各種課題の試験研究に関係する。また、JICAの実施している関連プロジェクト

として、小規模農家向け優良稲種子普及計画（2000年 8月～2005年 7月）、小規模畜産農家

のための技術普及改善計画（2004年 12月～2008年 12月）との連携事業も実施する。 
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第３章 討議議事録（ミニッツ） 

  

実施協議の結果、本プロジェクトの計画書（プロジェクト・デザイン・マトリックス及び活動

計画）を策定した。また、試験場の移管に関して、ボリビア関係機関で確認された内容を記述す

ることとした。 

 これらについては以下の内容とし、討議議事録（ミニッツ）として署名された。 

 

I. THE PROJECT DESIGN MATRIX（プロジェクト・デザイン・マトリックス） 

The Project Design Matrix, which is given in Annex I, has been prepared for monitoring and evaluating the 

Project. 

（プロジェクト・デザイン・マトリックス（付属資料 6）は、プロジェクトをモニタリング、評

価するために策定された。） 

 

II. THE PLAN OF OPERATION（活動計画） 

The Team and Bolivian authorities concerned have jointly prepared the Plan of Operation of the Project, 

which is given in Annex II. The Plan of Operation is subject to change within the framework of the Record 

of Discussion（R/D） when necessity arises in the course of the implementation of the Project. 

（調査団とボリビア関係者は、共同で活動計画（付属資料 7）を策定した。プロジェクト実施中、

必要に応じて、活動計画は実施協議（R/D）の枠組みの範囲で変更されうる。） 

 

III. TRANSFER OF THE TECHNOLOGICAL CENTER（センターの移管） 

By the end of the Project, the Technological Center on Agriculture and Livestock in Bolivia（CETABOL） 

is expected to function as a core center for improvement and extension of agriculture techniques in Santa 

Cruz prefecture, which can provide researches, technical developments and extensions activities in 

considering the social needs. In 2010, the activities, functions and facilities of CETABOL are being 

transferred to new organization which will be established by the Nikkei Okinawa Agricultural Cooperative 

（CAICO）and the Nikkei San Juan Agricultural Cooperative（CAISY）, and then CETABOL will be 

utilized continually for the agriculture development in Bolivia. 

（農牧技術センターは、プロジェクト実施後に、地域社会のニーズに沿った試験研究、技術開発、

普及活動を行う、サンタクルス県における『営農技術改善と普及』の拠点となることが期待され

ている。2010年、日系オキナワ農協と日系サンファン農協が新設する機関にセンターの活動、機

能、施設は移管され、センターはプロジェクト終了後も継続的にボリビアの農業発展のために活

用される。） 
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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 17年 3月 3日 
担当部・課：農村開発部 

    第二 G 畑作地帯第二 T 
１．案件名 

ボリビア農牧技術センタープロジェクト 

２．協力概要 

(1) プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

 本案件は、日系移住者の定着・安定を支援するために設置されたボリビア農業総合試験場にお

いて、これまで長年実施されてきた試験研究の成果を、日系移住地を取り巻く周辺地域にも波及

させるとともに、2010 年に同試験場の機能と施設を日系農協に移管した後に、同試験場が同国

サンタクルス県を中心とする多湿な熱帯地域での農業振興の拠点となるように、その体制と機能

の強化を図ることを目標とする。 

 なお、同試験場は 2005年 4月より、『ボリビア農牧技術センター』に改称予定である。 

(2) 協力期間 

2005年 4月 1日～2010年 3月 31日（5年間） 

(3) 協力総額（日本側） 

約 4億円 

(4) 協力相手先機関 

農牧農村開発省、サンタクルス県、オキナワ農業協同組合、サンファン農業協同組合 

(5) 国内協力機関 

農林水産省 

(6) 裨益対象者及び規模、等 

日系農協役職員（338名） 

対象地域農牧業従事者（約 122,000名）、対象移住地農家戸数（2,408戸）、 

農民問題農牧省職員（129名）、サンタクルス県職員（約 650名） 

 

３．協力の必要性・位置付け 

(1) 経緯 

 ボリビア国（人口：871万人（2002年）、一人当たり GNI：US$890、以下『ボ国』という）の

東部に位置するサンタクルス県には、日系移住地として、1954 年にオキナワ移住地が、また翌

1955年にはサンファン移住地が開設され、現在それぞれ 241戸、234戸の日系人が、主に農業に

よって生計を立てている。 

 ボリビア農業総合試験場（以下『試験場』という）は、これら移住地において日系移住者の営

農技術を支援する目的で、1961 年に開設されたサンファン指導農場と、1970 年に開設された畜

産センター（1971 年にオキナワ畜産センターに改称）が 1985 年に統合再編された JICA 直営の

別添資料Ⅵ－１　事業事前評価表

y.okada
長方形
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試験場である。 

 ボ国においてサンタクルス県は農産物の約 80％を生産する重要な農業県で、オキナワ移住地

とサンファン移住地は同県の農業生産の先導的な役割を果たしてきた。また，日系移住地におけ

る農家一戸あたりの平均土地所有面積は 400.7ha（オキナワ）と 379.8ha（サンファン）で、ブラ

ジルやアルゼンチンなどの日系移住地と異なり中規模である。その営農状況を見ると、機械化作

業を含む多くの農作業をボ国人に依存しており、日系移住地といえども多数のボリビア人が居住

している（日系人の人口比率は 17％以下）。そのためボリビア人との共存なくしては日系移住地

の営農は成り立たなくなっている。 

 本試験場は、当初、支援の対象を日系人としていたが、1980 年代後半からは、直接あるいは

間接的に地域のボリビア人社会も対象とし、その結果、不耕起栽培技術の普及など、ボ国サンタ

クルス県における持続的営農技術の改善に一定の成果を上げてきた。 

 一方、両日系移住地を見ると、1954年の入植からすでに 50年の期間を経て、多くの日系農家

は二世の世代となり、また移住者の営農も多様化し、移住地は成熟期に達している。その結果、

移住者の定着・安定のための支援という試験場開設の所期の目的は達成されているとの判断がな

されている。1998年に JICAは関係各機関と協議し、これまで支援の対象であった日系の農協が

近い将来自ら試験場を運営管理できるとの考えに至った。また、2002 年 2 月にボ国側関係機関

と協議の結果、当該地域における持続的な農業の展開と地域の活性化を図るためには、日系移住

地及び日系農協を通して諸活動を実施することが有効であるとの結論に至り、本試験場を日系農

協に移管することが適当と判断された。 

 これら協議結果を受け、JICAは 2010年の日系農協への移管を円滑にするために、2001年度か

ら 2009 年度までの期間は、人材育成と組織体制整備を目標とした技術協力プロジェクトを実施

することとし、ボ国側とも合意した。これまで試験場で蓄積されてきた成果や現存の人材、施設

機材を有効に活用しながら、地域の営農上の課題を解決しうる実用技術の改善、普及を中心とし

た活動を実施し、試験場の体制強化を図る。 

 現在、試験場では、取り扱うべき重要課題の方向性を明らかにした上で、「ボリビア農業総合

試験場プロジェクト」として 2001年度から 2004年度までの間、第 1フェーズの協力が実施され

ている。2004年 12月に行われた終了時評価調査では、地力維持増進技術の普及拡大、肉用牛の

子牛生産率の向上、病害虫・雑草の各種防除指針の作成などがプロジェクトの成果として認めら

れている。 

 また、この期間中、2010 年の移管を前提として課題、要員等の整理を行った。地力維持のた

めの技術開発は終了し、その他の課題についても日本人専門家派遣から、プロジェクト要員の活

用へと切り換えるなどの整理がなされている。 

 2005年度から 2009年度までは第 2フェーズの協力として、その名称を「ボリビア農牧技術セ

ンタープロジェクト」に変更し、移管後の試験場が自立的に事業を展開できるための体制整備を

行うことを目標に、本案件を実施する。具体的には、病害虫、土壌肥料、肉用牛などに関する農

業技術・農業情報の収集と検証、これら技術・情報を周辺農家へ普及するための体制整備、地域

の状況とニーズを考慮した農業開発のための試験研究・普及活動を実施する。また、農地・農牧

地の土壌・水質および飼料に関する同国の公的な認証機関になるための体制作りを行う。さらに、
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これらの活動を実施していく上で、移管先である日系農協の主体性が不可欠であることから、第

2フェーズ実施中の試験場運営に日系農協の参画を求めることとし、技術部門に加え運営管理に

関わる日系農協側の人材の育成を実施し、試験場の体制と機能の強化を行ない、2010 年のスム

ーズな移管を目指すものである。 

(2) 相手国政府国家政策上の位置付け 

 本案件は、ボ国国家開発計画である「国家農牧農村開発計画」と「EBRP（ボリビア版貧困削

減ペーパー）」にあげられている課題「競争力強化を通じた農村開発の振興」に貢献するものと

ボ国側からも期待されており、今後もボリビア国家政策との整合性を図りながら実施する。 

(3) 我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置付け 

 ボリビア国に対する援助実施計画を定めた JICA国別事業実施計画において、同国の地域社会

レベルでの農牧業の発展や生産・所得の拡大を通じた貧困削減（プログラム名：農業を中心とし

た地域経済開発）が援助の重要課題とされており、本案件は、この実施計画に沿い実施すること

とする。 

 

４．協力の枠組み 

  ボリビア農業総合試験場は、本案件実施後の 2010年に、日系農協の管理の下、地域社会のニー

ズに沿った試験研究、技術開発、普及活動を行う、サンタクルス県における『営農技術改善と普

及』の拠点となることが期待されている。試験場に蓄積された既存の知見を利用して、周辺地域

の農家に対して営農相談や研修を実施するとともに、分析機関として認証され、農家から依頼の

あった土壌、飼料、水質等の分析を行うことを目指している。同国では国レベルの試験場でも、

国家基準を満たす実験室を備えている機関が少ないため、同試験場がボリビア国内の分析機関の

一翼を担い、また他の試験研究・普及機関から、連携先として認められることも期待される。 

  本案件実施に当たっては、農牧農村開発省等がメンバーとなるプロジェクト合同調整員会とは

別に、日系農協が移管後に試験場で実施する活動と、そのための人員の配置計画について協議し、

方針を打ち出すため、オキナワ日系農協とサンファン日系農協で組織されている移管準備委員会、

プロジェクト及び JICA事務所から構成されるモニタリング委員会を設置する。 

〔主な項目〕 

(1) 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

[プロジェクト目標] 

   ボリビア農牧技術センターがボ国サンタクルス県の多湿な熱帯地域における営農技術改善

と普及の拠点として基盤整備される 

[指標] 

1. ボリビア農牧技術センターの業務実施規定及び管理運営計画（組織図、人員の配置計画、

予算書、収支計算書等）が策定される 

2. 上記規定及び計画書が移管先機関に承認される 
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② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

[上位目標] 

       サンタクルス県の多湿な熱帯地域において持続的な農業技術が普及される 

[指標] 

  2010年以降のサンタクルス県多湿な熱帯地域の農業生産量・額が、常に 2005年の生産量・

額を超え、安定的に維持される 

 

(2) 成果（アウトプット）と活動 

① 成果 1：農業技術･情報を収集及び検証する体制が整備される 

       活動 1-1 農業技術・情報を収集するための組織を構築する 

     活動 1-2 病虫害・雑草防除技術情報の収集及び検証を行う 

       活動 1-3 土壌肥料に関する技術情報の収集及び検証を行う 

       活動 1-4 肉用牛に関する技術情報の収集及び検証を行う 

 （指標） 

  ・収集情報データベースの更新頻度（毎月更新が目標） 

  ・収集された技術情報のための検討会の開催頻度（毎月開催が目標） 

 

② 成果 2：検証された農業技術を普及実践する体制が整備される 

   活動 2-1 各種技術を普及するための手段･組織を構築する 

   活動 2-2 病虫害・雑草防除指針を改訂する 

   活動 2-3 土壌診断に基づいた施肥指導・農地の適正利用に関する情報を提供する 

   活動 2-4 肉用牛に関する技術マニュアルを作成する 

   活動 2-5 移住地及び現地のニーズに対応したセンターの運営を行う 

 （指標） 

  ・情報収集リストが配布される頻度（毎月配布が目標） 

  ・農牧技術センターの各種情報が農協新聞に掲載される 

  ・病虫害・雑草防除指針の改訂版が作成される頻度（毎年作成が目標） 

  ・作成される土壌肥料に関する技術マニュアルの数（2種類以上が目標） 

  ・作成される肉用牛に関する技術マニュアルの数（3種類以上が目標） 

  ・年に数回開催されるボリビア農牧技術センター一般公開日で試験研究結果が発表される 

  ・1年間で開催される各種講習会等の回数（毎年 30回以上が目標） 

③ 成果 3：公的認証機関として検査・分析等を行える体制が整備される 

   活動 3-1 標準規格にあった分析が実施できるラボを整備する 

   活動 3-2 分析方法及び安全対策のマニュアルを作成する 

   活動 3-3 ラボラトリー及び試験圃場を運営する人材を育成する 

   活動 3-4 受け皿機関の認証取得の手続きを支援する 

   活動 3-5 土壌・飼料・水質分析及び農薬効果試験等を行う 
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 （指標） 

・ボリビア農牧技術センターに整備された分析ラボラトリーの機材、設備、マニュアル、運

営組織がボリビアの公的認証機関としての要求を満たす 

・ラボラトリー及び試験圃場を運営する人材が技術講習会・研修に参加する 

・一年間に作成された分析及び試験報告の件数（毎年 30件以上が目標） 

④ 成果４：安定的な農業生産のための技術支援サービスの実施体制が整備される 

  活動 4-1 貸し牛制度の拡充と牛せり場の運営を行う 

  活動 4-2 乳･肉牛の生産に関する受託サービスを実施する 

  活動 4-3 農作業の受託サービスを実施する 

 （指標） 

・一年間に貸付が行われた育成種雄牛の頭数（毎年 50頭以上が目標） 

・最終年の牛のせり実施回数（5回以上が目標） 

・一年間に受託した乳･肉牛の生産に関する業務の件数（毎年 30件以上が目標） 

・一年間に受託した農作業業務の総面積（毎年 200ha以上が目標） 

 

(3) 投入（インプット） 

① 日本側（総額約 4億円） 

1. 専門家派遣 

長期専門家（2名を想定） 

   a）チーフアドバイザー（兼場長）5年間 

   b）業務調整（兼次長）5年間 

短期専門家（年間 2～3名程度、普及技術、組織運営等の分野を想定） 

2. 研修員受入 

本邦研修および第三国研修（年間 1～3名程度、普及、組織運営等の分野を想定） 

3. 機材供与、携行機材（年間 300万円×5年間） 

農業機械、試験機器の更新等 

4. 施設（既設置済） 

センター本館、研修棟、網室、分析室、種子選別所、肉用牛検定施設、宿舎、農機具舎、

車庫、他の提供 

5. プロジェクト要員の配置 18名程度 

6. プロジェクト運営の経費 

   ② ボ国側（総額 1～3千万円）  

1. C/Pの配置 

ボ国日系農業協同組合（オキナワ農協、サンファン農協） 5名程度 

2. 専門家に対する特権免除の付与、機材の通関 

3. オキナワ第 2移住地内の日ボ協会所有地の貸与 
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(4) 外部要因（満たされるべき外部条件） 

① 前提条件 

• 日系農協のボリビア農牧技術センターの移管引受けが変更されない 

② 成果達成のための外部条件 

• 日系農家の営農形態が大きく変わらない 

• 想定外の病虫害が発生しない 

• 異常気象が発生しない 

• 農産物の価格が予想外に悪化しない 

③ プロジェクト目標達成のための外部条件 

• ボリビア側の関係諸機関の協力が得られる 

• ラボラトリー認定制度に大きな変更がない 

④ 上位目標達成のための外部条件 

• サンタクルス県の営農形態が大きく変わらない 

 

５．評価 5項目による評価結果 

(1) 妥当性 

 本案件は以下の点から実施の妥当性があると考えられる。 

• ボ国政府は農業セクターの生産性向上を貧困削減の一戦略としており、本案件が関係する技

術普及はその具体的な手段として位置づけることができる。また、ボ国別援助研究会報告書

（2004 年 2 月、JICA）は、ボ国農業セクターにおける日本の援助重点課題に、多湿な熱帯

地域における農産物の生産性向上・競争力強化を挙げており、本件はこれに合致している。

• 試験場から提供される営農技術や営農情報は、地域社会で解決が求められている事項が中心

であり、これら技術や情報は、講習会・研修の実施、試験場月報の配布などを通じて、日系

農家ばかりでなく周辺のボリビア人農家にも広く提供される。また、第 1フェーズ実施時と

同様に、外部からの営農相談を実施する計画である。これらから、本案件は地域社会のニー

ズに対応しうるものと考えられる。 

• 本案件の活動の一部は、試験場の移管先である日系農協（オキナワ農協、サンファン農協）

関係者のニーズを反映して設定されている。なお、本案件実施期間中に、2010年移管後に農

協が実施する具体的な活動を絞り込み、その結果に基づいて、本案件の活動実施スケジュー

ルや活動内容を随時見直していく予定である。 

(2) 有効性 

 以下の点から案件の有効性が確認される。 

• 本プロジェクトの成果は、地域のニーズ及び移管先である日系農協のニーズに基づいて設定

されているため技術、組織両面のニーズを満たしており、そのためプロジェクト目標の達成

にいたる可能性は高いと考えられる。 

• 試験場の日系・非日系別農家相談件数の推移表に拠れば、その件数はいずれも年々増加して

おり、同試験場が地域社会の営農技術の相談機関として認められてきている。農業振興の拠

点となるための技術は一定のレベルに達していると考えられ、これらのことから、プロジェ
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クト目標の達成にいたる可能性が高い。 

• 試験場移管先である日系農協に対する先方関係機関の評価が近年高まっていることから、外

部条件である「ボリビア側の関係諸機関の協力が得られる」については、満たされる可能性

が高い。 

(3) 効率性 

以下の点から効率的な案件実施が可能と考えられる。 

• 本案件は、ボリビア農業総合試験場に 40 年以上にわたって蓄積された成果をふまえ、実施

されるプロジェクトである。試験研究の実施手法を含む技術的知見は既にプロジェクト要員

に蓄積されており、カウンターパートへの技術指導、人材育成は、これらプロジェクト要員

を通じて実施する。営農技術を普及するための各種教材についても既に試験場に整備されて

いる。 

• 施設や資機材については、これまで投入したものを継続的に活用することができるため、新

規の設備投資や大型機材設置を極力抑えた上で、案件を実施することが可能である。 

• なお、本邦派遣長期専門家は試験場運営管理に関わるチーフアドバイザー（兼場長）と業務

調整（兼次長）の 2名とし、日本側の投入を抑えつつ、プロジェクトを実施する。 

• 対象地域において長年の営農経験を有し、また西語によるコミュニケーションが可能な日系

農協関係者と協力して、サンタクルス県のボリビア人農家に対して技術指導を実施すること

が可能であり、効率的に技術普及と情報提供が実施される。 

(4) インパクト 

本案件のインパクトは以下のように予測できる。 

• 対象地域であるサンタクルス県は、ボ国最大の農牧業地域である。ボリビア農業総合試験場

が従来から対象としている日系移住地の農牧業が大きな発展をみせていることから、日系移

住地の農牧形態がボリビアの農牧業開発のモデルとしてみなされるようになっている。本案

件のプロジェクト目標が達成されることで、日系移住地外の多くの農家が、日系移住地の営

農技術に一層の関心を示す可能性が高く、「サンタクルス県に持続的な農業技術が普及され

る」という上位目標が達成される見込みは高い。 

• 試験場は、日系農協と協力して、非日系農家も支援の対象に加え、営農技術サービスの提供

を計画している。これに伴い、日系社会によるボリビア地域社会への貢献がなされ、日系社

会と非日系社会の垣根を取り払い、地域社会間のさらなる相互理解が促進されることが期待

できる。 

• ボリビア農業総合試験場は、これまでもボ国内関連機関であるボリビア国立牛改良センター

（CNMGB）やボリビア熱帯農業研究センター（CIAT）などとの連携実績がある。連携につ

いては、今後も積極的に実施する予定であり、これよって技術面での波及効果が期待できる。
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(5) 自立発展性 

以下のとおり、本案件の効果は、案件終了後も継続されるものと見込まれる。 

• 制度的側面の自立発展性に関し、本案件終了後の試験場の自立発展性を確保するために、ま

ず移管先である日系農協が 2010 年以降に自ら実施する活動内容を明確にした上で、試験場

が農協組織内の機関に位置づけられるための手続きが開始される必要がある。そのため、プ

ロジェクト目標の指標を、「農牧技術センター（農業総合試験場）の業務実施規定や管理運

営計画が移管先機関に承認される」と設定し、2010年までに同試験場が日系農協の一機関と

して位置付けられることを目指す。現在、オキナワ、サンファン両農協代表者で構成された

試験場移管準備委員会では、2つの日系農協の手による試験場運営のあり方の議論がなされ、

また各種手続きが開始されている。これには、2010年に試験場を引き受けることになる、公

的に認可された新規機関の設立準備も含まれている。 

• 財政的側面の自立発展性に関し、試験場は、日系農協に移管後、財政的にひとり立ちできる

体制を確立することが最も重要であり、自己収入の確保を支援する活動を盛り込んでいる。

特に、土壌、飼料、水質の分析について、既にボ国の標準規格に準拠した実験室が整備され

ているため、本案件期間中に、同試験場が公的認証機関として承認されるように準備を進め、

認証後は外部からの受託を可能とするなど、収入確保の方策を検討する。また、支出を抑え

る点では、案件実施中に試験場の収支シミュレーションを実施した上で、活動をスリム化し、

財務的に持続できる事業計画を作成する予定である。 

• 技術的側面の自立発展性に関し、専門的技術や試験場の管理能力は現プロジェクト要員が習

得しているため、今後は、移管先である日系農協が配置するスタッフに、どれだけ技術移転

できるかが課題である。そのため、本案件は、これらスタッフの人材育成を図る活動を盛り

込み、移管後もそれらスタッフが試験場を活用して営農技術を継続的に地域社会に普及でき

る土台を作る。なお、施設や資機材の保守管理状況は良好であり、今後の活用に支障は見ら

れない。しかしながら、現地の営農上の課題や技術的ニーズは常に変化しており、これに応

えるためには、先進的な技術を有する試験研究機関との連携や支援を得られる仕組みを維持

することが不可欠と考えられる。本案件は、これら機関との連携を働きかけ、将来の活動に

つなげていく計画である。 

 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

(1) 貧困 

     本案件は協力の対象者に地域農民を含めている。農業収入が少ないボリビアの農民も対象  

とし、直接的な研修・講習会、技術サービスの提供を通じて、営農技術の指導を行うこと計画

している。特に農業総合試験場が設置されているサンタクルス県内には、内国移住地（ボ国の

政策として、資源の少ないボリビア高地に住む人々を、生活向上を目的として国内の低地へ計

画的に移住させて形成した開拓地）が多く存在するが、内国移住者は必ずしも成功している者

ばかりではない。ボリビア政府は移住後の農民のフォローにまで手が回らぬ状況である。これ

らの移住者は、慣れない多湿な熱帯低地で適切な技術指導を受けられないまま、細々と農牧業

に従事している。本案件には、こうした貧困層への支援も含まれている。 
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(2) 環境 

 2004 年度まで実施中のボリビア農業総合試験場プロジェクトでは、持続可能な農業の技術開

発のため、低コスト・環境保全型農業を課題に設定し、例えば農薬の使用量を抑えた適正な病害

虫・雑草防除法の開発を行い、指針を作成した。それを受けて本案件（ボリビア農牧技術センタ

ープロジェクト）では、その指針等を活用して、農民への低コスト・環境保全型農業の普及を強

化することとしている。また、地力維持増進技術に関しても土壌肥料に関する技術マニュアルの

作成を計画しており、土壌の劣化を抑える技術普及に努めることとしている。 

 なお、試験場で行われるこれらの活動は、環境に配慮しつつ持続可能な農業を目標したもので

あり、そのため環境へのマイナスの影響はないと見込まれる。  

 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

  ボ国に対する JICAの農業、教育、保健医療の各技術協力プロジェクトの報告書等において、以

下の点が共通した教訓として抽出される。 

 ・関係省庁や関係機関の関与の度合いを拡大させることが重要である。 

   ・活動を引き継ぐ機関や人材の早期育成が重要である。このため、案件終了後もボリビア国側で  

活動を継続できる体制作り等が重要となる。 

   本案件はこれらの教訓を踏まえ、実施する。 

８．今後の評価計画 

   定期的なモニタリングの他に、本邦から以下の調査団を派遣して、活動の達成度の確認、案件

計画の見直し等を実施する予定である。 

 ・運営指導調査 案件開始から 1年目、開始から 2年目、開始から 4年目 

 ・運営指導調査（中間評価調査） 2007年度 第 1四半期頃 

 ・運営指導調査（終了時評価調査）2009年度 第 3四半期頃 

   また、案件終了後 3年目を目処に事後評価調査を実施する。 
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PDM（プロジェクト・デザイン・マトリックス） 
 
プロジェクト名：ボリビア農牧技術センター（CETABOL） 国名：ボリビア共和国 
対象地域：サンタクルス県 協力期間：2005年 4月 1日～2010年 3月 31日 
ターゲットグループ：日系農協役職員、対象地域農牧業従事者、ボリビア農牧省職員、サンタクルス県職員        作成日：2005年 3月 30日 

プロジェクトの要約 指  標 指標データ入手手段 外部条件 
上位目標 
サンタクルス県の熱帯湿潤地域において持

続的な農業技術が普及される 

 
1. 2010年以降のサンタクルス県の熱帯湿
潤地域の農業生産（量・額）が、常に

2005年（基準年）の農業生産（量・額）
を超え、安定的に維持される 

 
東部農牧会議所（CAO）
農業統計 

 
・ボリビアにおける農業政策

に大きな変更がない。 
・日系農協や関係機関の地域

農業振興に関する方針が

大きく変更されない。 
 

プロジェクト目標 
ボリビア農牧技術センターがボリビア国サ 
ンタクルス県の熱帯湿潤地域における営農 
技術改善と普及の拠点として基盤整備され 
る 

 
1. ボリビア農牧技術センターの業務実施
規定及び管理運営計画（組織図、人員

の配置計画、予算書、収支計算書等）

が策定される 
2. 上記規定及び計画書が移管先機関に承
認される 

 

 
1. ボリビア農牧技術セ 
ンターの業務実施規 
定及び管理運営計画 
書 

2. 移管関係会議議事録 

 
・サンタクルス県の営農形態

が大きく変わらない 

アウトプット 
1. 農業技術･情報を収集及び検証する体制が 
整備される 

 
 
 
2. 検証された農業技術を普及実践する体制が 
整備される 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3. 公的認証機関として検査・分析等を行える 
体制が整備される 

 
 
 
 
 
 
4. 安定的な農業生産のための技術支援サービ 
スの実施体制が整備される 

 
1-1 収集情報データベースが毎月更新さ
れる 

1-2 収集された技術情報の検討会が毎月
開催される 

 
2-1 情報収集リストが毎月配布される 
2-2 農協の新聞に各種情報が掲載される
2-3 病虫害・雑草防除指針の改訂版が毎年
作成される 

2-4 土壌肥料に関する技術マニュアルが 2
種類以上作成される 

2-5 肉用牛に関する技術マニュアルが 3種
類以上作成される 

2-6 試験結果が毎年CETABOL公開日に発
表される 

2-7 毎年 30回以上各種講習会等が開催さ
れる 

 
3-1 分析ラボの機材、設備、マニュアル、
運営組織が公的認証機関としての要

求を満たす 
3-2 ラボ及び試験圃場を運営する人材が
技術講習会・研修に参加する 

3-3 毎年 30件以上の分析及び試験結果報
告書が作成される 

 
4-1 毎年 50頭以上の育成種雄牛の貸付け
が行われる 

4-2 最終年において 5回以上の牛のせりが
行われる 

4-3 毎年 30件以上の乳･肉牛に関する受託
業務が実施される 

4-4 毎年 200ha以上の農作業の受託業務が
実施される 

 

 
1-1 収集情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 
 
1-2 CETABOL月報 
 
 
2-1 情報収集リスト 
2-2 農協の新聞 
2-3 CETABOL年報、 
防除指針 

2-4 CETABOL年報、 
技術マニュアル 

2-5 CETABOL年報、 
技術マニュアル 

2-6 CETABOL年報 
 
2-7 CETABOL年報 
 
 
3-1 CETABOL年報、組
織図、分析方法・安

全対策マニュアル 
3-2 CETABOL年報、 
農薬効果試験免許 

3-3 CETABOL年報 
 
 
4–1 CETABOL年報 
 
4–2 CETABOL年報 
 
4-3 CETABOL年報 
 
4-4 CETABOL年報 

 
・ボリビア側の関係諸機関の

協力が得られる  
・ラボラトリーの認定制度に

大きな変更がない 

別添資料Ⅵ－６　PDM（和）
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・日系農協の営農形態が変わら

ない 
・想定外の病虫害が発生しない

・異常気象が発生しない 
・農産物の価格が予想外に悪化

しない 
 
 
 
 
 
 
 
 

活動 
1-1 農業技術・情報を収集するための組織を

構築する 
1-2 病虫害・雑草防除技術情報の収集及び検

証を行う 
1-3 土壌肥料に関する技術情報の収集及び検

証を行う 
1-4 肉用牛に関する技術情報の収集及び検証

を行う 
 
2-1 各種技術を普及するための手段･組織を

構築する 
2-2 病虫害・雑草防除指針を改訂する 
2-3 土壌診断に基づいた施肥指導・農地の適

正利用に関する情報を提供する 
2-4 肉用牛に関する技術マニュアルを作成す

る 
2-5 移住地及び現地のニーズに対応したセ

ンターの運営を行う 
 
3-1 標準規格にあった分析が実施できるラボ

を整備する 
3-2 分析方法及び安全対策のマニュアルを作

成する 
3-3 ラボラトリー及び試験圃場を運営する人

材を育成する 
3-4 受け皿機関の認証取得の手続きを支援す

る 
3-5 土壌・飼料・水質分析及び農薬効果試験

等を行う 
 
4-1 貸し牛制度の拡充と牛せり場の運営を行

う 
4-2 乳･肉牛の生産に関する受託サービスを

実施する 
4-3 農作業の受託サービスを実施する 
 

投 入 
日本側 
1. 専門家派遣 
長期専門家 
場長／チーフアドバイザー 
次長／業務調整 
短期専門家 
必要に応じ 

2. 研修員受入 
本邦および第三国 

3. 機材供与 
携行機材として整備 

4. 施設 
本館、研修棟、網室、分析室、種子選

別所、肉用牛検定施設、せり場、宿舎、

農機具舎、車庫、他 
5. プロジェクト要員の配置 
6. プロジェクト運営の経費 

 
ボリビア側 
1. C/Pの配置 
日系農協 

2. 専門家に対する特 
権免除の付与、機

材の通関 
3. オキナワ第 2移住
地からの土地の無

償貸与 

前提条件 
 

・日系農協がボリビア農牧技術

センターの移管を引き受け

ることが変更されない 
 

注：プロジェクト名「ボリビア農牧技術センター」は「ボリビア農業総合試験場（CETABOL） 第 2フェーズ」と同義である 
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ボリビア農牧技術センタープロジェクト 

活動計画表 

作成日：2005年 3月 30日 
活動期間（予算年度） 活動内容 

2005 2006 2007 2008 2009 
備  考 

 「農業技術･情報を収集及び検
証する体制が整備される」 

      

1-1 農業技術・情報を収集するため
の組織を構築する 

==============================   

1-2 病虫害・雑草防除技術情報の収
集及び検証を行う 

================================================== 

1-3 土壌肥料に関する技術情報の収
集及び検証を行う 

================================================== 

1-4 肉用牛に関する技術情報の収集
及び検証を行う 
 

================================================== 

 「検証された農業技術を普及実
践する体制が整備される」 

      

2-1 各種技術を普及するための手
段･組織を構築する 

==============================   

2-2 病虫害・雑草防除指針を改訂す
る 
 

================================================== 

2-3 土壌診断に基づいた施肥指導・
農地の適正利用に関する情報を

提供する 

================================================== 

2-4 肉用牛に関する技術マニュアル
を作成する 

==============================   

2-5 移住地及び現地のニーズに対応
したセンターの運営を行う 
 

================================================== 

 「公的認証機関として検査・分

析等を行える体制が整備され

る」 

      

3-1 標準規格にあった分析が実施で
きるラボを整備する 

==============================   

3-2 分析方法及び安全対策マニュア
ルを作成する 

==============================   

3-3 ラボ及び試験圃場を運営する人
材を育成する 

========================================  

3-4 受け皿機関の認証を取得の手続
きを支援する 

========================================  

3-5 土壌・飼料・水質分析及び農薬
効果試験等を行う 
 

================================================== 

 「安定的な農業生産のための技
術支援サービスの実施体制が整
備される」 

      

4-1 貸し牛制度の拡充と牛せり場の
運営を行う 

================================================== 

4-2 乳･肉牛の生産に関する受託サ
ービスを実施する 

================================================== 

4-3 農作業の受託サービスを実施す
る 
 

================================================== 
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農村開発部修正：2005年3月

1-1）フェイズ1　活動計画 2-1）フェイズ2 活動計画

実施年度 2000 2001 2002 2003 2004 実施年度 2005 2006 2007 2008 2009 2010

プロジェクト実施期間 　　（PHASE1）事業主体：CETABOL プロジェクト実施期間  　(PHASE 2) 事業主体：日系農協（CAICO、CAISY） 移管
（フェーズ概要） （フェーズ概要）        ※日農協の組織、人材育成、ｾﾝﾀｰ機能強化

派遣専門家数（各年度中間期派遣実績） 7名 8名 7名 8名 6名 派遣専門家数 2名（うちﾁｰﾌｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ1名、調整員1名）
派遣職員数 （*1 2名 0名 派遣職員数 0名 0名 0名 0名 0名
現地職員数 （*2 20名 20名 20名 20名 18名 (*4 現地職員数 18名 18名 18名 16名 16名

１． 改良肉用牛の生産配布体制が確立される

1ー1 畜産班 改良型飼育管理技術の開発・展示を行う 1-1 サービス
農業技術・情報を収集するための組
織を構築する

1ー2 畜産班 改良肉用牛の生産を行う 1-2
サービス・（試験生

産）
病虫害・雑草防除技術情報の収集及
び検証を行う

1ー3 畜産班 肉牛農家の牛群改良を行う 1-3
サービス・（試験生

産）
土壌肥料に関する技術情報の収集及
び検証を行う

２．地力維持増進技術を普及する体制が確立される 1-4 サービス・試験生産
肉用牛に関する技術情報の収集及び
検証を行う

2ー1 作物班 重粘土や塩類集積土壌の改善技術の開発・展示  
　　　

2ー2 作物班 移住地を中心とした土壌の地力評価   2-1 サービス
各種技術を普及するための手段･組
織を構築する

2ー3 作物班 防風林の樹種の選定、植林の普及 2-2 サービス 病虫害・雑草防除指針を改訂する

３．低コスト・環境保全型営農技術を普及する体制化確立される 2-3 サービス
土壌診断に基づいた施肥指導・農地
の適正利用に関する情報を提供する

3ー1 作物班 大豆・稲等の主要害虫の防除管理指針の策定 2-4 試験生産
肉用牛に関する技術マニュアルを作
成する

3ー2 作物班
大豆・稲・小麦等の主要病害の防除管理指針の策
定 2-5 総務・全体

移住地及び現地のニーズに対応した
センターの運営を行う

3ー3 作物班 大豆・稲・小麦等の雑草防除管理指針の策定

４．試験場の営農サービス・技術訓練機能を強化する体制が確立される 3-1 サービス
標準規格にあった分析が実施できる
ラボを整備する

4ー1
作物班・畜産

班 研修・講習会等を通じた開発技術の普及 3-2 サービス
分析方法及び安全対策のマニュアル
を作成する

4ー2
作物班・畜産

班
種子・種苗等及び種雄牛・優良雌牛の配布・
貸付等のサービス拡充 3-3 サービス

ラボ及び試験圃場を運営する人材を
育成する

4ー3
作物班・畜産

班
土壌・飼料等の分析診断、及び病害虫等の同
定・診断の技術サービスの拡充 3-4 総務・（サービス）

受け皿機関の認証取得の手続きを支
援する

4ー4
作物班・畜産

班 関係者の人材を育成する 3-5 サービス
土壌・飼料・水質分析及び農薬効果
試験等を行う

*1) JICA本部から派遣された職員で、当該年度末の人数を示す。

*2) 2000年度は現地職員、契約嘱託、臨時職員の合計、2001年度以降は契約嘱託の合計で、いずれも当該年度末の人数を示す。 4-1
サービス・（試験生

産）
貸し牛制度の拡充と牛せり場の運営
を行う

4-2 サービス
乳･肉牛の生産に関する受託サービ
スを実施する

4-3 試験生産 農作業の受託サービスを実施する

1-2）長期専門家派遣実績 2-2）長期専門家派遣計画
担当班 指導科目 2000 2001 2002 2003 2004 担当班 指導科目 2005 2006 2007 2008 2009

1 総務・全体 場長/ﾁｰﾌｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 1 総務・全体 場長/ﾁｰﾌｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

2 総務・全体 次長/業務調整 2 総務・全体 次長/業務調整

3 畜産班 家畜飼育 12/5まで

4 作物班 病害虫防除 9/5まで

5 畜産班 家畜育種改良 11/20まで

6 畜産班 家畜飼料管理 6/30から 6/29まで　11/10から 11/10まで

7 作物班 土壌肥料 9/4から 9/3まで 3/21から

8 作物班 植物病理 1/9から 1/8まで 3/30から

9 作物班 害虫管理 10/22から 10/21まで
10 企画・調整班 診断・評価 4/1から 3/31まで

1-3）プロジェクトスタッフ配置実績（各年度末人数） 2-3）プロジェクトスタッフ配置計画（各年度末人数）
2000 2001 2002 2003 2004 (*4 2000 2001 2002 2003 2004

1 4 4 4 4 4 1 4 4 4 4 4
2 1 1 3 3 3 2 10 10 10 8 8
3 4 6 5 5 4 3 4 4 4 4 4
4 8 9 8 8 7
5 3 0 0 0 0

20 20 20 20 18 18 18 18 16 16
*3) 2001年度以降の分析ラボの人員は、作物班・畜産班に（それぞれ1名ずつ）含めている。

*4) 2005年1月末時点では分析ラボ及び総務班に欠員が1名ずつ生じており、人員数は計16名であるが、2005年3月末までに補填する予定。

班名

総務班

計

企画・調整班

畜産班

作物班

計

分析ラボ (*3

ボリビア農業総合試験場/ボリビア農牧技術センタープロジェクト・10カ年　計画表・実績表　（＊プロジェクトPDMに準拠）

※移管先規模に合わせた組織体制の整理、重要課題の明確化

サービス部門

試験生産部門

班名

総務班

１． 農業技術･情報を収集及び検証する体制が整備される

4.　安定的な農業生産のための技術支援サービスの実施体制が整備され
る

3.　公的認証機関として検査・分析等を行える体制が整備される

2． 検証された農業技術を普及実践する体制が整備される

CETABOL10年絵巻2005Ⅵ－63

別添資料Ⅵ－８　１０カ年計画表・実績表
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Ⅶ 付属資料 
 
 
 

パラグアイ国・ボリビア国主要日系移住地農業概況 

 
 
 
 
 
 
 
 



（参考資料）

パラグアイ国・ボリビア国　主要日系移住地　農業概況
作成：2005年1月18日JICAパラグアイ事務所（PG/RD-082）
作成：2005年1月19日JICAボリビア事務所（BV/RD-049）

取りまとめ：2005年1月農村開発部　2005年2月改訂

出典

サンファン移住地 オキナワ移住地 ラパス移住地 ピラポ移住地 イグアス移住地
アマンバイ移住地

（散在）
ラ・コルメナ移住地

27,132ha

46,890ha
（第一21,800ha）
（第二16,744ha）
（第三8,346ha）

15,952 Ha. 84,217 Ha. 87,762 Ha. 不明 11,000 Ha.

1,897 1,240 2,000 2,300 1,500 2,000 1,750 ボリビア：CAISY試験場データ、CETABOL試験場データ、パラグ
アイ：農牧省の調査資料（30年の平均値）

24.1 23.9 22.6 21.2 21.6 20.0 22.5 ボリビア：CAISY試験場データ、CETABOL試験場データ、パラグ
アイ：農牧省の調査資料（30年の平均値）

234 241 144 235 186 128 79
1,003 930 536 1,255 1,694 18,082 1,081
1,237 1,171 680 1,490 1,880 18,210 1,160
744 890 667 1,279 832 465 310

4,497 4,361 2,343 5,451 8,388 88,065 5,080
5,241 5,251 3,010 6,730 9,220 88,530 5,390

14.2% 16.9% 22.2% 19.0% 9.0% 0.5% 5.8%

サンファン
農業協同組合

オキナワ
農業協同組合

ラパス
農業協同組合

ピラポ
農業協同組合

イグアス
農業協同組合

アマンバイ
農業協同組合

コルメナ・アスン
セーナ農産業協同組

合
109 131 118 125 95 21 46

0 0 0 0 0 0 0
109 131 118 125 95 21 46
109 131 118 125 91 21 46

0 0 0 0 0 0 0
109 131 118 125 91 21 46
12 12 10 10 12 8 13

186 130 30 29 41 4 1
198 142 40 39 53 12 14

90.2 97.7 98.8 99.8 98.8 50（兼業、出稼ぎ農
家が多い）

40（兼業、出稼ぎ農
家が多い）

6,335 7,569 10,025 10,880 11,051 4,500（約US$42,900） 2,100（約US$20,000）

産物名1/
全体比較

鶏卵/39.3% 大豆/66.2% 大豆/64.9％ 大豆/84.7％ 大豆/78.7％ 大豆/80％ 果樹/70％

産物名2/
全体比較

陸稲/37.4% 小麦/18.2% 小麦/27.6％ 小麦/15.2％ 小麦/16.7％ 小麦/10％ 蔬菜/25％

産物名3/
全体比較

大豆/11.1% トウモロコシ/4.2% 豚/4.6％ 牛/0.1％ トウモロコシ/3.5％ トウモロコシ/5％ 畜産/5％

産物名4/
全体比較

水稲/3.6% 牛/1.5% 牛/0.6％ 鶏卵/0.1％ 畜産/5％

産物名5/
全体比較

廃鶏/3.4% 陸稲/1.4% 水稲/0.5％ メロン/0.1％

産物名1/
全体比較

データなし データなし

産物名2/
全体比較

データなし データなし

産物名3/
全体比較

データなし データなし

陸稲・水稲・大豆等
の作物生産と養鶏が
中心で、それに柑橘
類と肉牛生産をわず
かに組み合わせた形
態である（移住地農
家経済調査（2003年
度））

ダイズ（夏作）・コ
ムギ（冬作）を中心
とした作物生産が主
流で、それに飼料及
び緑肥作物としての
ソルゴ・トウモロコ
シ生産や肉牛飼育を
組み合わせた畜産を
行う農家もある

・大豆、小麦中心
（不耕起栽培）
・近年、緑肥作物栽
培を導入した輪作体
系
・畑作専業82%、畑作
＋永年作4％、畑作＋
畜産8％、畑作＋稲作
4％、稲作専業2％、
その他4％（1999年の
移住地農家経済調
査）

・大豆、小麦中心
（不耕起栽培）
・近年、緑肥作物栽
培を導入した輪作体
系
・畑作専業86%、畑作
＋永年作4％、畑作＋
畜産＋永年作2％、畑
作＋稲作2％、稲作専
業4％、その他2％
（1999年の移住地農
家経済調査）

・大豆、小麦中心
（不耕起栽培）
・近年、緑肥作物栽
培を導入した輪作体
系
・畑作専業62%、畑作
＋永年作6％、畑作＋
野菜4％、畑作＋稲作
4％、畑作＋畜産
2％、稲作専業2％、
永年作専業4％、野菜
専業8％、その他8％
（1999年の移住地農
家経済調査）

・大豆、小麦中心
（不耕起栽培）
・近年、緑肥作物栽
培を導入した輪作体
系
・兼業農家（商業な
ど）が多い。

・主要作物は果樹と
蔬菜栽培であるが、
畜産（肉牛）や養蜂
農家もある。
・兼業農家（商業な
ど）が多い。

非日系

計

戸数

移住地名

移住地の面積

年間平均降水量（mm）

年間平均気温（℃）

農業依存率(%）

日系農家一戸当の
平均農家所得(千円)

ラ･パス、ピラポ、イグアスの数値は、JICAの平成15年度移住地農
家経済調査報告。
アマンバイ及びラ･コルメナの数値は、両農協に聞取り調査（概
数）。

ラ･パス、ピラポ、イグアスは、JICAの平成15年度移住地農家経済
調査報告。
アマンバイ、ラ・コルメナは両農協に聞取り調査（概数）。

農家経済形態

地区一戸
当り平均
農家粗収
入上位産
物

日系

非日
系

日系

非日系
組合
員数

日系

非日系

計

加盟農
家戸数

計

農協名

日系

計

パラグアイボリビア

人数

日系比率

非日系

国名

日系
ボリビア：日ボ協会への口頭確認及び2001年人口調査
パラグアイ：パラグアイ国国勢調査（2002年）

ボリビア：日ボ協会への口頭確認及び2001年人口調査
パラグアイ：パラグアイ国国勢調査（2002年）

2002年2月メールによる確認

ボリビア：農協資料（補足）サンファン、オキナワ両農協ともに
非日系農家の組合加入は現時点で認めていない
パラグアイ：（補足）コルメナ・アスンセーナ農産業協同組合の
加盟農家戸数45戸（組合数45名）のうち15戸（15名）はアスンシ
オン近郊在住農家。

組合役職
員数

役員

職員

計
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